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　本作品集は、広告委員会が日本新聞協会加盟社の社員を対象に募集した第５回「私の提言―明
日の新聞広告・新聞ビジネス」の入賞作品を収録したものです。
　このコンクールは、広告のみにとらわれない新聞を中心とした新たなビジネスモデルの構築、
新聞のあるべき姿など、新聞広告ならびに新聞の将来に向けた「提言」を求め、これら「提言」
を活用して対外的な情報発信を強化するとともに、新聞産業の活性化を図ることを目的としてい
ます。
　第５回となる今回は124編の応募があり、厳正な審査の結果、最優秀賞１編、優秀賞１編、入
選８編の入賞作品を決定いたしました。
　さまざまな視点から書かれた「提言」を、多くの方にお読みいただければ幸いです。

日本新聞協会広告委員会
2015年２月
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Pro f i l e

最優秀賞
1990年静岡県生まれ。2013年西日本新聞社に入
社。広告局広告制作部を経て、14年８月から現職

吉松　侑紀（よしまつ・ゆうき）

西日本新聞社　広告局地域開発部

Redesign＝新聞の最適化

１．はじめに

　「Design’s fundamental role is problem 
solver.（デザインの一番の役割は問題の解決
者であるということ）」　　アメリカの経済紙

「Fast Company」はデザインの意義をその
ように定義している。またIBMの経営者トー
マス・ワトソン・ジュニアは「Good design 
is good business」と述べている。
　本論では、新聞社が直面している新聞部数
と広告売り上げの減少という厳しい状況を、

「デザイン」という視点から打破する方策を
考えてみたい。

２．新聞業界の課題

２−１．部数減、広告売上げ減
　2005年に5,256万8,032部あった日本の新聞
発行部数は13年で4,699万9,468部と全体とし
て減少が続いている（表１）。また、05年に
１兆377億円だった新聞広告費も13年には
6,170億円と右肩下がりが続く（表２）。部数
減のインパクト以上に広告費は減少している
ということがわかる。
　電通の「2013年日本の広告費」によると広
告費全体ではアベノミクスの効果もあり２年
連続で増加している。ところがマスコミ四媒
体の中で13年の広告費が前年比増なのはテレ

ビだけだ。一方で
衛星メディア関連
広告費とインター
ネット広告費は堅
調に伸びている。
　部数減による媒
体力、リーチ力の
低下に加え、新興
メディアの好調を
はじめとする多メ
ディア化も新聞広
告費減少に拍車を
かけているといえ
よう。

表１：新聞の発行部数の推移 表２：日本の総広告費と新聞広告費の推移

（部）

出典：日本新聞協会経営業務部調べ 出典：電通「2013年日本の広告費」
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２−２．若者と新聞
　次に若者の新聞離れについて現状を確認し
てみたい。Ｍ1・F1総研の調査（グラフ１〜
４）によると普段からよく新聞に接している
のは45－49歳の層で54.4％であるのに対し、

20－24歳の層では34.9％である。一方でＭ1
層の84.7％がテレビ、70.3％がインターネッ
トに普段からよく接していると答えており、
新聞との差が浮き彫りになっている。
　だが活字を読むのが好きであるという質問

グラフ１

グラフ２

グラフ３

グラフ４

出典：グラフ１〜４ともに、 M1・F1 総研「2010年『若者と新聞』」調査
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に対してはＭ1層とその他の層でそれほど差
はなく、活字離れ＝新聞離れとはいえない。
ではなぜ若年層は新聞を読まないのだろう
か。一番の理由として「料金がかかるから」
が62.6％、次いで「読むのに時間がかかるか
ら」が37.9％、「他のメディアから得られる
情報で足りているから」が24.5％と続く。
　活字は読むが新聞は読まないということ
は、若年層にとって新聞はお金や時間をかけ
る魅力がない媒体ということだろう。
　また10年に新聞協会が行った「広告主アン
ケート」の「新聞社に工夫してほしいと感じ
る点」についての自由回答では「若年購読層
の拡大」「20代、30代の若年層に今以上に興
味を持たれるよう、閲覧者の年齢層を広げて
ほしい」といった新規読者獲得についての意
見が多く出ており、現状の新聞という媒体と
若年層が求めるニーズとのミスマッチが業界
外からも指摘されている。
２−３．新聞広告営業の問題点
　近年ではマスメディア以外の媒体が次々に
登場し、広告主の立場からすると広報展開の
選択肢が、媒体側からすると広告主の予算を
取りに行くライバルが増えてきている。しか
し新聞広告の営業手法はこの状況に対応しき
れているだろうか。
　先の広告主に対するアンケート調査の「新
聞社に工夫してほしいと感じる点」について
は、「過去の古い体質から脱却し、既成概念
の壁を打ち破った新しい紙面の活用方法を企
画、提案してほしい」「広告主の立場にあっ
た企画提案。自社都合の企画、枠のみの企画
提案はやめてほしい」「現行のルール、過去
のしがらみから脱し、新しいことにチャレン
ジしてほしい」「環境変化、広告主の現況を
勘案した提案」等、現状の新聞広告営業に対
する厳しい声も多かった。
　新聞社ごとに様々な営業手法に取り組んで
はいるものの、一方で新聞社都合の企画セー
ルスや他の新聞に出ていた広告の単純な追い

かけなどが行われている実情もある。
　博報堂ケトル代表の嶋浩一郎氏は新聞協会
発行の『新聞広告報』756号に寄稿した文章
の中で、「既存のやり方にとらわれず、ニュ
ートラルにコミュニケーション施策を立案す
ることを多くのクライアントも望んでいる」
と述べている。そして現在の状況を「メディ
アニュートラルの時代」と呼び、クライアン
トがメディアごとに予算を考えていた時代か
ら、メディアを決めず目的を達成するのに適
した媒体、手法を選択していく時代になった
と説明している。それにも関わらず、「新聞
社の広告部の多くの方はライバルの新聞社と
比較して“うちの新聞社の方が年収800万以
上の含有率が高い”みたいなセールストーク
をすることが多い」とも嶋氏は述べている。
　新聞広告営業も今まで以上に、現在のクラ
イアント事情をくんだセールス手法をとって
いくことが求められているのではないだろう
か。

３．提言　新聞社のRedesign
　　（リデザイン）

　これまで挙げた「部数減」「広告減」「若
者の新聞離れ」「メディアニュートラルの時
代」といった状況下で新聞社にできることは
何か。この問いについて、新聞商品のリデザ
イン、広告提案のリデザインという二つの観
点から提案していきたい。
　なおリデザインとは美術用語で、高度な次
元で「完成されたデザイン」（最適解）を、
さらに「最適化」することの意である（注
１）。
３−１．新聞商品のRedesign
　先述したように、若者や無読者といわれる
層は今の新聞にはお金を払う価値を感じてい
ない。この状況に対応しないかぎり、今後経
済状況が好調になっても、若年層が高齢者に
なって新聞購読者が増えることは想定しづら
い。まずは新聞を若者や無読者が契約したい
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と思う商品に変えていくことが必要である。
　そこで新聞社が既存の資産を生かしつつ、
読者にこれまで提供できなかった価値を付与
できる新聞商品へとリデザインすることを以
下で提案したい。
３−１．ａ　新聞商品のオールインワン化
　まず、読者に対して「新聞という紙を配
る」から「情報を配信する」というスタンス
に変更し、新聞、ウェブ版、タブレット版、
スマホ版等をオールインワン化して契約者に
全て一括料金で提供してはどうか。少なくと
も発行エリア内の読者に対しては紙とデジタ
ル全てを含んだセット商品のみの販売に切り
替えてみてはどうだろうか。
　そして、現状無料で提供されているウェブ
版は契約者でないと基本的に記事が読めない
ようにする。ただしメーター制（注２）を導
入し、無料時のトラフィックを一気に失って
ウェブ広告収入が急激に落ちることを防ぐ。
無料記事を制限していくことで、新聞社にと
って記事という大切なコンテンツが無料で流
れていく穴をふさぐ。特に、地域のニュース
に関して圧倒的に強い地方紙にとっては、コ
ンテンツの価値を高めるという観点で重要と
なる。例えば地域の少年野球やサッカーなど
の試合結果や試合内容、写真、また絵画コン
テストや書道発表会の作品や結果などを新聞
社サイトで詳しく紹介していれば関係者はぜ
ひ見たいと思うはずだ。ウェブのポータルサ
イトでは見られないようなこうした地域独自
の情報こそ購読者限定にするのである。
　ウェブ版やスマホ版は単に紙面を落とし込
んだものにするのではなく、ウェブならでは
の速報性やグラフィックなどの特徴を生かし
て、同じ事象でも紙面とは違った角度で読者
が記事に触れられるようにすべきである。例
えばピューリッツァー賞を受賞したニューヨ
ークタイムズ「snow fall」（注３）のオンラ
イン記事のデザインは、一つの参考になるだ
ろう。このオンライン記事は新聞社の取材力

とウェブの長所をうまく融合させている。読
者は、まれにみる雪崩の状況を短時間で生々
しく知ることができる。このようにウェブ版
やスマホ版は読者がより感覚的に、それも時
間をかけずに豊かな情報を得ることができる
ようにすべきだ。
　商品をオールインワン化しさらにウェブの
特徴を生かした作りにすることで、新聞が本
来もっている詳報性や論理性に加えてウェブ
の立体性や視認性を両立することができ、読
者の様々なライフスタイルやニーズに応える
ことができるようになる。
３−１．ｂ　販売店とスマホを利用した読者

サービス
　また、紙からウェブまでオールインワンで
販売するのであれば、インターネットの特性
を生かした見守りサービスといった付加サー
ビスも提供することができる。例えば離れて
暮らす家族が購読契約をしている場合、どち
らかがウェブ版やスマホ版に接続すれば相手
にそれを通知する。そうすれば家族が今日も
新聞を読んでいるということがわかり安否を
確認できる。もし確認ができず心配な場合
は、販売店の担当者が確認に訪れるという枠
組みを整えれば二重に安心である。核家族化
が進む日本において、特に一人暮らしや高齢
の親をもつ若い人たちにとっても便利なサー
ビスとなるだろう。さらに、親世代でスマホ
やウェブに詳しくない契約者に対しては販売
店の担当者が簡単なレクチャーをすることで
読者との接点が増え、読者のシンパ化にもつ
ながる。すでに家電やガス会社などが見守り
サービスを展開しているが、ネックは月々の
料金が新聞購読料並みにかかってくるし、機
器の購入代もかかることである。新聞契約料
金に見守りサービスまでが含まれていれば、
読者としては新聞購読を選ぶ動機にもなるは
ずだ。また、スマホ版によるデジタル確認と
販売店によるアナログ確認の双方でサービス
展開できるのは新聞社の強みといえる。
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３−１．ｃ　紙面のRedesign
　さらに、オールインワン化する場
合、ウェブ版やスマホ版のみならず
紙媒体としての新聞紙面も見直しが
必要となる。魅力がないと契約者は
紙の新聞はいらない、ウェブだけの
安いプランがいいと考えるようにな
る。新聞紙そのものも若い読者や無
読者から手に取りたいと思ってもら
えるような紙面にリデザインするこ
とはできないだろうか。
　ポーランドの新聞デザイナーであるジャチ
ェック・ウツコ氏は活字と写真をセットにし
て記事として組むのではなく、新聞全体をア
ート作品として扱い、見開き30段をポスター
のようにデザインし直した。その結果、ロシ
アでは29％、ポーランドでは35％、ブルガ
リアでは100％も発行部数が増加した。彼は

「我々のデザインは、外見を変えるだけでな
く、新聞という商品そのものを改良すること
でした。私は建築における機能と形式の鉄則
を新聞の内容とデザインに応用しました。さ
らにその上に戦略を載せました」（注４）と
述べている。
　日本の場合、ほとんどの新聞社には全体を
俯
ふ

瞰
かん

して紙面をデザインするアートディレク
ターのような人材は存在しない。膨大な情報
量と写真が段組みに沿って詰め込まれている
現状の紙面はテンポよく読むことは難しい。
このことも若者や無読者を新聞から遠ざける
一因となっているのかもしれない。
　朝日新聞社が2011年２月に実施した広告企
画「ARASHI Meets MANGA 僕らの肖像」
は、アイドルグループの嵐を使った大胆な新
聞らしくないクリエーティブが話題となり各
販売店で売り切れが続出。またTwitterでも
この企画に対するつぶやきが多くみられた。
　このことからも、デザインやコンテンツを
工夫することで若年層や日ごろ新聞を読まな
い層を新聞に振り向かせることは可能である

ということがわかる。
３−２．広告提案のRedesign　デザイン・

シンキングの視点で企画提案を　
　上の三つの方法で部数回復を図ると同時
に、広告営業でもさらに新しい価値を読者や
広告主に提供できるよう、広告提案について
のリデザインも考えたい。
３−２．ａ　デザイン・シンキングとは
　スタンフォード大学のd.school（デザイン
スクール）などが提唱した「デザイン・シン
キング」という思考手法が最近ビジネス領域
でも注目を集めている。デザイナーの思考様
式をビジネスに応用したこの手法では、①共
感→②問題定義→③創造→④プロトタイプ→
⑤検証、という五つのステップを経て、ビジ
ネスモデルを組み立てていく（注５）。
　この手法を地方新聞社の企画立案に用いる
ことで「メディアニュートラルの時代」にお
いてクライアントと地域の人々を引き付け、
結びつけるような企画提案を行えないだろう
か。下記で事例とともに検証したい。
３−２．ｂ　事例
　西日本新聞社が13年12月に立ち上げた「子
ども・若者対策チーム」では、デザイン・シ
ンキングを用いた企画立案を実践している。
このチームは、新聞になじみのない子どもや
若者を対象にした企画開発を目的とし、部署
の違うメンバーで編成された。子どもや若者
向けの企画というと彼らに読まれる媒体開発
と捉えられがちであるが、このチームでは新

図１：デザイン・シンキング構成図

出典：スタンフォード大学 design school ウェブサイト
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聞にこだわらず子ども・若者に向けてできる
ことを考えた。
３−２．ｂ−①　共感＝課題探し
　クライアントが子どもや若者にアプローチ
する際の課題はなんだろうか、地域の子ども
や若者たちの課題はなんだろうか、という二
つの視点から様々な意見を出し合い、同時に
各々担当クライアントや地域の人々などにヒ
アリングなどを行った。
３−２．ｂ−②　問題定義＝課題および方向

性の設定
　「クライアント」「地域の子どもと若者」双
方の課題を見いだし、それをマッチングさせ
方向性を定めた。具体的には「人々の行動や
趣向が多様化している中で、コンタクトポイ
ントの取り方に苦労している。特に若者は
SNSなどのクローズドコミュニティーの中で
の活動が増えていて対応が難しい」「子ども
の場合は実際にお金を出すのは親なので、親
に対するアプローチも必要だ」がクライアン
トの課題設定となった。
　また地域の子どもと若者たちが抱える課題
については、ヒアリングの数だけ色々出てき
たが、最終的に「子どもたち一人ひとりが他
者との関係性を大事にでき、勉強だけでは得
られない経験ができる機会が必要」「若者た
ちが自分たちの街でもっと楽しめ、つながり
を持てる場所、実際に表現できる機会が必
要」という課題設定となった。
　それを受けて、子どもたちや若者たちが自
主的に集い、特に子どもの場合は親もそこに
参加できるような機会をつくったらどうか。
クライアントにも地域づくりという観点でそ
こに参加してもらい、子どもや若者とのコン
タクトポイントを提供すれば地域とクライア
ント、そして新聞社の課題も解決できるので
はないかという考えに至った。
３−２．ｂ−③　創造＝アイデア出し
　上記の方向性で、新聞社が実施する企画と
いう前提を抜きにしてアイデア出しを活発に

行ったところ、普段の企画会議では出てこな
いような様々なアイデアが出てきた。
　そのアイデアの一つに「福岡市の中心街に
大きな野外ディスコを作ったらどうか」とい
うものがあった。ダンスは義務教育化される
ほど子どもたちには根付いており、最近では
ダンススクールに通っている小学生も多い。
また、子育て中の親のなかにはディスコ世代
と呼ばれる人も少なくない。とにかく子ど
も、若者、その親世代まで楽しめる場を作り
たい。そんな場であればクライアントも地域
の人々とコンタクトポイントを持てるのでは
ないか。そんな考えから出たアイデアだっ
た。
３−２．ｂ−④　プロトタイプ＝企画案作り
　そしてあまり制限は設けず、ｂ−③で出て
きたアイデアから企画案を試作した。場所、
時期、規模、コンテンツなどを色々と考え、
実現可能な形（ただし、大事なポイントであ
る子どもや若者が集える場所、クライアント
がコンタクトポイントを持てる場所というと
ころは妥協せずに）に落とし込んでいく。ま
た、この時点で初めておおよその予算や売り
上げなども想定していった。
３−２．ｂ−⑤　検証＝ヒアリングおよびブ

ラッシュアップ
　この企画ではここのプロセスが一番時間を
要した。何度もクライアントや地域のダンサ
ー、若者、子ども、子を持つ親などにこの企
画についてどう思うか、足を運びたいと思う
か、何が足りないか、何が余計か等々、様々
な意見を聞いてブラッシュアップを繰り返し
た。当初は野外ディスコを新聞社が作れるか
とメンバー自身も半信半疑だったが、ブラッ
シュアップを繰り返すうちに必ず出来るとい
う確信を得られるものとなった。
３−２．ｃ　企画の概要
　 そ う し て 出 来 上 が っ た の が「TENJIN 
D I S C O 　F U K U O K A  S A L S A  A N D 
STREET DANCE FIESTA　」という福岡
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市役所前の広場で行う野外ディスコのイベン
トである。
　実際にダンスをたしなむ若者や子どもたち
が楽しめるイベントとなるよう、地元で活躍
するダンサーやスタジオの協力のもと、スト
リートダンスとサルサという切り口でコンテ
ンツを組み立てていった。ストリートダンス
とサルサという組み合わせにしたのは、小学
生から若者まで人気があるストリートダンス
と、小さな子を持つ親世代から始める人が多
いサルサを同時に楽しめる場所を作ることで
より多くの人に足を運んでもらえると考えた
からだ。
　その一方で、ダンスは風営法の規制などに
よるネガティブなイメージや敷居が高いとい

う認識から楽しむ場が制限されているという
現状もある。そこで、新聞社としてダンスに
なじみのない人でも気軽に来場できるような
イベント作りを心がけた。通行人のファミリ
ー層を対象として遊具の設置、飲食店ブース
の充実、クライアント商品のタッチ＆トライ
など、誰でも楽しむことのできる空間を作り
上げた。
　その結果、「子ども向け」「若者向け」「小
さな子を持つファミリー向け」と三つのコン
タクトポイントが創出され、順調に協賛が確
定した。プロモートの過程でイベント内コン
テンツとのタイアップ等も行っている。イベ
ント自体は実施前（14年８月時点）である
が、１か月前の時点で協賛募集は終わりこの

事例：TENJIN DISCO告知広告

西日本新聞　2014年８月20日付朝刊
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原稿執筆時点では着々と当日に向けた準備の
段階にある。
３−２．ｄ　まとめ
　このチームでは他にも半年の間に小学校高
学年をターゲットとした企画、若い独身女性
をターゲットにした婚活企画などが生まれ、
各々セールスがうまくいっている。
　この企画立案から募集の一連の流れによ
り、地域の人々のニーズがあるコンテンツを
追求し、地域づくりにつながるものにすれ
ば、クライアントのニーズを人々にとってよ
り受け入れやすいものへ落とし込むことがで
きる。そして地域とクライアントが自然に接
点をもつことができるということがわかっ
た。

４．おわりに

　地方新聞社はその歴史の大半において、地
域の有力メディアであり、新聞の商品やビジ
ネスモデルは「完成されたデザイン」すなわ
ち最適解であった。しかしそのデザインも今
の時代に合わせてさらに最適化＝リデザイン
が必要となってきている。
　先に紹介したデザイナーのウツコ氏は09
年のスピーチで次のように語っている。

「Design can change not just your product. 
It can change your workflow -- actually, it 
can change everything in your company; it 
can turn your company upside down.（日本
語訳：デザインは商品だけでなく、ワークフ
ローも変えることができる。それどころか会
社のすべてを変え、ひっくり返すことができ
る）」（注４）。地方新聞社がその時代の読者
や広告主に新聞商品と営業手法をリデザイン
し続けることができれば、新聞社自体もリデ
ザインされ続け、その時代に合わせた地域貢
献を果たしていくことができるだろう。
　ウツコ氏の言葉は続く。「You just need 
inspiration, vision and determination.（必要
なのはインスピレーションとビジョン、そし

て決断力だ）」。ビジョンと新たなインスピレ
ーションをもって、これまでのビジネスモデ
ルにとらわれず、新しい「新聞」を築くため
の決断をすべきだ。

【注釈・参考文献】
（注１）アートスケープウェブサイト（美術
館・アート情報を伝えるウェブマガジン）
http://artscape.jp/artword/index.php/

（注２）インターネットコンテンツを一定量
は無料で提供、それ以上に関しては課金する
やり方のこと

（注３）ニューヨークタイムズ「snow fall」
ウェブサイト（2012年にワシントン州で起こ
った雪崩のニュースをまとめている）
http://www.nytimes.com/projects/2012/
snow-fall/

（注４）TED（Technology Entertainment 
Design＝米国で学術・デザインなど様々な
テーマで講演会を主催する団体）ウェブサイ
ト
http://www.ted.com/talks/jacek_utko_asks_
can_design_save_the_newspaper

（注５）d.school（Institute of Design at 
Stanford＝スタンフォード大学のデザインス
クール）ウェブサイト
http://dschool.stanford.edu/
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Pro f i l e

優 秀 賞
1982年東京都生まれ。2005年朝日新聞社に入社。
広告局広告管理部、広告第１部、デジタル営業センタ
ーを経て、14年５月から現職

松下　朋子（まつした・ともこ）

朝日新聞東京本社　広告局広告第３部

〜若年層の海外進出促進に向けて新聞にできること〜
若者よ、世界へトビタテ！

１．はじめに

　2014年６月、日本再興戦略（注１）および
教育振興基本計画（注２）が閣議決定され、
グローバル人材創出に向けての文部科学省　
官民協働海外留学創出プロジェクト「トビタ
テ！留学JAPAN」が始動した。各閣議決定
の要項には「世界に勝てる真のグローバル人
材を育てるため『教育再生実行会議』の提言
を踏まえつつ、意欲と能力のある若者への留
学機会を付与することを目的とするこの動き
を実現するため、留学生の経済的負担を軽減
するための寄付促進、給付を含む官民が協力
した新たな仕組みを創設。また地域や高校、
大学における留学情報の提供等を強化し、留
学しやすい環境を整備する」とある。
　同年８月に第一期生が出発、20年までの６
年間で日本人留学生を倍増させることが目的
といい、今年はまさに本プロジェクトの立ち
上げ期といえる。人口減少社会の本格的な到
来を迎える中、若者個々人の能力を深め、世
界で、また日本各地で活躍できる人材を育て
ていくことは日本全体にとって喫緊の課題
だ。
　そして政府、地域、教育機関など多様な立
場の関係者が動く「留学」というテーマは、
幅広い読者を抱え、様々な企業、団体とつな
がりを持つ公共性の高い新聞社にとっても親

和性のあるプロジェクトといえるだろう。本
稿では、この「トビタテ！留学JAPAN」プ
ロジェクトを軸に、若者、教育そして支援企
業の視点から、新聞社の持つ多様な資産、ツ
ールの活用によって若者の海外進出促進に新
聞社が果たしうる役割を探り、新聞ビジネス
の可能性について考えたい。

２．問題点の整理

　まず、日本と世界における「留学」の現状
について整理したい。OECDが13年６月に発
表した加盟国の教育に関する調査結果「図表
でみる教育2013年度版」（注３）によれば、
大学など高等教育機関に在籍する日本人のう
ち、海外に留学している割合は1.0%。加盟国
33か国中ワースト２位だった。OECD加盟国
の平均は2.0%。留学する学生の割合が最も高
いのはアイスランドで18.9%、次いでスロバ
キア14.1％、アイルランド13.0%、エストニ
ア7.7%となっている。近年の留学者数増減を
みても日本は減少傾向をたどっており、04年
に約８万3,000人だったのが10年には約５万
8,000人にまで減少している。
　危機感を強めた政府は冒頭の「トビタテ！
留学JAPAN」プロジェクトを含む施策で対
策を進めている、というわけだ。経済界も危
機感を強めている。経団連の11年の調査で
は、「５年後に売り上げの３割超を海外で稼
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ぐ」と見通したのは回答企業の52％。「すで
に稼いでいる」は39％で、海外で通用する人
材の確保が課題となっている。12年春の時点
で、留学経験のある新卒者を採用できた企業
は27％だった（注４）。人材不足を指摘する
声は多く、経団連は長期留学者向けの就職イ
ベントを開催したり、留学する大学生に年
100万円を支給する独自の奨学金制度を始め
たりといった動きが始まっている。
　自治体も留学を後押しする制度を続々とス
タートさせている。東京都は英語圏に留学す
る都立高校生150人の経費約８割を負担、大
阪府も100人近くの高校生に対し約40万円を
公費で出し、短期留学などを促進している。
熊本県は世界の大学ランキング50位以内の海
外大に進む高校生に100万円を支給する。い
ずれの制度も募集は順調で、募集人数の約４
倍が応募したという。
　若者の留学者数減少の背景としては、経済
状況の悪化により金銭面で留学を諦めざるを
えなかったり、就職活動の早期化に伴い就職
活動への影響を恐れている、
といった点が指摘される。独
立行政法人日本学生機構（以
下、JASSO） の 調 査 で は、
留学を計画しながらも断念し
た学生は22％にのぼり、その
理由として経済的な理由59.1
％、家庭の事情34.6％、語学
力の不足32.5％が挙がってい
るほか、第５位には「留学し
ない方が自分のキャリアプラ
ンに良いと思ったから」が
13.1％でランクインしている

（図表１、２）。
　今後10年間で日本の18歳人
口は120万人台から100万人台
へと減少傾向にあり、個々の
力を最大限に伸長させる必要
性があることも見逃せない。

59.1

A2SQ1.〔A2で「ある」と回答した方に〕断念した要因はどのようなことでしたか。
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図表１

図表２

出典：図表１、２ともに日本学生支援機構（JASSO）「海外留学未経験者調査」
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A2.過去に、留学を計画して断念したことがありますか。
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３．留学への課題と新聞社との相性

　徐々に回復の傾向は見られるものの、「留
学生の減少」という世界の潮流と逆行する
日本の動きをもたらすものはなにか。文科
省官民協同プロジェクト「トビタテ！留学
JAPAN」の活動骨子に沿ってあらためて要
因をまとめると、大きく五つの点が浮かびあ
がる。経済的援助／高校・大学の体制整備／
学生・保護者への動機づけ／企業・就職先の
評価／民間資産（知見）の活用である。文科
省は国と企業が連携して五つの課題を包括的
に解決することが不可欠と述べる。それぞれ
の課題に新聞の媒体特性がどのように対応し
うるかを見ていきたい。先に課題を、続いて
新聞社の特性を述べる。

（1）経済的援助：奨学金による留学資金の
提供

〈古くから存在する奨学生制度〉
　新聞各社は、古くから「奨学生」制度とい
う形で若者の勉学支援制度をつくってきた。
元来、新聞配達員を確保するための施策では
あるが、こういった動きを新聞業界としてさ
らに拡大し「留学」を費用の部分で支援して
いくことは十分に検討できる取り組みだろ
う。新聞協会が主体となり、賛同新聞社を募
って新聞業界として留学のための奨学金を設
立することも考えられる。

（2）高校・大学の体制整備：学事歴の変更
など高校・大学の国際化推進による留
学機会の創出

〈教育機関との結びつき〉
　全国に存在する教育機関と新聞は、すでに
オープンキャンパスの告知や入試関連広報な
どを中心に、紙面企画やネットでの情報発信
といった形で多岐にわたる取り組みを行って
おり、地方紙、全国紙が力を合わせることで
教育機関との連携を図ることも可能だ。
　すでに、スーパーグローバルハイスクール
やスーパーグローバル大学創成支援等、文科

省の推進する事業を切り口とした広告特集が
実施されており、各テーマに主眼を置く大
学、また予備校の協賛を取りつけている。ひ
とつは省庁からの補助金獲得のため、ひとつ
は学生獲得のためである。

（3）学生、保護者への動機づけ：留学の社会
的な認知の拡大や保護者等の理解促進

〈家族で回読されるメディアである〉
　「2013年全国メディア接触・評価調査」に
よれば、朝刊は平均2.5人、夕刊は平均2.4人
に読まれており、家族の情報共有ツールとし
て有効であることがわかる。家族、保護者へ
の「留学」認知を高める、動機づけに有用な
媒体であるといえるだろう。
〈キュレーションメディアとしての役割〉
　ウェブをはじめ情報のあふれる現在におい
て、正確で価値のある情報を見分けることは
容易ではない。こうした中で新聞の情報は、
記事、広告ともに信頼性があり、社会に対す
る影響力が強い、との評価を得ている。社会
的ムーブメントをつくる、国民の意識を醸成
するのに適したメディアといえる。

（4）企業・就職先の評価：企業が期待する
留学経験を持つ学生等の就職を支援

〈企業との結びつき〉
　せっかくの留学機会をその後のキャリアプ
ランに生かすためには、ビジネスの現場を知
る企業人がどのような経験を求めているの
か、将来的にどのように経験が活用されるの
かを、留学の時点で把握する必要がある。先
に文科省は「トビタテ！JAPAN」プロジェ
クトの研修プログラムに協賛企業の協力を受
けることを表明している。新聞の編集部門で
はよりリアルタイムに多種多様な企業の「現
状」を報道しており、学生にとって貴重な資
料となるであろう。
　また、新聞広告の評価として「企業の姿勢
や考え方が伝わってくる」ポイントが高い点
も見逃せない。就職情報の収集元として新聞
を読み始める人もあり、各社が就職活動支援
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体制を整えてきた（表１）。例えば朝日新聞
では大学生に向けて「超・就活」というコン
セプトを打ち出し、就職活動時期からではな
く大学入学時から幅広い知識を吸収し、社会
に出るために必要な力を身につけることを推
奨している。

（5）民間資産（知見等）の活用：産業界が
求めるグローバル人材像の提供と学生
等への具体的な取り組み（インターン
シップの提供含む）の推進

〈「世の中の動きを知りたいから」読む新聞〉
　留学により実践的な能力、経験を積みたい
学生へ向けて、いま企業がどのような動き
をして、何を目指しているか、「世の中の動
き」を知ることは重要である。新聞は、まさ
に「世の中の流れを知りたいから読む」読者
が44％を超え（「2013年全国メディア接触・
評価調査」より）、この目的にも適した媒体
であるといえる。今後、各種施策により学生

が新聞により親しむようになれば、学生に向
けた情報媒体としても選ばれてくるだろう。

４．新聞社としての協賛メリット

　ここまで見てきたように、「留学」を軸と
する若者の海外進出事業は新聞業界との親和
性も高く、業界全体となって推進すべき分野
といえそうだ。では、新聞社にとってビジネ
ス面でのメリットはどうだろうか。
　第一に、主軸となるメディアがまだ決定し
ていないことが挙げられる。「トビタテ！留
学JAPAN」プロジェクトにはすでに様々な
企業の協賛が集まりつつあり、企業にとって
もこの事業に寄せる関心は非常に高いといえ
る。14年６月30日現在で79の会社、団体が協
賛を表明しており、中にはトヨタ自動車、三
菱商事、キッコーマン、東日本旅客鉄道など
各分野の大手企業が名を連ねている。しか
し、この意義を国民全体へ広げていくための

新聞閲読者全体

（n=3,177）
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表１：新聞を読み始めたきっかけ（複数回答）

出典：日本新聞協会「2013年全国メディア接触・評価調査報告書」
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媒体（メディア）はまだ定まっておらず、い
ち早く新聞業界として名乗りをあげることで
媒体としての価値を高めることができる。さ
らに、後述のように省庁予算の獲得も想定さ
れる。
　第二に、新聞社としても課題である若い読
者層への貴重な接点となる分野であることも
見逃せない。近年、若者の新聞離れが叫ばれ
ているが、その理由として「欲しい情報が新
聞には載っていない」「媒体として身近でな
い」等が挙げられる。逆の見方をすれば、彼
らにとって重要なコンテンツが載っている媒
体となれば、若者が新聞に接するチャンスは
十分にある、とも考えられる。本テーマ「留
学」の対象はまさに若者である。「新聞社を
身近に感じてもらえるチャンス」ととらえる
べきではないか。さらに新聞社にとっても有
用な人材と早期に接点を持てるメリットは大
きい。主な協賛先としては下記分野が考えら
れる。

（1）文部科学省をはじめとする省庁予算
　前述の「トビタテ！JAPAN」プロジェク
トには13年度予算として54億円、14年度予算
として88億円が計上されている。メディア予
算として明示されている範囲はないものの、
例えば募集対象としての大学生に届く媒体、
家族への理解推進のための媒体など、これか
ら様々なシーンでメッセージを発信する機会
は増えていくだろう。

（2）優秀な若者を獲得しようとする企業の
広報予算、採用予算

　海外進出を図る企業にとって、「留学」を
経験した若者を戦力の一員として獲得するこ
とは今後重要なミッションとなってくる。彼
らへメッセージを発信できる媒体があれば、
企業広報にとって露出の検討に値するはず
だ。新聞を読み始めるきっかけとして「就職
活動」を挙げる学生は多く、今後の新聞業界
の施策次第で若い読者をさらに増やすことも
期待できる。

（3）若者移住、定住、地方活性化を狙う自
治体の広報予算

　14年６月に中央公論６月号で発表され話題
となった「自治体消滅」論（注５）にもある
ように、今後日本全体の人口が減少していく
中で、各自治体は地元の魅力をアピールし、
定住者、移住者を獲得する施策を立てる必要
性が高まることが予想される。特に若年層へ
のアプローチは課題となるだろう。すでに

「留学」施策を打ち出す自治体が現れている
ことを述べたが、今後留学の支援が手厚い自
治体で学生時代を送る、といった選択肢が出
てくる可能性は十分にある。

（4）大学をはじめとする教育機関の広報予算
　こちらも少子化による影響で近年、大学を
はじめとする教育機関は学生確保のために
様々な特徴を打ち出す必要に迫られている。

「グローバル」を掲げ、学生を海外留学に力
を入れようと考えている大学は多い。朝日新
聞社と河合塾が745大学を対象に行った「ひ
らく　日本の大学」調査（事例１）ではすで
に１か月以上の短期留学を実施している機関
は75％にのぼり、23％の大学が学生の海外留

事例１：�ひらく日本の大学 
朝日新聞・河合塾共同調査

朝日新聞　2014年８月29日付朝刊



17

学に数値目標を設定していた。また、予備校
を含む学習機関も、グローバル化をキーワー
ドにした進学特集には出稿意欲が高い（事例
２、３）。

（5）海外政府観光局・海外大学の広報予算
　留学に関する情報媒体として新聞が認知さ
れるようになれば、海外からの広報予算を獲
得することも検討できる。個別の地域、大学
のための学生募集セミナーの実施や、紙面で
の告知が想定される。すでに個別留学フェア
の告知展開は掲載実績も出てきている。

５．提　言

　以下「情報提供のベースをつくる」ことに
より「若年層を中心とした読者/ユーザーの
獲得」「新聞の認知拡大」を行う、というス
テップで新聞社としての取り組みを提案した
い。

事例２：広告特集「グローバル進学特集」

朝日新聞　2014年６月20日付朝刊

事例３：広告紙面「中学・高校留学フェア」

朝日新聞　2014年８月27日付朝刊
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〈日本各地に留学情報の拠点を：全国新聞社
屋内にトビタテ！カフェの創設〉

　提言の核として、まず留学経験者および希
望者による体験の共有、情報交換の場所とし
て各地の新聞社のスペースを提供することを
検討したい。新聞社という企業を身近に感じ
てもらうことはもちろん、この場には記事検
索システム等を提供することで実践的に新聞
を活用して情報を集める手法になじんでもら
う。新聞を核とした情報収集が習慣化するこ
とで若者は、留学時、また帰国後も新聞とい
う媒体を身近なものとして感じることができ
るのではないだろうか。

〈情報の一元化：新聞業界としての留学情報
サイト開設〉

　 同 時 に デ ジ タ ル 戦 略 も 欠 か せ な い。
JASSOによれば、現状留学に関する情報を
収集するためには各関連団体オフィシャルペ
ージを参照する必要がある（表２）。新聞社
は情報媒体としての信頼感と編集能力を生か
し、いちはやく情報集約サイトを開設するこ
とが可能ではないか。留学関連記事のほか、
世界情勢をわかりやすく解説するコーナーの

11月スタート。コンセプトは「究極の実証
広告」。12年11月から13年11月までの１年間
で、世界５大陸約10万キロを走破、世界の
様々な道を走りその様子を特設サイト、スマ
ートフォンアプリ、テレビCMなどを通じて
リアルタイムに配信。現地からの写真つきリ
ポートを日々アップ、「体験の証人」となっ
てもらう。「生感」が重要である。学生自身
も参加し、発信する枠組みを提供すること
で、本取り組みに関する意識がより高まるだ
ろうということが想像される。

〈留学ガイダンス、イメージ啓蒙フォーラム
を開催〉

　カフェに学生が集まるようになれば、各種
協賛をつけたイベントも開催したい。
　「留学」に対するイメージ啓蒙のためのフ
ォーラムの企画・運営も新聞社の得意とする
ところといえるだろう。例えば朝日新聞では
13年２月にグローバル人材の育成について大
学教育の現場から考える「朝日教育フォーラ
ム」を実施。浜田純一東大総長、清家篤慶応
義塾長、井上琢智関西学院大学長をゲストに
大学の国際化などをテーマにした講演に約

設置、各国政府観光局との連
携も考えられる。サイトは基
本会員登録を前提として開設
し、その後の情報発信に必要
な個人情報も収集していきた
い。

〈海外からの留学情報リアル
タイム発信〉

　サイト上では実際に留学し
た学生のリアルタイム情報も
発信していきたい。
　ウェブでの展開イメージと
しては富士重工業SUBARU
フォレスター「FORESTER 
LIVE」が挙げられる。13年

表２：海外留学のプランニングと情報収集

出典：日本学生支援機構（JASSO）ウェブサイト
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700人が集まった。また、13年には「第１回
Go Global Japan Expo」に参加、文科省グロ
ーバル人材育成推進採択42校が主催するイベ
ントに参加、分科会「朝日グローバルセミナ
ー「世界とつながる」を実施し、これからの
国際化について参加者に伝えた。協賛先とし
ては補助金獲得および生徒獲得を目指す大学
広報および進学に関わる予備校等が考えられ
る。

〈�帰国後の就職支援〜地元企業とのマッチン
グ〜〉

　すでに「トビタテ！留学JAPAN」プロジ
ェクトには多数の大手企業が協賛を名乗り出
ていることを述べたが、せっかくの有能な人
材を地元に還元する流れもつくりたい。「ト
ビタテ！留学JAPAN」カフェでの提供情報
として、帰国後の若者へ、地元企業を紹介す
ることを進めてはどうだろうか。各地の企業
活動を取材してきたのは地元新聞社を中心と
する取材ネットワークである。後継者不足に
悩む地元企業、海外への進出を試みる企業に
対し、「直接学生へ情報提供できる場」を提
供する。各企業が個別に活動するのに比べ、
はるかに効率よく、そして幅広い展開が期待
できる。また、海外での経験を積んだ人物に
とって日本、そしてそれぞれの地元の魅力が
新たなものとして映る可能性は十分にある。
各地域を支える地場産業の魅力を今一度伝え
る力となり、また逆にその魅力を海外へ向け
て発信していく際に彼らは大きな力となるで
あろう。

〈�留学媒体NO.１を目指す！「トビタテ！カ
フェ便り」の別刷り&出版物作成でさらな
る読者を獲得〉

　現在、留学情報誌として最大部数を誇るの
は『留学ジャーナル』であるが、部数は約５
万部程度。全国の新聞社が連携して留学に関
する情報をまとめて発行する場合、媒体とし

ての最大部数を目指すことが可能だろう。各
地のトビタテ！カフェの模様をまとめた別刷
りを発行するほか、ある程度情報がまとまっ
た時点で出版物の形に落としこむことも考え
られる。一般書店も含め販売をしていくこと
で各社へ副次的な収入をもたらすことはもち
ろん、新聞社と留学というキーワードが世間
に浸透する助けにもなるだろう。

〈出前授業の提供〉
　新聞社の持つコンテンツ編集力、また豊富
な人材を生かして海外経験の豊富な記者によ
るワークショップ形式の授業も考えられる。
記者が実際に海外に赴いて感じたことは何
か、いま学生時代に戻れるとしたらやってお
くべきことは何か、実際の経験をもとに展開
される内容は説得力もあるはずだ。また、特
定の地域について記者と一緒に学んでいくの
もいい。例えば、九州の長崎や佐渡では旧来
アジアとの交流が盛んな土地柄を生かして、
アジアの各都市に海外拠点を置く、といった
試みがなされている。

６．最後に　社会の公器としての新聞社

　「トビタテ！留学JAPAN」プロジェクトデ
ィレクターの船橋力氏は本プロジェクトの意
義についてこう語る。「僕が大学生に留学を
強くすすめる理由は、ひとつには違う文化や
価値観を知ることは単純にとても面白いか
ら。そしてもうひとつは、外から見つめ直す
ことで、日本という国や自分自身についてあ
らためて気づくことがたくさんあるからで
す」「将来日本の各地域の中で働くとしても
アンテナが世界に向けて立っていること、異
文化に適応できる力があることは必ず役立つ
はずですし、そうした力を持つすべての人
が、これからの日本を担う『グローバル人
材』なのだと思います」。
　激変する世界の中で生き抜くために、これ
からの若者にとって「留学」という体験は必
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ず力になるだろう。社会的意義のある事業を
支えることは「社会の公器」たる新聞の果た
しうる役割、と考えられる。また意識の高い
若者に、改めて新聞の価値を知ってもらう、
新聞の情報を活用してもらうことは、若年読
者減少に悩む新聞社にとっても明るい話題と
なるはずだ。少子化の中で優秀な人材確保を
目指す企業は近いうちに必ずや彼ら（留学経
験者）に着目するはずで、早期に彼らを取り
込むことは、将来的に企業との協賛を含めた
コラボレーションを目指す意味でも意義のあ
ることといえる。
　医療、教育、環境……これまで新聞社は
様々な分野に関して新たな制度の周知、国民
の意識醸成を行ってきた。いまこそ、若者の
留学支援に新聞社全体で取り組むべきときで
ある。新聞社の力を最大限に活用して、若者
よ、世界へ飛び立て！

【注釈】
（注１）日本再興戦略では、「世界に勝てる真
のグローバル人材を育てるため、『教育再生
実行会議』の提言を踏まえつつ、国際的な英
語試験の活用、意欲と能力のある若者全員へ
の留学機会の付与、およびグローバル化に対
応した教育を牽引する学校群の形成を図るこ
とにより、2020年までに日本人留学生を６万
人（2010年）から12万人へ倍増させる」こと
を打ち出している

（注２）教育振興基本計画では、「基本施策16
外国語教育、双方向の留学生交流・国際交
流、大学等の国際化など、グローバル人材育
成に向けた取り組みの強化」を打ち出してい
る

（注３）OECDウェブサイト「図表でみる教
育2013年度版」
http://www.oecd.org/tokyo/

（注４）朝日新聞2012年９月28日付朝刊記事
（注５）『中央公論』2014年６月号論考「消滅

する市町村523」
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Pro f i l e

　新聞社はこう変わることができる　
新聞社のリサーチビジネスへの参入

1973年北海道生まれ。96年北海道新聞社に入社。広
告局広告整理部、広告管理部、北見支社営業部、函館
支社広告部を経て、2010年から現職

荒川　岳史（あらかわ・たけし）

北海道新聞社　東京支社広告局管理部

入 選

１．はじめに

　新聞広告の未来が明るいと考えている人は
どれほどいるだろうか。電通発表の「日本の
広告費」によると新聞広告費は2009年にネッ
ト広告費に逆転され、近年はアベノミクス効
果等による一時的な回復は見られたが、全体
的には右肩下がりを続けている（表１）。大
本の新聞自体も若者の新聞離れや生活苦等を
背景とした部数減が続いており、14年の消費
税増税の余波を受けた部数減のさらなる加速
が懸念されている。
　広告主においては従来のペイドメディアに
加え、オウンドメディア、アーンドメディア

（注１）の登場による多メディア化を受けた
利用メディアの分散や、マスマーケティング
からワン・トゥ・ワンマーケティングあるい
はダイレクトマーケティングへの重心の移行
が見られ、いわゆるビッグデータ活用を模索
する企業も増えている。これらも旧来型マス
メディア広告の代表格ともいえる新聞広告に
とって逆風といえるだろう。
　これまで新聞社はこの苦境に対応すべくさ
まざまな手立てを打ってきたが、残念ながら
それらの多くが有効に作用してきたとは言い
難い。本論では他業種の例も交えつつ、新聞
広告や新聞社について一歩引いた目線から再
考察し、新聞社が現在有する諸資産を有効活

表１：媒体別広告費の推移
単位：億円

媒体／年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

新聞 12,027 10,707 10,500 10,559 10,377 9,986 9,462 8,276 6,739 6,396 5,990 6,242 6,170

雑誌 4,180 4,051 4,035 3,970 4,842 4,777 4,585 4,078 3,034 2,733 2,542 2,551 2,499

ラジオ 1,998 1,837 1,807 1,795 1,778 1,744 1,671 1,549 1,370 1,299 1,247 1,246 1,243

テレビ 20,681 19,351 19,480 20,436 20,411 20,161 19,981 19,092 17,139 17,321 17,237 17,757 17,913

ＤＭ 3,643 3,478 3,374 3,343 4,314 4,402 4,537 4,427 4,198 4,075 3,910 3,960 3,893

折込 4,560 4,546 4,591 4,765 6,649 6,662 6,549 6,156 5,444 5,279 5,061 5,165 5,103

屋外 2,992 2,887 2,616 2,667 3,806 3,946 4,041 3,709 3,218 3,095 2,885 2,995 3,071

交通 2,480 2,348 2,371 2,384 2,463 2,539 2,591 2,495 2,045 1,922 1,900 1,975 2,004

ＰＯＰ 1,698 1,720 1,725 1,745 1,782 1,845 1,886 1,852 1,837 1,840 1,832 1,842 1,953

電話帳 1,652 1,559 1,524 1,342 1,192 1,154 1,014 892 764 662 583 514 453

展示・映像他 3,463 3,278 3,216 3,315 3,522 3,456 3,584 3,196 2,775 2,634 2,406 2,606 2,680

衛星メディア関連 471 425 419 436 487 544 603 676 709 784 891 1,013 1,110

インターネット（制作費含） 3,777 4,826 6,003 6,983 7,069 7,747 8,062 8,680 9,381
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資料１：媒体別広告費の推移
（電通「日本の広告費」2001年～2013年より）
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用しつつ、顧客のマーケティング活
動支援という新領域をビジネス化、
新聞社と顧客との新たなリレーショ
ンシップの構築を目指す仕組みにつ
いて提言したいと思う。

２．�ライフサイクル仮説と成熟
期からの復活例

　「人にも企業にも製品にもライフ
サイクルがあって新聞産業も新聞広
告もすでに成熟期。これからは衰退
期に向かうだけで過去の遺産を食い
つぶしながら座して死を待つのみ」
という考えは新聞社の社員なら一度
は脳裏をよぎったことがあるだろ
う。
　経営学におけるいわゆる「ライフサイクル
仮説」であるが、これによると企業や製品は

「導入期」「成長期」「成熟期」「衰退期」の四
つの段階をたどる（注２、図１）。歴史の古
い新聞や新聞広告はすでに成熟期にあると考
えられ、若者の新聞離れや新聞広告のプレゼ
ンス低下等はその表れとも考えられる。成熟
期の次には衰退期が待っていることになり、
我々新聞に携わる者はしばしば将来を悲観視
してしまいがちである。
　だが、成熟期においても製品やサービスの
改良・改善、新事業の立ち上げ等でポジショ
ンを維持、あるいは再び成長を始めるケース
もある。1960年代にすでに成熟期に達してい
ながら振り子型からクオーツ式への転換を果
たし、現在も機能性やファッション性など細
分化する顧客ニーズに合わせた製品で支持を
得る時計業界、緑茶市場の縮小を受け「いつ
でもどこでも飲める」ペットボトル入り緑茶
飲料を開発し新たな市場を開拓した伊藤園、
若者のクルマ離れを受け「免許を取ろう」キ
ャンペーンや次世代環境技術の投入、自動運
転を生かしたより安全な車の開発などで本業
の自動車事業を推進しているトヨタ自動車な

ど、それらは私たちの身近に見ることができ
る。
　成熟産業の代表格ともいえる鉄道事業を
営むJR東日本の例は新聞業界にも参考にな
る。同社は鉄道事業を「パッセンジャー（乗
客、旅客、通行人）ソリューション事業」と
定義し、駅ナカ（駅の中のお店）ショッピン
グや駅ビル開発などの駅周辺開発事業までを

「ドメイン」（domain＝事業領域、自社の得
意領域である本業）と位置づけ、成功を収め
ている。ドメインの再認識が新たなビジネス
につながった好例といえる。では、新聞社の
ドメインとは何か。これについては第５章で
述べる。

３．�外的環境の変化①　　異業種参入
こそ生き残りの方策

　次に企業社会における最近の興味深い動き
について触れる。まず市場環境の変化に伴い
異業種へ参入することで生き残りをかけ、成
功しているケースが増加している。例えば前
述のトヨタ自動車は技術力の高さを生かし、
超小型パーソナルモビリティー、介護ロボッ
ト、電気自動車と住宅を合わせたスマートグ

成熟期（飽和期）には、

改良や改善でポジショ

ニングを保つことが必

要とされる

図１：製品・企業のライフサイクル

※筆者作成
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リッドなど将来に向けた取り組みも行ってい
る。富士フイルムはカメラ用フィルムの需要
激減に伴い、液晶用フィルムや化粧品、健康
食品等の生産、販売に転換し、成功を収めて
いる。さらに典型的な例がコーヒー業界であ
る。純喫茶に代わりセルフ式喫茶店が主流に
なったのも今は昔、現在はコンビニチェーン
やハンバーガーチェーンが淹

い

れたてのコーヒ
ーを提供、あるいはオフィス設置型のコーヒ
ーマシンが普及する等、様々な業種からの参
入が続き、まさに群雄割拠の時代に突入して
いる。
　このように異業種への参入は今や企業が生
き残るために普通に行われることであり、新
聞業界とて「別の世界の話」と割り切れる時
代ではもはやないだろう。

４．�外的環境の変化②　　「良い物が売
れる時代」から「売れる物を開発
する時代」へ

　さらに広告主の立場に立ち、市場環境の変
化について言及する。大ヒットしたアップル
社のスマートフォン端末「iPhone」は、実は
技術的には国内電機メーカーにも作ることが
できたのではないかともいわれている。アッ
プル社にできて国内メーカーにできなかった
のは「良い物を作れば売れる」かつての成功
体験から「売れる物を開発する」ことへの転
換が遅れたからだという分析がある。また、
第６回（2014年）日本マーケティング大賞の

「ネスカフェアンバサダー」（注３）は顧客の
声をサービス向上や製品開発にまで生かす取
り組みだ。
　モノを売るためのマーケティングの重要性
は増しており、生き残るためにはマーケティ
ングが必要不可欠と考える企業が規模の大小
を問わず増加している。企業に限らず、官公
庁や非営利団体においても「ソーシャルマー
ケティング」（注４）が重要視されている。
新聞社はこの流れを見逃してはならない。

５．�新聞社のドメインと広告局のジョ
ブロール（担当業務）について再
考する

　我々新聞広告に携わる人間はとかく新聞広
告のことばかりを考えすぎる傾向がある。こ
れまでは空いたスペースをどうするかに始ま
り、新聞広告を売るための改良や新聞広告以
外のものとの合体、そういったことばかりを
考えてきたのではないかと思う。だが個別の
成功事例があっても新聞広告全体の復権につ
ながるようなイノベーション（革新）には至
っていない。そこで目標を「新聞広告の復
権」ではなく「新聞社ならではの利点を生か
して方法問わずとにかく稼ぐこと」と考え直
し、まずは新聞広告ではなく、新聞、あるい
は新聞社のドメインとは何かについて考えて
みたい。
　新聞の本来のドメインは購読者に新鮮で確
かな情報を提供し、購読料という対価を得る
ことである。ちなみに今や新聞社の主たる収
入源にまで成長した新聞広告は、そもそもは
記事情報を目的とする顧客（読者）が「つい
でに眺める」副次的効果を生かし、広告主が
情報を主体的に発信できる場（広告スペー
ス）を有料で提供する、副次的ビジネスとも
いえるものである。新聞広告を含め、新聞社
はそもそもが「情報を売ることで商売してい
る」企業であることを改めて認識したい。
　新聞社広告局のジョブロール（job role　
＝担当業務）も改めて考えてみたい。広告局
は新聞社の主収入源である広告収入を担う一
方、社外との関係では広告掲載を通じて新聞
社と広告主（クライアント）をつなぐ「窓
口」の役割を担う組織でもある。
　整理すると「新聞社のドメインは顧客に情
報を提供すること」「新聞社広告局のジョブ
ロールは新聞社における対クライアント窓口
となること」と再定義できるのではないか。



24

６．�提言：クライアントに情報を提供
して対価を得る新ビジネス「新聞社
リサーチシステム」の実現へ向けて
　　新聞社ならではの利点とは

　本章では前章までの分析から、新聞社がク
ライアントのマーケティング活動にこれまで
以上に関わっていくこと、具体的には新聞社
ならではの資産や組織を活用し、新聞社製の
調査リポートを提供する「新聞社リサーチシ
ステム」の実現可能性について考察する。
　マーケティングの重要性の高まりに伴い、
メーカーの新製品開発、サービス業のサービ
ス向上等、企業活動において顧客や市場のリ
サーチ結果が活用されることが多くなった。
そしてリサーチをする際には通常は調査会社
が活用されている。
　調査会社はさまざまな情報源から情報を集
約し、調査リポートを提供している。調査モ
ニターの属性、回答バイアスや誤差の程度、
納期や調査費用などが品質の構成要素となる
が、それらは各種多様である。その点、日々
新聞を発行する新聞社は迅速、正確に信頼性
のある情報を提供するのが本業であり、すで
に世論調査や選挙の出口調査、紙面アンケー
トなど調査の先行例も存在している。
　新聞社は幅広い取材拠点（本社、支社、支
局）に加え、電波媒体やウェブ媒体はほとん
ど持っていない販売拠点（新聞販売店）を各

地に有している。その中でも地方紙は特に地
域への浸透が高く、エリアリサーチの潜在能
力は高い。さらに、新聞社によっては読者等
の会員からなる一種の会員クラブを立ち上げ
ている。毎日新聞社の「まいまいクラブ」、
中国新聞社の「ちゅーピークラブ」、北海道
新聞社の「ぶんぶんクラブ」などがあり、イ
ベント招待やプレゼント提供等、会員への各
種サービスを行い、新規読者獲得や読者つな
ぎ止め等に一定の効果を上げている。北海道
新聞社の「ぶんぶんクラブ」の場合、会員登
録数は約40万人に上る大所帯となっており、
調査モニターとしても活用できる。

７．�新聞社ならではの調査方法、およ
び調査モニター確保について

①　新聞販売店の活用
　各地の新聞読者と最も近い位置に複数存在
する新聞販売店。新聞購読者はそれなりの購
買力を有する「余裕層」と思われ、販売店と
顔の見える付き合いを行っているケースも多
いため、属性の把握も正確なものとなる。販
売店は近年は販売部数や折り込み収入の減少
に苦労するケースも多く、調査手数料が新た
な収入源とも成り得る。
　マーケティングリサーチには来場者調査、
郵送調査、電話調査など複数の手法があるが

（表２）、個別世帯に訪問しやすいという点に
おいて販売店は訪問面接調査（調査員が対象

訪問面接調査 調査員が対象者宅を訪問し、対象者本人に質問してその場で回答を得る方法

訪問留置き調査 調査員が対象者宅を訪問し、調査への協力を依頼してアンケート票を預け、後日回収する方法

来場者調査 通行人や施設への来場者などに、その場で短時間の面接調査などを行う方法

会場アンケート 通行人や施設への来場者などに協力を依頼し、調査会場に案内して３０分程度の調査を行う方法

郵送調査 アンケート票の送付や回収などを郵便などで行う方法

ホームユーステスト 調査対象商品を実際に家庭で試してもらい、それを試用した評価や具体的な問題点を尋ねる調査

電話調査 調査員が対象者に電話で質問し、回答を得る方法（世論調査などでよく行われる）

ＦＡＸ調査 広告等で公募したり訪問等で依頼して了解を得たモニター契約者にＦＡＸで調査票を送信・回収する方法

インターネットアンケート調査 インターネットなどで回答者を公募し、アンケートの回答をＷｅｂサイトで行う方法

表２：マーケティングリサーチ（アンケート調査）の種類

出典：酒井隆著『図解　アンケート調査と統計解析がわかる本　新版』（日本能率協会マネジメントセンター、2012年）
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者宅を訪問、回答をその場で回収）や訪問留
置き調査（調査員が対象者宅を訪問、回答を
後日回収）、ホームユーステスト（調査対象
商品を実際に家庭で試してもらい、評価や問
題点を尋ねる）の調査に適していると思われ
る。
②　新聞社会員クラブの活用
　新聞社会員クラブは幅広い会員層を有し、
登録情報により属性の分析が容易であるた
め、会員全体への調査のほか、セグメント

（細分化）調査の調査サンプルにも適してい
る。
　総会員数約40万人を誇る北海道新聞社の

「ぶんぶんクラブ」の場合、男性会員が約16
万人、女性会員が約24万人。職業は会社員や
主婦が多くを占め、日々購買活動に主体的に
関わっている層と推察される。
　また個人会員のほか、飲食・小売業を中心

に約2,800軒の加盟店があり、値引きや来店
プレゼント贈呈といった会員への各種サービ
スを行っている。加盟店の加盟料は無料であ
り、加盟店は登録会員への値引き等のサービ
スを行う一方、随時紙面等で紹介されるとい
うメリットがある。
　「ぶんぶんクラブ」は専用の「ぶんぶんク
ラブホームページ」を持ち、インターネット
調査への応用も容易である。会員ログインが
可能な「会員マイページ」（資料）があるの
で、航空会社のマイルに似た「会員ポイン
ト」を新設、ログイン後調査に協力した会員
にはポイントを進呈、後日そのポイントは加
盟店での買い物や飲食に利用できるというシ
ステムを作り、調査協力へのインセンティブ
としたい。
　加盟店はポイント利用の会員の来店が増え
れば、ついで買いや追加飲食等にも期待が持

資料：道新ぶんぶんクラブ会員マイページ
　　　※アンケート機能はあるが活用されていない
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て、加盟のメリットを享受
できる。
　また、会員対象の集会イ
ベントを開き、アンケート
では聞き取れない「生の
声」を聞くことも可能であ
る。

８．�調査から報告への
流れと社内組織の
活用

　新聞社はクライアントか
ら調査依頼を受注。その窓
口となるのは現・広告局で
ある。この瞬間、広告局は
広告を受注するだけが仕事
ではなくなる。そこで新た
に「クライアント担当局」
と命名したい。そして販売
店や読者クラブを通じ調査
モニターに回答を依頼す
る。その窓口となるのは
現・販売局である。そして
この瞬間、販売局は新聞を
販売するだけが仕事ではな
くなる。こちらは「カスタ
マー担当局」と命名した
い。
　調査内容はクライアントの要望に対応し、
購買意欲や欲しい商品のイメージ、価格帯、
試供品の使用感、よいイメージを持つ広告ク
リエーティブに至るまで様々な物にきめ細か
く対応できるようにする。
　調査終了後は速やかに報告書を作成する。
編集能力を有する新聞社の得意領域である
が、報告書にも新聞社ならではの工夫を凝ら
したい。多くの新聞社は過去の掲載記事を検
索できるデータベースシステムを持つ。報告
書には関連する過去の掲載記事を参考情報と
して添付することでプラスアルファの情報が

提供できる。
　クライアントへの調査資料提出は郵送やメ
ール送付などではなく、原則「クライアント
担当局」の担当者が直接訪問（フェース・ト
ゥ・フェース）で行う形を取ることを提言し
たい。直接会うことでクライアントへのより
丁寧な説明を可能とすると同時に、リサーチ
結果をもとにした新聞広告等の各種宣伝計画
の提案も同時に可能となる。日々クライアン
トに「広告出稿のお願い」をすることに明け
暮れている広告営業マンがクライアントの
様々な課題解決に向けた「情報の提供」「情

クライアント

広告会社

広告局改め「クライアント担当局」

ジョブロールは「対クライアント窓口となること」

販売局改め「カスタマー担当局」

新聞販売店

調査モニター＝購読者＋読者クラブ会員

リサーチ、データ集計、報告書編集 担当部署

Ｊ－ＭＯＮＩＴＯＲ

調査依頼

調査料

調査依頼

調査料 効果検証

ポイント利用

調査結果

回答

調査依頼

手数料

試供品

読者クラブ

調査依頼

謝礼

試供品

調査依頼

ポイント付与

集会開催

読者クラブ加盟店

回答

集会参加

調査結果調査依頼

調査結果報告

(ﾌｪｰｽ･ﾄｩ･ﾌｪｰｽ)

広告提案

調査依頼

調査料

手数料

図２：クライアントと新聞社、販売店、調査モニター等の相関図

※筆者作成
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報に基づいた宣伝計画へのアドバイス」「そ
れに伴う新聞広告等の利用提案」ができるよ
うになる。
　地域に根ざした販売店や新聞社読者クラブ
会員からの信頼のおける情報を、フェース・
トゥ・フェースの形で丁寧に説明すること
が、他のリサーチ会社とは異なる、新聞社リ
サーチの特長としてクライアントにアピール
できるはずだ。
　また、マーケティングリサーチと新聞広告
の掲載をセットにしたパッケージ商品を作る
ことも新聞社であれば可能である。
　ホームユーステストにおいてはクライアン
トの試作品テストと同時に、調査モニターが
試供品の提供を受けられる、双方にとってメ
リットのある形といえるかもしれない（図
２）。

９．�個人情報保護の観点からのメリッ
ト

　03年の個人情報保護法の成立をきっかけ
に、個人情報には慎重な取り扱いが求められ
ている。本案ではクライアントと調査モニタ
ーの間に新聞社が介在し、クライアントには
データの集計結果や個人の特定ができない属
性のみを提供することで個人情報が直接渡る
のを防ぐことになり、調査モニターに安心感
を与えられる。もちろん個人情報保護につい
ては厳重かつ慎重な対応が必要であるので、
規約等の適切な整備は不可欠である。

10．�ケーススタディー（メーカーの新
製品開発への新聞社の関与）

　ここでケーススタディーとして、メーカー
が新製品を開発、発売する際にリサーチシス
テムをはじめ、新聞社が関与する例を挙げ
る。
　メーカーの新製品開発は一般的に以下の六
つのプロセスで進められる。

①　アイデアの探索と創出
　ここでは新製品のためのアイデアが収集さ
れ整えられる。アイデアの源泉は組織内から
組織外までにわたるが、組織外では消費者、
取引先、業界紙、競合他社の製品、企画提供
者などからアイデアが集められる。
②　スクリーニング
　ここで集まったアイデアは組織の目標や標
的顧客などを念頭に置きつつ、良いものを採
用し、悪いものは除去される。
③　事業性の分析（定性的分析、定量的分析）
　残ったアイデアはまず定性的分析で消費者
の選好が調べられ新製品の特徴が定まってく
ると、製品コンセプトの性格を持つ。ここで
新製品の仕様と標的顧客に対するベネフィッ
トも示され、市場における新製品のポジショ
ニングも検討できるようになる。すると投資
収益率をはじめとする定量的分析が可能にな
る。
④　開発
　ここで試作品（プロトタイプ）が作られ
る。製品コンセプトを具体的な形にしなが
ら、技術担当者やマーケティング担当者が組
織の壁を越えて意見調整していく。
⑤　テスト
　期間限定、地域限定など実際の市場を相手
に試したり、どこかの会場や部屋をあてがっ
て実験してみたりする。
⑥　市場導入
　テスト結果を踏まえて調整がなされた後、
見込みのある製品がいよいよ市場導入され
る。
　この六つのプロセスの中で特に新聞社が関
与できると考えられるのは、①と⑤と⑥であ
る。①の「アイデアの探索と創出」では「新
聞社リサーチシステム」を活用して調査リポ
ートを提供する。⑤の「テスト」では販売店
を利用した試供品テストの実施、様々な新聞
社主催イベントや新聞社イベントスペースを
利用した商品テスト、そして地域限定商品の
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発売に際するエリア新聞広告を掲載する。そ
して⑥の「市場導入」時には、新聞広告をフ
ル活用し、商品やブランドの認知度向上を図
る（図３）。

11．応用

①　調査システムの自社活用
　当然ながらこのシステムは自社活用も可能
である。例えば調査モニターの消費性向や関
心のある事柄などを調査し、調査結果をタイ
ムリーで効果的な広告企画立案に活用すると
いった方策などが考えられる。
②　J-MONITORとの連動
　J-MONITORとは11年に発足した新聞広告
調査のシステムで、14年９月現在13社15紙が
加盟している（注５）。
　広告接触率のほか、広告に対する読者の
印象や自由意見まで幅広いリサーチが可能
であるため、広告掲載後の検証も可能であ
る。「新聞社リサーチシステム」によるリサ
ーチを「先発」、広告掲載を「中継ぎ」とす
れば、J-MONITORには「抑え」の役割が期
待でき、クライアントのPDCAサイクル（注
６）に寄与できる。

③　販売店を通じたクライアントのダイレク
トマーケティングへの応用

　購入検討者にアプローチしたいがマス広告
を打つことは考えず、個別にアプローチする
ことを検討しているクライアントに対し、購
入検討者への資料提供を新聞社と販売店が代
行する。調査モニターの請求に応じ、新聞販
売店経由で資料の提供を行う。購買意欲は高
いが、企業から直接の営業攻勢は受けたくな
い消費者層を想定。

12．おわりに

　近年、ビッグデータという言葉がマーケテ
ィングの世界を賑わせている。現状ではまだ
厳密に定義された言葉にはなっていないが、
企業や組織等が様々なデータから近い将来の
動きを予測し、それに合わせた効率的な行動
を行うための新たな手法であるといえる。新
聞社、特に地方新聞社はビッグデータが世の
中に大きな影響を及ぼすであろうこれからの
時代において、その強みであるいわばローカ
ルデータを生かしていく必要があるのではな
いだろうか。新聞というビジネスモデルは今
やオールドビジネスに成り果てた。成熟期に

新聞社リサーチ

システムの活用

新聞販売店を活用した

試供品テスト

イベントを活用した試

供品テスト

エリア新聞広告の掲載

新聞広告

を活用し

た宣伝

図３：新製品開発のプロセス
（企業によっても異なるが、一般的には下記のプロセスに従って進められる）

出典：橋田洋一郎・須永努著『マーケティング』（一般財団法人 放送大学教育振興会、2013年）より、一部筆者加筆
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達した新聞ビジネスが今後も生き続けるため
には、時代に即した変革を自ら成し遂げるこ
とが必要である。そのためには旧来の仕事内
容や組織図、業務の垣根にこだわることな
く、新たなことにチャレンジする姿勢が必要
と考える。
　世は「マーケティング3.0」（注７）時代へ
と突入している。売るためのマーケティング
を超え、顧客との共創とリレーションシップ
を大切にする時代、本論の新聞社リサーチシ
ステムもバージョンアップし、クライアント
やカスタマーと価値観を共有し、ともに価値
を創り上げていく、そんなことができれば素
敵だな、と思う。

【注釈】
（注１）ペイド（Paid）メディアとは、企業
がメディア費を支払って広告掲載する従来型
メディア。オウンド（Owned）メディアと
は、企業・団体のウェブサイトなど、自ら所
有しているという意味のメディア。アーン
ド（Earned）メディアとは、SNS・ブログ・
ツイッター・フェイスブックなどのソーシャ
ルメディアを中心に、評判を獲得し得るとい
う意味のメディア（以上、日経広告研究所

『2012基礎から学べる広告の総合講座』第６
項「広告計画の基礎知識－トリプルメディア
時代のコミュニケーション戦略」電通・電通
総研ナレッジ・センター情報サービス部長望
月裕氏より）

（注２）成熟期と衰退期の間に「飽和期」を
加える分類もある。この分類であれば、紙や
電波メディアに加えインターネット等の電子
情報メディアが乱立状態にある現在、残念な
がら新聞や新聞広告は飽和期に分類されてし
まうだろう

（注３）ネスレ日本が2012年に開始。同社の
コーヒーマシンを職場で使うことを前提に顧
客（アンバサダー＝大使）に無料で貸与。ア

ンバサダーは同社から専用のコーヒーパック
を購入するほか、グループインタビューやア
ンケートにも協力し、新製品のアイデアなど
の意見を提供。13年現在、会員は10万人を超
える（「東洋経済オンライン」14年５月１日
付「ネスレが仕掛けるオフィスコーヒー客争
奪戦」ならびに「ダイヤモンド社書籍オンラ
イン」の高岡浩三氏による記事「『ゲームの
ルールを変えろ』第４回『ネスカフェアンバ
サダー』という革新的戦略『ネスカフェ』が
オフィス進出を目指した理由とは？」より）

（注４）官公庁や非営利団体等による社会
をよくするためのマーケティング。1969
年、フィリップ・コトラーとシドニー・Ｊ・
レビィの共著論文「マーケティングの拡張

（Broadening the Concept of Marketing）」で
発表され大きな波紋を呼んだ（神樹兵輔著

『現場で使える！コトラー理論』および宮﨑
哲也著『ポケット図解フィリップ・コトラー
のソーシャル・マーケティングがわかる本』
より）

（注５）2009年10月、全国５紙（朝日、毎日、
読売、日経、産経）と電通、博報堂DYメデ
ィアパートナーズの７社により「新聞広告効
果指標研究会」が設立され、多くの新聞社が
参加できる共通調査プラットフォームが構
想された。11年４月に運営をビデオリサー
チに委託し調査・運営が開始。14年９月現
在、参加新聞は13社15紙（全国５紙、北海
道、東京、静岡、中日、神戸、中国、西日
本、サンケイスポーツ、スポーツ報知、日刊
スポーツ）。14年10月から河北、京都の２紙
が参加し、15社17紙となった。J-MONITOR
の登場により、新聞広告データの標準化・
第三者化、出稿前のプランニングデータの
整備、出稿後の事後検証データの整備、新
聞広告のメディアパワーの説明が可能にな
った。運営の改善や参加社拡大の動きもあ
り、今後の発展が期待される（14年７月29日
実施の日本新聞協会主催：第７回メディア戦
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略セミナー「新聞広告共通調査プラットフ
ォーム　J-MONITOR　現況と今後の展開」
J-MONITOR連絡協議会配布資料より、一部
筆者修正）

（注６）事業活動における管理業務を円滑に
進める手法の一つ。Plan（計画）→Do（実
行）→Check（評価）→Act（改善）の４段
階を繰り返すことによって、業務を継続的に
改善する

（注７）長年の間にマーケティングは我々が
マーケティング1.0、2.0、3.0と呼ぶ三つの段
階の進化を遂げており、モノを売り込むだけ
の「製品中心」の段階が1.0、顧客満足を目
指す「消費者志向」の段階が2.0、そして世
界をよりよい場所にするための「価値主導」
の段階が3.0とされている。消費者の「協働
志向」「文化志向」「精神重視」に訴えるマー
ケティングが中心となる（フィリップ・コト
ラー、ヘルマワン・カルタジャヤ、イワン・
セティアワン著『コトラーのマーケティン
グ3.0　ソーシャル・メディア時代の新法則』
より）

【参考文献等】
◇日経広告研究所編『2012基礎から学べる広
告の総合講座』（日経広告研究所、2011年）
◇石井淳蔵＋神戸マーケティングテキスト編
集委員会著『新版　１からのマーケティン
グ』（硯学舎、2003年）
◇酒井隆著『図解　アンケート調査と統計解
析がわかる本〔新版〕』（日本能率協会マネジ
メントセンター、2012年）
◇神樹兵輔著『現場で使える！コトラー理
論』（日本文芸社、2012年）
◇宮㟢哲也著『ポケット図解フィリップ・コ
トラーのソーシャル・マーケティングがわか
る本』（秀和システム、2011年）
◇フィリップ・コトラー、ヘルマワン・カル
タジャヤ、イワン・セティアワン著『コトラ

ーのマーケティング3.0　ソーシャル・メデ
ィア時代の新法則』（朝日新聞出版、2010年）
◇中西正人著『自分でつくる！ 90日で売上
を1.5倍にするマーケティング計画』（同文舘
出版、2005年）
◇橋田洋一郎、須永努著『マーケティング』

（一般財団法人 放送大学教育振興会、2013
年）
◇『週刊東洋経済』第6518号、2014年３月29
日発行、東洋経済新報社
◇「東洋経済オンライン」2014年５月１日付
◇「ダイヤモンド社書籍オンライン」高岡浩
三著『ゲームのルールを変えろ』
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Pro f i l e

〜訪日客２千万人時代の実現に向けて〜

アジアのメディカルツーリズムを
日本各地に呼び込め！

1983年千葉県生まれ。2008年朝日新聞社に入社。
西部本社広告部紙面編成課、西部広告部（外勤）を経
て、14年５月から現職

飯島　仰基（いいじま・こうき）

朝日新聞東京本社　広告局編成管理センター

入 選

１　はじめに

　「国や地方自治体が抱える課題を日本全国
の新聞社がオールジャパンとして力を合わせ
て解決する。各新聞社の持つブランドや資産
を存分に生かし、弱みは補い合いながら情報
収集・提言を重ねていく」。このような協働
が当たり前のように行われる時代が間もなく
来るであろうと筆者は確信している。本稿で
は、新聞社の協働により新たな価値を産み出
すことのできる事例の一つとして、近年成長
分野として注目を集めている医療ツーリズム

（メディカルツーリズム）を取り上げる。本
提言の流れとしては、まず医療ツーリズムの
現状について紹介し、その中で新聞社との接
点を見いだし、国や地方自治体と全国の新聞
社がタッグを組むことで医療観光産業のさら
なる発展に向けた具体的な施策について考察
する。

２　医療ツーリズムの現状

（1）医療ツーリズムとは
　医療ツーリズム（医療観光）とは厳密に
は「医療を受ける目的で他の国へ渡航するこ
と」であるが、近年ではついでにその地の観
光もするという意味で使われ始めている。こ

のような「医療＋観光」という目的で海外へ
移動する現象は、1990年代以降、グローバル
化の進行と国際人口移動全体の活発化、所得
水準の上昇に伴う健康・美容などの関連需要
の急増、および適切な医療水準や医療機会、
医療コストの国際格差の存在などの要因で急
速に増大してきており、現在では約50以上の
国において自国産業の一つに医療観光がある
と報告されている。

（2）世界における医療ツーリズムの現状
　以前は高度な医療を求めて先進国へ渡航す
る例が多く見られたが、近年ではアジアがそ
の主流となっている。中東諸国でも、同時多
発テロ以来アメリカへの入国が困難となり、
もっぱらアジアが渡航先となっている。アジ
アではシンガポールを先駆けに、タイ、マレ
ーシア、インド、韓国などがこの分野に力
を入れている（図１、グラフ１）。特にタイ
は、観光資源が豊富で、滞在費も安く、人件
費が安い上、語学対応も十分でホスピタリ
ティーの高い病院が多いことから、受け入れ
数が他の国を大きく上回っている。医療ツー
リズムに訪れる患者は長くその国に滞在する
ほか、その見舞い客を訪問することもあるた
め、ホテルや観光地など医療以外の分野への
恩恵が大きい。医療観光収入の成長動向は
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2004年に400億ドルであったが、14年以降は
1,000億ドルを超えると見込まれている（注
１）。

（3）‌�日本における医療
ツーリズムの現状

　残念ながらこの分野で
日本は遅れを取っている
が、10年６月に閣議決定
された新成長戦略でよう
やく国際医療交流の促進
が盛り込まれ、医療滞在
ビザの新設が決まった。
実際、高度先進医療技術
を売り物に国内の数か所
で医療ツーリズムの拠点
作りの動きが見られる。
最新鋭の医療機器を設置
し、臨床技術の優れた医
師がベストの診療を行う
ことをうたい文句に中
国、ロシア、さらには中

近東からも顧客を呼ぼうとしている（注２）。
　例えば亀田総合病院・亀田クリニック（千
葉県鴨川市）、虎の門病院（東京都港区）、東

図１：世界の医療ツーリズムの状況

グラフ１：アジアの医療ツーリスト受け入れ数の推移

出典：日本政策投資銀行　産業調査部リポート「進む医療の国際化〜医療ツーリズムの動向〜」

出典：�日本政策投資銀行　産業調査部「進む医療の国際化〜医療ツーリズムの
動向〜」
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京ミッドタウンクリニック（東京都港区）で
は、10年４月にJTB内に医療ツーリズム専門
部隊として設立された「ジャパンメディカル
＆ヘルスツーリズムセンター」と提携し、外
国からの健康診断希望者や患者の受け入れを
本格化している。また、九州各県と経済界が
作る「九州観光推進機構」も医療観光を特色
の一つとする「九州観光戦略特区」の認可取
得を目指している。昨年には、群馬県と群馬
大学の重粒子線治療施設（前橋市昭和町）を
中心とした「がん治療技術地域活性化総合特
区」への申請が政府から認められるなど医療
ツーリズムを目的とした自治体の制度作りも
活発になってきている。やはりこの市場の経
済的なポテンシャルは大きいため、高度な医
療・診断技術と県内の観光資源を生かしたイ
ンバウンド戦略を持って地域活性化につなげ
ようとする自治体の取り組みは今後も増える
ことが予想される。日本政策投資銀行の試算
によると、20年時点では年間約43万人程度の
医療ツーリスト受け入れが見込まれ、観光を
含む市場規模は約5,500億円、経済波及効果
は約2,800億円にも上ると試算されている。
　観光立国推進戦略会議の提言では、20年代
に年間訪日外客2,000万人の実現を目指すとし
ているが、訪日外客2,000万人時代において
は、中国人が08年の100万人から600万人と約

６倍に増加するという見通しである（表１）。
その他アジアも138万人から330万人に2.4倍程
度増加することを想定するなど、アジアが重
要なターゲットと認識されており、特に中国
人の訪日が期待されている。

（4）医療ツーリズム滞在先選定基準の上位
は「信頼」と「観光」

　観光庁の試算にもある通り今後も外国人の
訪日が期待されるが、日本の高度な医療・健
診等をアピールできれば訪日のきっかけ作り
になることは明らかだ。また、インバウンド
医療ツーリズムの試みとしては、医療のみで
完結するのではなく、観光とセットで考える
視点が重要になってくる。山口大学大学院が
中国の医療ツーリズム認知者を対象に海外へ
の渡航意向の程度とその理由をヒアリングし
た結果、「信頼と観光」というキーワードが
選定基準の上位に入ることがわかる（グラフ
２）。
　グラフ２からは「高度な検査機器があると
思う」「医師・医療機器などの医療技術が上
と思う」など医療水準に対する信頼と、「つ
いでに観光しながら、健康診断・療養ができ
る」と、観光地としての魅力が医療ツーリズ
ムの滞在先を選ぶ基準として大きな役割を果
たしていることがわかる。しかし、いくら日
本の医療技術が先進国の中で高い方だとして

表１：訪日外客2,000万人時代の訪日客の状況（2010年）（単位：万人）

出典：観光庁資料より筆者作成
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も日本全国で約17万６千
もある病院や診療所（厚
生労働省、2011年発表）
の中から、信頼できる
病院を備えた魅力的な観
光地として選んでもらう
ことは容易ではない。も
ちろん、受け入れ側の準
備体制（医療通訳士の配
置、検診者、同伴者の査
証手配など）が整ってい
ることが前提であるが、
今後政府を中心として医
療ツーリズムに力を入れ
て確固としたビジネスモ
デルを構築するにあた
り、受け入れる自治体と
病院の連携はもちろんの
ことそれを中継する旅行
会社や観光施設、各自治
体の積極的な広報活動が
必要である。ちなみに14
年６月27日から29日まで
行われた「2014北京国際
旅遊博覧会（BITE）」で
は、医療観光機構が一躍
注目され大きな人気を集
めたそうだ。人民日報日

本語版のウェブサイト（図２）では、医療ツ
ーリズムに参加して日本に行ったばかりだと
いう蔡

チャイ・リナ

麗娜さんのコメントを下記のように紹
介している。

◇　　　◇
　蔡麗娜さんは「海外の医療ツアーは非常に
便利」と満足そうに語った。蔡さんは先日、
東京で胃の内視鏡検査と血液クレンジング療
法を行った。その際、最も印象に残ったの
は「サービス」だったという。検診を行う病
院はまるでホテルのようで、いずれのサービ
スも個人に合わせて行われる。「まるで皇帝

出典：�山口大学大学院経済学研究科による論文「福岡・九州における医療観光展開
の可能性」より

　　　※論文のグラフをそのまま転載したため、一部数字が見えにくくなっています

グラフ２：医療観光の滞在先を選定する基準

図２：�人民日報日本語版ウェブサイト 
（2014年７月４日付）
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になった気分だった」と蔡さ
ん。蔡さんは中国でも胃の内
視鏡検査を行ったことはある
が、今回はほとんど痛みを感
じなかった。患者はモニター
で内視鏡がどこまで入ったか
を自分の目で確かめることが
でき、医師はモニターに写っ
た部位の状況を細かく患者に
説明する。血液クレンジング
療法は血液100ccを特殊な瓶
の中に採取し、その中にオゾ
ン発生器からとったオゾンを
少量注入し、その血液を体の
中へ戻す。主にアンチエイジ
ングに効果があるとされる。
残りの２日間、蔡さんは観光
やショッピングを楽しんだ。
　蔡さんが利用した医療ツーリズムを企画し
た新視野グループは、「血液クレンジングな
どのアンチエイジング治療は日本でここ数年
流
は

行
や

っているもので、現在中国の女性観光客
の人気を集めている。医療ツーリズム機構に
よると、一般的に35歳から55歳の利用が最も
多いという。やはり中年層が健康問題を最も
重視しているようだ。以前医療ツーリズムに
参加する人は、ほとんどが富裕層だったが、
現在は高級管理職や普通のサラリーマン層に
変化している」（注３）と伝えている。

◇　　　◇

３　新聞社と医療ツーリズム

（1）ジャパンメディカルツーリズム・プレ
スネットワーク（仮称）の設立

　前述した通り、これから医療ツーリズムを
ビジネスモデルとして国内で成功させるため
には、①訪日対象地域の医療機関に対する信
頼、②対象地域の観光地としての魅力　　が
必要である。そして、当然これら①、②の情
報をターゲットに届けるための適切な広報戦

略が必要不可欠であることはいうまでもな
い。そこで、新聞社、自治体、医療機関、旅
行会社、広告会社が連携して、医療ツーリズ
ムの訪問先として日本がいかに魅力的かを、
ターゲットとなる国や地域に対して効果的に
PRする施策について提案したい。
　具体的には、本趣旨に賛同する全国の新聞
社が協働して日本国内における医療・観光
情報を海外に提供するためのコンソーシア
ム（仮称：ジャパンメディカルツーリズム・
プレスネットワーク）を作り、各々の担当エ
リアの各自治体から協賛を募りコンソーシア
ムの運営資金にあてる。情報発信の手段とし
てはウェブサイトと、そのセールスツールと
してのフリーペーパーなどが好ましい。例え
ば下記のようなビジネスモデルが考えられる

（図３）。
［コンソーシアム名称］
ジャパンメディカルツーリズム・プレスニュ
ース（JMPN、仮称）
［情報媒体］
ウェブサイト、フリーペーパー（設置配布用）

ウェブサイト

図３：新聞社協働ビジネスモデル　イメージ図

※筆者作成



36

［ウェブサイト内容］
メーンは医療と観光
〈医療〉日本の医療水準の高さをアピールす
るだけでなく、メディカルツーリズムを発展
させるために行っている担当各県内の取り組
みを特集、実際にメディカルツーリズムを経
験した外国人患者のインタビューや彼らのオ
ススメする滞在プランなどを紹介
〈観光〉検診後に訪れる観光地としての魅力
や、地元の記者がオススメする観光スポット
や体験型のイベント、各自治体による外国人
患者へのおもてなしの取り組みなどをターゲッ
ト地域の言語で紹介。地元新聞社の豊富な取
材経験と情報量を生かして、「地元ならでは」
の情報を提供。また、旅行会社と地元新聞社
が連携してオススメの医療ツーリスト用滞在
プランを開発し、ウェブサイトで紹介する
［運営費用］
国や地方自治体からの協賛金、ウェブサイト
の広告バナー収入、フリーペーパーの広告収
入など
［運営管理者］
新聞社の代表幹事や広告会社
［収益配分］
一定基準の純利益を超えた場合はJMPN加盟
の各新聞社へ分配金を支払う。残額は次年度
以降の投資に回す
［自治体のメリット］
管轄区域への医療ツーリスト増加による観光
業収入、法人税収入の増加など

　潜在顧客については、政府が設定した20年
の訪日客2,000万人、年間43万人以上の医療
ツーリスト受け入れという目標を達成するた
めに、最も訴求効果が見込めそうな東アジア
の医療ツーリストをターゲットとして設定し
た。これらのターゲットに効率的に訴求する
ためにはウェブサイトの構築が不可欠であろ
う。もちろん、じっくり読ませる媒体として
の紙媒体の優位性は揺るぎないが、効果的に

ターゲットに届けることができる海外の折り
込み媒体や、設置配布できる場所を探し当て
ることは容易ではない。まずは誰もがアクセ
ス可能なウェブ媒体を使うべきと考える。そ
して、当該サイトの知名度向上に向けた効果
的なプロモーションや、サイト訪問者がすぐ
に医療ツーリズムの旅行申し込みができるよ
う、広告会社や旅行会社と協働してサイトの
運営作りを行っていく。また、上記のコンソ
ーシアムを運営するにあたっては国や地方自
治体からの協賛は必要不可欠である。理想は
政府からの補助金で運営管理費を全て賄える
状態だが、個々の地方自治体のニーズにでき
る限り応えるためにも、個別の自治体からも
協賛金を募る必要がある。協賛金の募集につ
いては、加盟新聞各社が広告会社と共に担当
県の自治体へプロモートするのが良いであろ
う。１県１紙でカバーするイメージだが、人
口が多く市場の大きい地域（東京都や大阪府
など）については、複数紙での募集や取材も
考えられる。募集形態については、各自治体
が協賛しやすいように広報費、調査費という
形をとる。各自治体を事業パートナーとして
位置づけることで、より一体感を持って当該
ビジネスを応援してもらうのである。最低で
も半期に１回は総会を開き、運営側と出資側
の代表者が参集して現状の報告や進むべき方
向性について意見交換できる場を設けること
が望ましい。収益については一定基準の純利
益が出れば分配金のような形で加盟新聞社に
還元する。医療という福祉インフラをきっか
けに日本の観光資源やサービス精神に触れて
もらい、経済的メリットの享受のみならず、
現在冷え込んでいる東アジア諸国との関係改
善にもつながるよう戦略的に取り組みたい。

（2）�ー１　新聞社が関わる理由その１ 
〜信頼のメディア〜

　前述した通り医療ツーリズムの訪問先を選
ぶ基準として訪日対象地域の医療機関に対す
る「信頼」が前提となる。しかし、医療行為
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を他国の医師に委ねることには言語面でのコ
ミュケーションを含めて大きなリスクが伴う
し、たとえ医療通訳士が常駐している病院で
あっても、最初の１歩を踏み出すには相当な
勇気が必要であることは明らかだ。そこで、

「信頼」のメディアである新聞社がその橋渡
しの一助を担うことで、諸外国の患者に１歩
踏み出すための安心感を与えることが可能に
なると考える。周知の通り新聞は他メディア
に比べて「情報の正確性」、「信頼性」が評価
されている媒体である。また、新聞社が取り
扱う広告には厳正な掲載基準があり、これを
通過した広告を掲載することは消費者の「信
頼」や「安心感」を得るために有効であると
いえよう。表２のデータからも日本国内にお
いて新聞が他メディアに比べて「信頼」や

「安心感」といった項目で高い評価を受けて
いるのがわかる。
　上記の結果からもわかるとおり、患者の

「信頼」を付与するために新聞社のクレジッ

トが入っている媒体に載せて医療ツーリスト
の受け入れ先としての地域をPRする効果は
高いと考える。また、日本では全国紙、ブロ
ック紙、地方紙により47都道府県全ての情報
をカバーできるインフラが整っており、これ
らの取材網を通じて地域密着型の医療に関す
る記事や各自治体の取り組み、観光地として
の魅力を発信することは、医療ツーリズムに
興味がある患者にとっては有益な情報である
といえよう。

（2）−２　諸外国における新聞の信頼度
　確かに日本の新聞が日本国内において「信
頼」されるメディアであることは明らかであ
るが、肝心の医療ツーリズムをPRする対象
国において新聞がどこまで信頼のメディアと
して認識されているかは疑問である。日本の
新聞社のクレジットを使ってウェブサイトや
フリーペーパーを発行しても、諸外国におい
て新聞が「信頼のメディア」と認識されてい
なければ、効果は限定的である可能性が高

表２：各メディアの印象・評価（複数回答、全回答者ベース）

出典：日本新聞協会「2013年全国メディア接触・評価調査報告書」
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い。そこで、世界の異なる国の人々の社会文
化的、道徳的、宗教的、政治的価値観を調査
するため、社会科学者によって現在行われて
いる世界価値観調査の結果を参考にしてみる

（グラフ３）。これによると、日本ほどではな
いにせよ、途上国と儒教圏で新聞・雑誌に対
する信頼度は高く、欧米先進国、中でも英語
圏（英米、オーストラリアなど）では、信頼
度が低い傾向があることがわかる。
　上記の結果から、日本の新聞社ブランドを
使って医療ツーリズムを訴求するには、東ア
ジアを中心にターゲットを絞って行うことが
有効である。もっとも、ターゲットに対し
て「日本では新聞の信頼度が抜群に高い」と
いう事実を認識してもらうことができれば、
自国の新聞に対する信頼度が低い国に対して
も、日本の医療ツーリズムを日本の新聞に載
せて訴求することは効果がある。この点に関
していえば、現地の旅行会社や海外で行われ
るイベントなどを通じて上記の事実をアピー
ルしていく必要がある。

（3）新聞社が関わる理由その２ 
〜豊富な観光情報〜

　前述した通り医療ツーリズムを考えている
患者にとっては医療に対する「信頼」に加え
て、その周辺地域の「観光情報」も欠かせな
い選定要素である。日本には100を超える新
聞社が存在しており（注４）、各社ともその
豊富な取材網や情報網を通して地元観光資源
の情報を集めることが可能である。特に地元
新聞社は日々の取材活動や地元住民との交流
を通じて通常の観光ガイドブックにはない地
元ならではの情報を読者に提供することが可
能であるし、医療というキーワードで新しい
観光ルートを発掘できる可能性がある。特に
初めて医療ツーリズムに参加しようと考えて
いる患者にとっては、信頼ある日本の新聞記
者が紹介する病院や観光情報などは、安心で
きる渡航のきっかけとなるであろう。

（4）言語の課題
　医療ツーリズムに特化した媒体を海外に発
信する上で課題となるのはやはり言語であ

グラフ３：新聞・雑誌に対する世界各国の国民からの信頼度（国際比較）（2005年）

出典：World Values Survey「社会実情データ図録」
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る。「信頼」をキーワードにビジネスを展開
する上では、どんなに優れた記事を作っても
間違った翻訳をされていればトラブルの元に
なる。筆者も福岡勤務時代に外国人に福岡の
魅力を語ってもらう広告企画を行い、全て韓
国語に翻訳した上で、４ページの別刷りとし
て釜山日報に折り込みをした経験があるが、
複数の翻訳者による校閲を経たため、校了ま
でに通常の倍以上時間がかかり苦労した。今
回の媒体を発行するためには、医療通訳サー
ビスを提供している団体からの協力は必要不
可欠であり、慎重を期さなければならないこ
とはいうまでもない。

４　おわりに

　新聞購読者が減少を続ける現状において
は、まずは各々の新聞社が国内に目を向け、
部数を増やす努力をし、広告主の価値を高め
る魅力的な提案をし続けていかなければなら
ない。しかしながら、海外でのプロモーショ
ンに日本の新聞社の強みやブランドを使い広
告主の価値を高めるチャンスは無数にあり、
言語という壁を乗り越えてそうしたビジネス
チャンスに挑戦していくことは、今後新聞ビ
ジネスを発展させる上で必要なことであると
考える。また、１社単独で行うと設備投資や
人件費など大量の初期投資が必要となり断念
せざるを得ない事業も、全国の新聞社がオー
ルジャパンとして互いに協力することでイン
フラコストやリスクの軽減のみならず、これ
以上ない強力な取材網や情報網の構築、デー
ターベースの蓄積が可能になり、そのポテン
シャルは計り知れない。本稿では近年政府、
自治体が力を入れている「医療ツーリズム」
というカテゴリーに絞って提言させていただ
いたが、当然ながらこの先超高齢化社会に突
入する日本国内の患者に対して上記のビジネ
スモデルを適用することも可能である。ま
た、医療というテーマ以外にも各新聞社の強
みを生かし、弱みを補うことで、新たに参入

可能になるビジネスチャンスは国内外を問わ
ず少なからずあるはずである。
　新聞購読者の減少が叫ばれている今こそ、
日本の新聞社全体で一つの課題に対して向き
合う姿勢が必要である。そこでどんな付加価
値を提供することができるか、引き続き我々
新聞社員が考えていかなければならない。

【注釈】
（注１）McKinsey＆Company and the 
Confederation of Indian Industry, 2010
http://www.mckinsey.com/global_locations/
asia/india

（注２）2014年７月26日付朝日新聞朝刊
（注３）人民日報日本語版ウェブサイト（2014
年７月４日付）より

（注４）日本新聞協会「会員社一覧」（2014年
４月１日現在）

【参考文献】
◇観光庁国際観光政策課資料「観光立国の実
現に向けた取り組み」2010年、「医療観光に
関する取り組み」2010年、「医療観光に携わ
るコーディネーターガイドライン」2012年
◇福岡アジア都市研究所（URC）報告書

「福岡・九州のアジアビジネス戦略」（2012年
３月）第Ⅵ章「福岡・九州における医療観光
展開の可能性」（羽生正宗・山口大学大学院
経済学研究科教授）
◇札幌医科大学通信「医療ツーリズムの現況
と問題点」（2011年）
◇市川智光著『広がる医療ツーリズム、後進
国日本の強みは』（アクセンチュア、2010年）
◇2013年６月29日付朝日新聞朝刊「外国人医
療観光推進へ初の会議、がん特区めざし県な
ど」
◇2012年７月26日付朝日新聞朝刊「医療ツー
リズムの国際競争」
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Pro f i l e

〜“新”朝食ビジネスで大学生の健康を守る〜
新聞を持って学食へ行こう

1987年東京都生まれ。2013年読売新聞東京本社に
入社。広告局広告編成部を経て、14年10月より現職

木口　祥吾（きぐち・しょうご）

読売新聞東京本社　広告局マーケティング戦略部

入 選

１、はじめに〜背景ときっかけ〜

（1）若者の新聞離れ
　若者の新聞離れが叫ばれて久しい（注１）。
テレビやネットなどメディアの多様化、購読
習慣の低下、金銭的問題など理由は多くある
が、筆者は活字離れと社会への関心の相対的
低下も大きな理由だと考えている。
　そもそも、テレビやネットを中心に情報を
得てきた現代の若者にとって活字を読むこと
自体、大きな精神力を要する。テレビをつけ
ておけば自然とニュースが流れてくるし、特
に大きく話題になっているものはソーシャル
メディアで多くの友人がつぶやいたり共有し
たりする。テレビやスマートフォンから主要
なニュースは入ってくるのだから、あえて新
聞紙面の活字から情報を得ようとする方が珍
しい。
　またソーシャルメディアの登場は、若者の
社会に対する関心を著しく下げているように
感じる。新聞が主流だった時代は、家族で新
聞をとり全員でニュースを共有し、社会とも
共有していた。しかし、社会的ニュースはテ
レビやネットで容易に得られるようになり、
その上、そのような社会的ニュースよりも関
心を引くような情報、すなわち友人の近況や
好きな芸能人、スポーツ選手のつぶやきな
ど、ソーシャルメディアを通した情報が朝か

らあふれている。残念ながら今の若者にとっ
て（あるいは我々にとってもそうかもしれな
いが）よほど関心のある社会的ニュースを除
けば、友人や好きなタレント、スポーツ選手
の情報に興味をもってしまうのは否めない。
　このような状況で現代の若者にただ「新聞
を読め」といっても難しいのは明白である。
若者の新聞離れはデータをみても、経験的に
も、想像以上に深刻である。

（2）100円学食
　今回の提言では、そのような「若者の新聞
離れ」に対し「大学生の健康的な食生活」と
いう課題（注２）を組み合わせることで、両
者の解決を試みる。
　筆者がこの考えに至ったのは、テレビ番組
で紹介された立命館大学の100円学食がきっ
かけである。番組では大学の父母会の様子が
取り上げられており、最近の大学生が朝食を
食べなかったり食事も栄養が偏っていたりす
ることについて議論が交わされていた。特に
実家から通学する子供をもつ親に比べ、地方
から上京させた親がもつ子供の健康に対する
心配は大きく、電話しても「ちゃんと食べて
いる」の一辺倒であったり、食費分の仕送り
を別のことに使ったりする例もあるのだとい
う。議論の結果、父母会と学食が協力して
100円の朝食メニューを考案。通常260円のと
ころ差額を父母会が負担し、100円で朝食を
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提供することとした。格安の朝食として学生
間で評判となり、現在では多くの大学で同様
のサービスが始まっているようである（注
３）。
　この100円学食をヒントに、若者層の中心
的カテゴリーである大学生の新聞離れを食い
止め、同時に大学生の健康維持に貢献できる
仕組みを構築できないか。これが今回の提言
に至る背景であり、目的でもある。

２、提言

（1）基本的枠組み
　ここでは、提言の基本的枠組みを３段階で
示したい（図１）。従来の100円学食が父母会
の支援などに頼っているのに対し、提言では
ビジネスとして構築することで、より継続的
かつ関係者の利益を大きくする仕組みとする
のが特徴である。
①　新聞持参＆アンケートで朝食無料
　学生は当日の朝刊を学食に持参、さらに新
聞記事や広告のアンケートに回答することで
朝食メニューが無料になる。ここで、学生同
士による朝刊の回覧防止のためアンケート回
答の際に住所登録を求めたり、専用アプリを

開発したりするなどの対策をとりたい。例え
ばアプリは、購読者のみダウンロード可能の
アプリとし、新聞紙上で毎日変わるパスワー
ドと上記のアンケートを記入するとスマート
フォンの画面に無料券が表示されるものなど
である。無料券にバーコードをつけ一度のみ
読み込めるシステムにすれば、無料券の使い
まわしも防ぐことができるだろう（注４）。
　なお、料金は現在100円で高い評価が出て
いるものの、学生の参加率をさらに高めるた
め無料としたい。また新聞持参とアンケート
への回答を条件とすることで、新聞を読みな
がら朝食をとるという朝の習慣化も狙いた
い。
②　無料分の資金源
　無料分の資金は企業の協賛で賄う。この
時、新聞社が学食と企業両者の窓口となり調
整機能を果たす。学食内にあるトレー、券売
機、卓上ポケット、コピー機などを利用した
既存の広告媒体と組み合わせることでビジネ
スの仕組みとし、継続的な朝食提供を可能と
する。食品メーカーなどと提携することで、
学食と企業共同のメニュー開発や、試供品提
供なども念頭に入れたい。

学生

新聞社

学食

親

協賛企業

新聞

広告費／試供品／メニュー開発支援

無
料
朝
食

新
聞
持
参

新
聞
ア
ン
ケ
ー
ト

購読料
（＝朝食費）

広告媒体
（トレーアド／卓上ポケット etc）

図１：基本的枠組みのイメージ

※筆者作成
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　例えば筆者が在籍していた大学の学食は、
定員約200名であるが、１日100名の学生数を
見込んだ場合、経費を１食300円（立命館大
は通常１食260円）とすると１か月に平日20
日間学食を稼働させた場合、60万円を要す
る。ここに人件費として午前７時〜10時の
３時間、時給1,000円で10人かかったとする
と、ここでも20日間に月60万円で、計120万
円必要となる。もちろん、実際にはこのよう
な単純なものではないだろうが、上記の広告
媒体や共同メニュー開発、試供品提供をパッ
ケージ化するなどすれば実現可能な数字とい
えるのではないだろうか。この一連の中心的
な調整役を新聞社が担い、ビジネスとして成
り立たせる仕組みを構築したい。
③　新聞購読料は親の仕送り
　しかし、たとえ朝食が無料になるとしても
大学生が新聞を購読するようになる可能性は
低い。100円単位で朝食を考えている大学生
が、朝食のためにあえて毎月数千円の購読料
を新聞に支払うとは考えにくいからである。
　そこで、新聞購読料の支払いは大学生の親
を想定する。実家通いであれば家で新聞を購
読していればよいが、一人暮らしの学生の場
合は、たとえば読売新聞社が行っている「よ
みサポ」のような仕組みを考えてもよい。こ
れは離れたところにいる家族などのために新
聞購読料を支払うことができる仕組みで、当
然一人暮らしの学生のために親が新聞購読料
を支払うこともできる。これにより、学生は
実質無料で朝食をとることができ、親も新聞
購読料を支払うことで朝食分の仕送りを兼ね
ることができる。

（2）発展的事業
　以上が大学生に無料で朝食を提供する基本
的な枠組みであるが、ここでは枠組みのなか
にいる各関係者の利益をより大きくする発展
的事業を四つ提示したい。
①　朝食メニューグランプリ
　前述のとおり、本論では朝食メニュー無料

分の資金源として企業の協賛を想定するた
め、学食と企業の組み合わせ次第では、様々
な朝食メニューの開発が期待できる。乳製品
メーカーであれば商品を生かしたメニューを
考案したり、食材の卸売り業者であれば地元
の食材を生かしたメニューを共同開発したり
することも可能である。
　朝食メニューグランプリでは、新聞社主催
のもとそうした学食ごとに開発した朝食メニ
ューを出品する全国的なイベントを企画し、
味、見た目、栄養、コストパフォーマンス、
創意工夫など様々な面から審査しグランプリ
を決定する。時期としては、夏のオープンキ
ャンパスや秋の学園祭の頃に開催すれば、イ
ベントとしての盛り上がりも大きくなる。
　また、このような取り組みを編集の協力の
もと記事として紹介することで、Ｂ級グルメ
グランプリのような全国的なムーブメントに
も広げたい。さらに、イベント自体に協賛企
業を募ることで、記事と連動した新聞広告へ
の出稿を促すこともできる。学食と企業に対
してメニュー開発を促す動機にもなり、大学
や学食、企業にとってもブランディングにつ
ながる企画である。
②　新聞社の寄付講座
　新聞を片手に朝食をとることを習慣化する
だけで終わらせてはもったいない。大学生は
社会人に比べ新聞を深く読み込む時間が多い
傾向にあることから、より新聞を読んでもら
う施策を講じたい。
　そこで、新聞社による無料の出前講座を提
案したい。もちろん、すでに全国の大学で新
聞社による寄付講座は多数存在しているが、
今回は本企画との連動をより強く意識したも
のとする。まず、従来多かった記者の講義が
メーンの講座ではなく、販売や広告などビジ
ネス面も含めて幅広く新聞に対する理解を深
める講座とする。講師は新聞社から社員を無
償で派遣するほか、協賛企業の社員、販売店
の所長などに講義してもらうのも新聞業界全
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体の理解を促進するだろう。
　また朝食からの流れを考慮し、講座はなる
べく１時限に設置したい。こうすることで、
その日、その週に読んだ新聞記事や広告の印
象付けを狙えるほか、理解もより深まる。
　さらに、大学側の理解も得ることができれ
ば、朝のアンケートの回答を単位認定の評価
とすることも提案したい。アンケートへの積
極的な回答を引き出すことができ、学生に対
し新聞購読の習慣化を促すこともできる。
③　協賛企業社員との交流
　いまや就職活動は大学生の大きな関心事項
の一つである。ゆえに就職活動につながる事
業を行うことで、今回の枠組みへの大学生の
参加率を高めることも可能である。
　まず、今回の枠組みに協賛企業が含まれて
いることを生かし、協賛企業社員との交流会
を定期的に開くことが考えられる。例えば、
朝食メニューを共同開発した企業の社員と食
品メーカーに関心のある就活学生の交流の場
をつくる。せっかくなので朝食を一緒にとる
のもよいだろう。仕事のやりがいやキャリア
について話したり、目の前にある開発商品に
ついて話を聞いたりすることもできる。さら
に、社員交流の様子を企画として紙面化し、
広告出稿につなげることも可能であろう。
　また、日頃のアンケートも活用したい。積
極的に回答している学生は協賛企業の説明会
に優先的に参加できるようにしたり、面接を
免除したりすることもできる。企業としても
朝の時間を活用して新聞を読もうとする意識
の高い学生を獲得する機会となる。
④　スマートフォン向け朝活応援アプリ
　大学生の中には②や③で紹介したような単
位や就職活動に関係なく、無料朝食と朝の時
間を生かし充実した「朝活」に励む意識の高
い学生もいるだろう。そのような学生のため
に、新聞社、大学、学食、協賛企業などが協
力して学生のスマートフォン向けに朝活応援
アプリを提供したい。

　例えば、自分の専門分野の研究に勤
いそ

しむ学
生には、大学側が「朝活」専用の特別講義を
映像授業として提供する。その大学に所属す
る教員はもちろん、大学間で協力して他大学
の専門家の講義も受けられるようにするのも
よいだろう。新聞社もその研究に関連する過
去の新聞記事や広告などを提供して協力した
い。
　また、健康志向の高い学生向けアプリも提
供したい。学食の提供する朝食メニューが毎
日記録され、昼夜の食事メニューは自分で入
力する。これにスマートフォンの万歩計とし
ての機能を組み合わせ、各自の食事栄養バラ
ンス、運動量などから健康チェックをしてく
れるのである。登録すれば、実家の親も確認
できる機能を追加してもよい。「朝活」に励
む学生は健康志向が高いと思われるので、役
立つアプリとなるのではないだろうか。
　さらに、「朝活」継続を応援するアプリも
考えたい。朝の時間を有効活用して夢の実現
を目指している全国の大学生、社会人、芸能
人などのストーリーを紹介し、目標や励みに
してもらう。インタビューは新聞社に編集の
協力を得ることもできるし、この動きが大学
生に限らず現在の全国的な朝活ブームを盛り
上げることにつながる可能性もある。

３、ステークホルダーのメリット

　最後に、今回の提言の各ステークホルダー
のメリットを整理したい（図２）。
①　新聞社
　新聞社は大学生を中心に若者の読者を増や
すことができる。名義は親だとしても、今回
の仕組みを通して大学生が新聞に触れる機会
が増えるため、新聞社にとって将来の読者獲
得の効果が見込める。またこれまで新聞から
離れていた大学生に対し、新聞を読むことの
価値を改めて認識してもらうこともできるだ
ろう。さらに毎朝のアンケートを通し、新聞
記事や広告への反響を生の声として得ること
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もできる。
　朝食メニューグランプリでは全国的なイベ
ントを企画することで関連収益を見込め、寄
付講座の開催では大学生に新聞の価値をより
深くアピールすることができる。
②　学食
　学生の学食利用率が高まれば、トレーアド
や卓上ポケットの単価が高まり利益増につな
がる。また、朝食利用で学生に学食の良さを
アピールできれば昼や夜など他の時間帯の利
用者増を見込むこともできる。
　朝食メニューグランプリは学食のメニュー
開発を促して活性化させるだけでなく、優勝
するなどすれば全国的なブランディングにつ
なげることもできる。
③　協賛企業
　大学生に課すアンケートに広告に関するこ
とを含むことで大学生は必ず新聞広告を「読
む」ことになる。協賛企業が出稿した場合、
従来の記事を読むなかで「接触する」広告の
考え方とは一線を画し、その広告が「読まれ
る」ことで大学生に内容を印象付けることが
できる。また、そのアンケートが直接広告反

響調査につながり、企業にとっては
大学生の生の声を聞く機会となる。
　トレーアドなど学食に関係する広
告掲載をセットにすることで、大学
生をターゲットに効果的な広告展開
を行えるほか、試供品提供やメニュ
ーの共同開発に協力することで大学
生の朝の食生活に自社の商品を定着
させることも可能である。さらに、
就職活動や朝活に積極的な学生と交
流することで優秀な学生を獲得する
機会とすることもできる。
④　大学生
　今回の企画で大学生が得るものは
多い。まず、無料で朝食をとること
ができるため健康的な食生活を送る
ことができる。大学生の手元からは

全く出費がないので本人にとっても経済的で
ある。新聞購読が条件となるため、最新のニ
ュースに触れたり教養を深めたりする習慣も
身につく。
　新聞講座が開設されれば、そうした習慣を
生かしながら単位認定を得ることもでき、記
事だけでなく販売や広告といったことも含め
新聞に対する理解が深まる。協賛企業社員と
の交流会などを企画すれば、大学生にとって
自身のキャリアを考えるきっかけになり就職
活動にも直結する。また、自己研鑽

さん

に励もう
と考える学生にとっても朝食無料と朝活応援
アプリは魅力的だろう。
⑤　大学生の親
　無料の朝食メニューを提供するために新聞
購読は必須条件であるが、その資金源は大学
生の親を想定している。確かに親にとっては
出費になるが、それは子供の健康につなが
る。父母会が支援してまで100円学食を始め
たことを踏まえれば、これは決して高いハー
ドルにはならないのではないか。また、新聞
提供は子供が教養を身につけるためのツール
の提供につながるので、親にとってもメリッ

さく

図２：ステークホルダーのメリット

※筆者作成
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トといえる。
⑥　大学
　大学にとっては学生の健康的な食生活その
ものがメリットであるが、これが広がれば必
然的に１時限の出席率も高まるだろう。ま
た、新聞社の提供する新聞講座では講師は無
償で派遣されるので、コストをかけずに講座
を開設することができる。朝食メニューグラ
ンプリに参加すれば全国的に大学をPRする
場となりうるし、協賛企業社員との交流など
就職活動の動きが広がれば大学の就職率が向
上する可能性もある。

４、おわりに

　「はじめに」でも述べたとおり、若者の新
聞離れは深刻である。若者は社会的なニュー
スをあえて活字で得ようとはしないし、そも
そも世の中で起こっていることより友人や好
きな芸能人のことの方に興味が向いている。
ソーシャルメディアを中心に若者のコミュニ
ケーション方法が多様になるにつれ、新聞だ
けでなく従来のマスメディアが厳しい状況に
なるのはある意味当然の流れといえよう。
　しかし、現状を嘆いているだけでは何も始
まらない。
　取材をもとに確かな情報を伝える、権力を
監視するなど新聞社をはじめとする言論機関
には様々な役割があり、それは社会のための
存在である。友人や芸能人の近況に興味があ
ったとしても、やはり社会の中で生きる以
上、一人ひとりが社会で議論されていること
に関心をもつべきであり、特にこれから社会
で活躍する若者層には世の中で起こっている
ことにも関心をもってもらいたい。また、そ
のツールとしての新聞の価値をもう一度見直
してもらいたい。
　今回の提言はそのような願いも込め「どう
したら若者に新聞を読んでもらえるか」を考
えたことが出発点でもあった。その結果とし
て、ただ「新聞を読め」と伝えるだけでは難

しくその他の利益と組み合わせて新聞の価値
を伝えることを発案した。無料朝食メニュ
ー、健康維持、単位、就活、自己研鑽など大
学生のメリットが多いが、これは逆にいえば
ここまでしなければ今の若者は新聞を手にと
らないと考えたからでもある。
　新聞の価値をもう一度見直してもらうこと
と同時に、今後の新聞業界には新規ビジネス
が不可欠である。今回のように販売や広告な
ど既存の収入の柱を組み合わせた企画を練る
ことはもちろん、既存の新聞業とは異なる収
入の柱を考える必要もあるだろう。今回の提
言が、今後の新聞業界の発展のために貢献で
きれば幸いである。

【注釈・出典】
（注１）日本新聞協会「データブック日本の
新聞」（2010−2014）によると、15 〜 19歳、
20歳代の朝刊閲読時間はそれ以上の年代より
も短い傾向にあり、その傾向は年々顕著にな
っている

（注２）文部科学省中央教育審議会2007年答
申によると、生活の夜型化や朝食欠食など基
本的生活習慣の乱れが、体のだるさや集中力
の低下などにつながると指摘している
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/
chukyo/chukyo0/toushin/07020115/003.htm

（注３）京都産業大学や聖学院大学（読売新
聞2014年４月19日付）、福岡大学（朝日新聞
DIGITAL2014年５月24日付）など

（注４）このアプリは後述する「朝活応援ア
プリ」に組み込むことも可能である

【参考文献】
◇「広告ダイレクト」ウェブサイトの「学食
関連広告媒体の料金」
http://www.kokoku-direct.jp/campus_media
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Pro f i l e

テレビに負けない！
新しい新聞広告指標の設定

入 選
1975年宮城県生まれ。98年読売新聞東京本社に入
社。広告局出版広告部、北海道支社広告部、広告第六
部、広告第七部を経て、2013年から現職

小林　裕二（こばやし・ゆうじ）

読売新聞東京本社　広告局広告第二部第一課

１．はじめに

　インターネット広告の普及に押され、新聞
広告は依然として苦しい状況が続いている。
媒体別広告費では、テレビに次ぐ２番目の売
り上げを記録していたが、2009年にインター
ネット広告にその座を奪われて以来、３番手
を余儀なくされている。
　私は現在広告営業に携っているが、広告主
の意見を聞くと、インターネット広告はクリ
ック数などで効果が把握しやすい一方、新聞
広告はその効果が見えづらいという声が多
い。新聞は広告費に対してどのくらいリター
ン（反響）があるのかが分かりにくいという
わけである。
　新聞広告の「分かりにくさ」は反響面だけ
ではない。そもそも、新聞広告を出稿しよう
と検討する際、その料金体系の複雑さに面食
らう広告主、広告会社も多いといわれる。新
聞広告は掲載料の他に、カラー料金、社会
面、テレビ面などの面別指定料金、変形料
金、切り替え料金など様々な付加料金が存在
する。さらに、基本的には各新聞社が料金算
出にあたり１段という基本単価を用いるた
め、一層複雑な計算が必要になる。実際、新
聞社の営業担当者ですら、広告主あるいは広
告会社からの問い合わせに多くの時間を割い
て料金算出しているケースが多い。担当する

広告主の数が多いほど、その比重が増してい
るのが現状なのだ。
　一方、よく知られているように、テレビ業
界は延べ視聴率（GRP）を基準にした広告料
金算出手法が普及しており、GRPを基準にし
て誰でも簡単に料金体系を説明することが可
能である。
　 そ こ で、 本 提 言 で は 広 告 反 響 調 査

「J-MONITOR」の蓄積データを活用した新
しい広告料金の算出方法（新聞版GRP的なも
の）を研究した。全国紙をはじめ多くの新聞
社で導入が始まっているJ-MONITORのデー
タを利用することでテレビのようなシンプル
な料金体系を導入できないか検討した。
　この方法が普及することで、複雑な料金出
しの過程を経ずとも、広告主、広告会社はシ
ンプルな方法で新聞広告の料金を把握できる
ことが期待できると考える。また、広告料金
体系の透明性が増すだけでなく、新聞広告の
費用対効果の検証も把握しやすくなるのでは
ないだろうか。

２．苦戦する新聞広告

　電通の「2013年日本の広告費」によると、
新聞全体の広告費は前年比98.8％と減少、テ
レビは100.9%、インターネット広告は108.1%
と大きく飛躍した。総広告費も前年比101.4%
と２年連続で増加した（表１）。
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　2005年度比で見ると、テレビはおおよそ８
割の減少に抑えているが、新聞は６割まで落
ち込んでしまっている。一体何が問題なのだ
ろうか。
　大手広告主へのヒアリングによると（注１）、

「話題になりにくい」メディアとしての回答
がテレビの1.1%に対して、新聞は5.2%と約５
倍のスコアを記録している。また、「販売促
進につながりにくいメディア」への回答がや
はりテレビの8.5%に対して新聞が13.7%と大
きく上回っている。
　各企業の広告宣伝担当者への広告活動調
査（注２）によると、広告宣伝活動について
考え方や体制に変化はあるかという質問に対
して、変化が「あった」が63.5%で「なかっ
た」の35.1%を大幅に上回った。その変化の
内容を見ると、「出稿メディアの見直し」が
55.2%と一番多く、「表現・キャンペーン戦略
の改良」が42.4%と続く。
　さらに見直しの方針としては、「広告宣伝
費の抑制」が57.2%と圧倒的に高く、「マスメ

ディア利用の抑制」も12.8%を記録した。
　「今後利用が増えると見込む広告媒体」へ
の回答は、インターネットが72.3%でトッ
プ、モバイルが51.3%で続き、テレビでさえ
も25.5%に過ぎない。一方、「今後、利用が減
ると見込む広告媒体」は雑誌が32.1%、次い
で新聞が31.7%、ラジオ24.0%、屋外24.0%が
続く。
　マスメディアの利用抑制を判断する材料の
一つが広告効果であろう。現にマスメディア
利用の抑制と答えた企業の宣伝担当者の多く
は、広告活動をはっきり効果が見込めるもの
に限定すると答えている。つまり、現在の宣
伝担当者は、効果が見込まれる（客観的な指
標で測定できる）媒体に宣伝予算を投下する
ことを社内から求められており、効果が測定
しにくい媒体は、宣伝プランから敬遠される
傾向にあるといえる。

３．テレビでの絶対的効果指標「GRP」

　日本で最初の視聴率調査は1953年に行われ

媒体
広告費

広告費（億円） 前年比（％） 構成比（％）

総広告費
マスコミ四媒体広告費

衛星メディア関連広告費

プロモーションメディア広告費

新 聞
雑 誌
ラ ジ オ
テ レ ビ

媒 体 費
広 告 制 作 費

屋 外
交 通
折 込
D M
フリーペーパー・
フリーマガジン
P O P
電 話 帳
展 示・映 像 他

インターネット広告費

2011年
（平成23年）

2012年
（24年）

2013年
（25年）

2011年
（平成23年）

2012年
（24年）

2012年
（平成24年）

2013年
（25年）

2013年
（25年）

57,096
27,016

891
8,062

21,127

5,990
2,542
1,247
17,237

6,189
1,873

2,885
1,900
5,061
3,910

2,550

1,832
583
2,406

58,913
27,796

1,013
8,680

21,424

6,242
2,551
1,246
17,757

6,629
2,051

2,995
1,975
5,165
3,960

2,367

1,842
514
2,606

59,762
27,825

1,110
9,381

21,446

6,170
2,499
1,243
17,913

7,203
2,178

3,071
2,004
5,103
3,893

2,289

1,953
453
2,680

100.0
47.3

1.6
14.1

37.0

10.5
4.4
2.2
30.2

10.8
3.3

5.1
3.3
8.9
6.8

4.5

3.2
1.0
4.2

100.0
47.2

1.7
14.7

36.4

10.6
4.3
2.1
30.2

11.2
3.5

5.1
3.4
8.8
6.7

4.0

3.1
0.9
4.4

100.0
46.6

1.8
15.7

35.9

10.3
4.2
2.1
30.0

12.1
3.6

5.1
3.4
8.5
6.5

3.8

3.3
0.8
4.5

103.2
102.9

113.7
107.7

101.4

104.2
100.4
99.9
103.0

107.1
109.5

103.8
103.9
102.1
101.3

92.8

100.5
88.2
108.3

101.4
100.1

109.6
108.1

100.1

98.8
98.0
99.8
100.9

108.7
106.2

102.5
101.5
98.8
98.3

96.7

106.0
88.1
102.8

表１：媒体費別広告費

出典：電通「2013年日本の広告費」
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たNHKの調査といわれている。当初は面接
法という方法で、直接視聴者から回答を得て
いた。それから時を経るにしたがい調査方法
も進化し、現在はオンラインで日々集計され
ている。
　テレビ業界ではこの視聴率を基に広告料金
を設定するのが慣習で、GRP（延べ視聴率）
と呼ばれる指標を用いるのが一般的だ。たと
えば、ある広告主が一定期間に100本のスポ
ット広告を打つとする。仮にその100本全て
が10%の視聴率を取った場合、GRPは100×
10=1,000GRPとなる。100本全ての視聴率が
５%なら500GRPである。
　テレビのスポット広告出稿はこのGRPが基
準になっており、１GRP単価を露出を希望す
る総GRPに掛け算すればおおよその広告料金
がすぐにはじき出される仕組みで、非常に分
かりやすい。また、このGRPは視聴率で換算
できるため、広告効果も非常にイメージしや
すい＝社内で説得しやすいというメリットが
ある。
　一方、新聞業界にはテレビの視聴率のよう
な分かりやすい概念が今まで存在せず、広告
主が投下した予算に対して広告効果が分かり
づらいというイメージがついて回ったのも事
実である。
　しかし、近年この視聴率に近い考え方
のモニター調査が各新聞社で導入されて
い る。 新 聞 広 告 共 通 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム

「J-MONIOTOR」である。

４．新聞広告測定の切り札
　　「J-MONITOR」

　新聞広告にもテレビCMのような客観的な
共通指標を作るというのが、J-MONITOR

（注３）がスタートするきっかけであった。
各新聞社はそれまで、独自の面別接触率や広
告接触率を広告掲載後の紙面調査で算出して
いたが、調査方法や報告書のフォーマットは
各社まちまちで、広告主からは新聞業界共通

のデータがないことへの不満の声も少なくな
かった。
　そうした声に応える形で、2011年４月から
全国紙５紙によるJ-MONITOR調査が首都圏
と近畿圏の２エリアでスタートした。調査を
担当するのは、テレビ視聴率の測定と同じビ
デオリサーチ社である。
　このJ-MONITOR調査には大きく分けて

「定期調査」と「個別広告調査」の２種類が
ある。定期調査はすでに広告接触率の参考値
を算出するデータベースとして活用している
広告会社もあり、普及していけば新しい指標
作りに利用する上でもなじみやすいと考えら
れる。
　定期調査は、新聞のそれぞれの面がどの程
度見られているかの「面別接触率」と広告が
どのくらい見られたかを示す「広告接触率」
の２種類から成る。それぞれ無作為に調査日
を設定し、年間24回ずつ実施している。調査
結果の一部はJ-MONITOR公式サイトで発表
しているので誰でも見ることができる。面別
接触率は調査ごとの新聞別スコアのほか、参
加新聞社の合計による平均値も公表してい
る。
　広告接触率は参加新聞社合計の平均値を

「広告内容×段数」「掲載面・色×段数」の二
つの視点で公式サイトに掲載。段数や広告内
容などの条件に応じた広告接触率を推計でき
るように、数量化Ⅰ類分析による集計スコア
も発表している。
　このJ-MONITORは徐々にではあるが、広
告主へ普及してきている。13年７月に実施し
た広告主へのアンケート（注４）によると、
J-MONITORの認知（内容まで知っている＋
名称は聞いたことがある）は73.4%。前回12
年10月実施のアンケートと比較して６ポイン
トアップしている。
　また、J-MONITORの評価項目として「各
紙横並びで比較が可能」が上位に挙げられ
た。一方で、今後の課題としては「加盟新聞
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社の増加」「調査エリアの拡大」を望む声が
多かった。特にこの加盟社数の増加は今後の
成功の鍵といっていいだろう。
　定期調査で得られた面別接触率、広告接触
率のデータは、現状では一部の広告会社が広
告接触率の予測値を算出する際のベースデー
タとして活用しているが、まだまだ活用でき
る幅があるのではないかと考えられる。例え
ば蓄積したデータを分析し、利用すること
で、オリンピックやサッカーワールドカップ
のような大型イベントが開催される時期に、
接触率の高い面に広告掲載するなど、より効
果的な新聞広告の活用方法が広がる可能性が
ある。

５．定型調査をもとにした広告料金モデル

（1）新聞版GRPの設定
　ここではJ-MONITORの調査結果をもとに
実際にどのような指標化が可能か具体的に考
えてみたい。広告主、広告会社に深く浸透し
ているテレビのGRPをモデルとし、新聞広告

でも同じような指標を作れないか検証してみ
た。本稿では便宜上５段広告の平均接触率を
もとにしている。
　指標化にあたっては、J-MONITORの定期
広告接触率調査（注５）を基にした。まず、
縦軸を業種、横軸を面別の接触率に分類した

（表２）。数値は朝刊５段モノクロの全業種・
全面種の平均に業種・面ごとの比重を加えた
ものである。
　面別接触率の自動算出は各社ウェブサイト
上で可能である。算出ツールに広告業種、掲
載面等を入力すると過去のJ-MONITORの蓄
積データから瞬時に広告接触率を出すことが
できる。このツールは複数の新聞社のウェブ
サイト上で使用できる。ただしこのツールは
あくまでも面別、曜日別、段数ごとの面別接
触率を確認するもので、料金への応用はされ
ていないのが現状である。
　次に、この算出した広告接触率に新聞到達
率を掛け合わせてみる。新聞到達率とは、全
国新聞総合調査（J-READ）を基にした各エ

総合 政治 国際 経済 商況 生活 文化 スポーツ ラジオ 解説 地域 社会 テレビ

書籍 66.5 63.3 61.4 59.8 55.7 61.4 61.3 59.9 58.8 63.3 60.5 64.1 67.3

週刊誌 81 77.8 75.9 74.3 70.2 75.9 75.8 74.4 73.3 77.8 75 78.6 81.8

薬品・医療機器 65.9 62.7 60.8 59.2 55.1 60.8 60.7 59.3 58.2 62.7 59.9 63.5 66.7

化粧品・トイレタリー 62.7 59.5 57.6 56 51.9 57.6 57.5 56.1 55 59.5 56.7 60.3 63.5

食品 65.5 62.3 60.4 58.8 54.7 60.4 60.3 58.9 57.8 62.3 59.5 63.1 66.3

飲料・嗜好品 63.7 60.5 58.6 57 52.9 58.6 58.5 57.1 56 60.5 57.7 61.3 64.5

ファッション・貴金属 64.8 61.6 59.7 58.1 54 59.7 59.6 58.2 57.1 61.6 58.8 62.4 65.6

通信 63.6 60.4 58.5 56.9 52.8 58.5 58.4 57 55.9 60.4 57.6 61.2 64.4

車両 62.5 59.3 57.4 55.8 51.7 57.4 57.3 55.9 54.8 59.3 56.5 60.1 63.3

エネルギー・機械 61.7 58.5 56.6 55 50.9 56.6 56.5 55.1 54 58.5 55.7 59.3 62.5

金融 62.4 59.2 57.3 55.7 51.6 57.3 57.2 55.8 54.7 59.2 56.4 60 63.2

航空・運輸 66 62.8 60.9 59.3 55.2 60.9 60.8 59.4 58.3 62.8 60 63.6 66.8

旅行 69.5 66.3 64.4 62.8 58.7 64.4 64.3 62.9 61.8 66.3 63.5 67.1 70.3

百貨店 63.7 60.5 58.6 57 52.9 58.6 58.5 57.1 56 60.5 57.7 61.3 64.5

不動産 57.4 54.2 52.3 50.7 46.6 52.3 52.2 50.8 49.7 54.2 51.4 55 58.2

放送 67.9 64.7 62.8 61.2 57.1 62.8 62.7 61.3 60.2 64.7 61.9 65.5 68.7

映画・演劇 69.9 66.7 64.8 63.2 59.1 64.8 64.7 63.3 62.2 66.7 63.9 67.5 70.7

官公庁・団体 65.5 62.3 60.4 58.8 54.7 60.4 60.3 58.9 57.8 62.3 59.5 63.1 66.3

学校・教育 59.5 56.3 54.4 52.8 48.7 54.4 54.3 52.9 51.8 56.3 53.5 57.1 60.3

求人・案内 57.9 54.7 52.8 51.2 47.1 52.8 52.7 51.3 50.2 54.7 51.9 55.5 58.7

広告

接触率

新聞

到達率

GCI
（リーチ）

GCI 1%単価
（各新聞社
が設定）

広告
掲載
料金

表２：業種、面別接触率

図１：延べ接触率のイメージ 図２：広告掲載料金のイメージ

※J-MONITORの定期調査より筆者作成

※筆者作成

（％）
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総合 政治 国際 経済 商況 生活 文化 スポーツ ラジオ 解説 地域 社会 テレビ
書籍 13.3 12.7 12.3 12.0 11.1 12.3 12.3 12.0 11.8 12.7 12.1 12.8 13.5
週刊誌 16.2 15.6 15.2 14.9 14.0 15.2 15.2 14.9 14.7 15.6 15.0 15.7 16.4

薬品・医療機器 13.2 12.5 12.2 11.8 11.0 12.2 12.1 11.9 11.6 12.5 12.0 12.7 13.3
化粧品・トイレタリー 12.5 11.9 11.5 11.2 10.4 11.5 11.5 11.2 11.0 11.9 11.3 12.1 12.7

食品 13.1 12.5 12.1 11.8 10.9 12.1 12.1 11.8 11.6 12.5 11.9 12.6 13.3
飲料・嗜好品 12.7 12.1 11.7 11.4 10.6 11.7 11.7 11.4 11.2 12.1 11.5 12.3 12.9

ファッション・貴金属 13.0 12.3 11.9 11.6 10.8 11.9 11.9 11.6 11.4 12.3 11.8 12.5 13.1
通信 12.7 12.1 11.7 11.4 10.6 11.7 11.7 11.4 11.2 12.1 11.5 12.2 12.9
車両 12.5 11.9 11.5 11.2 10.3 11.5 11.5 11.2 11.0 11.9 11.3 12.0 12.7

エネルギー・機械 12.3 11.7 11.3 11.0 10.2 11.3 11.3 11.0 10.8 11.7 11.1 11.9 12.5
金融 12.5 11.8 11.5 11.1 10.3 11.5 11.4 11.2 10.9 11.8 11.3 12.0 12.6

航空・運輸 13.2 12.6 12.2 11.9 11.0 12.2 12.2 11.9 11.7 12.6 12.0 12.7 13.4
旅行 13.9 13.3 12.9 12.6 11.7 12.9 12.9 12.6 12.4 13.3 12.7 13.4 14.1
百貨店 12.7 12.1 11.7 11.4 10.6 11.7 11.7 11.4 11.2 12.1 11.5 12.3 12.9
不動産 11.5 10.8 10.5 10.1 9.3 10.5 10.4 10.2 9.9 10.8 10.3 11.0 11.6
放送 13.6 12.9 12.6 12.2 11.4 12.6 12.5 12.3 12.0 12.9 12.4 13.1 13.7

映画・演劇 14.0 13.3 13.0 12.6 11.8 13.0 12.9 12.7 12.4 13.3 12.8 13.5 14.1
官公庁・団体 13.1 12.5 12.1 11.8 10.9 12.1 12.1 11.8 11.6 12.5 11.9 12.6 13.3
学校・教育 11.9 11.3 10.9 10.6 9.7 10.9 10.9 10.6 10.4 11.3 10.7 11.4 12.1
求人・案内 11.6 10.9 10.6 10.2 9.4 10.6 10.5 10.3 10.0 10.9 10.4 11.1 11.7

表３：新聞到達率を20%と仮定した場合の朝刊全５段モノクロのGCI（延べ接触率）

リアにおける新聞社ごとの「シェア」であ
る。この接触率にシェアを掛け合わせること
で、実際のリーチが出てくる。これがテレビ
でいうところの番組視聴率に相当する。GRP

（Gross Rating Point）が「延べ視聴率」と呼
ばれていることを参考にして、今回この数値
をGCI（Gross Contact Interval）「延べ接触
率」（図１）と呼ぶことにする。
　例えば金融業界のある広告主が朝刊経済
面で出稿するとする。表２を見ると金融業
種の経済面での広告接触率は55.7%である。
仮に新聞到達率を20%と設定し、前述の例
に従い、広告接触率（55.7%）に新聞到達率

（20%）をかけ合わせると11.1%となる。した
がって、今回のGCIは11.1%である（表３）。
これがいわゆるテレビの番組視聴率に該当す
るものとなる。前述の表２を全てGCIに直す
と表３のようになる。

（2）GCIを利用した広告料金の設定
　次にこのGCIをもとにして広告料金を算出
できないか考えてみた。各放送局は通常１
GRPあたり幾らという単価を設定している。
この算出方法に従いここでも１％単価をか
け合わせて広告料金を算出することにする

（図２）。
　先程の金融業種の広告出稿を例に取ると、
GCI１％の単価を各新聞社で設定し、その単
価に11.1%を掛け合わせた金額が広告掲載料

金となる。従来の１段あたりの料金に広告段
数をかけ合わせ、さらに面別指定料金を設定
するよりはるかにスピーディーで効率的であ
る。ただし、この単価をどう設定するかは、
各社各様の判断があり議論の余地があるだろ
う。
　しかし、この料金体系が普及すれば、広告
主にもテレビの視聴率と同じ感覚で新聞広告
を利用してもらえるかもしれない。例えば、
ある百貨店の広告宣伝担当者が100GCIを獲
得したいと思えば、社会面に８回、５段広告
を出稿すれば（12.3%×８=98.4）おおよそ目
標のGCIが獲得できるのである。

（3）新聞の難解な付加料金の解消
　従来の新聞広告の料金算出は先に述べたと
おり、掲載料金に加え多色料金、付加料金、
指定料金など複雑な要素が多く、作業が煩雑
になりがちであった。しかし、今回の試算で
は大幅にその作業は軽減される。
　例えば、試算ではあらかじめ掲載面ごとの
接触率を基準にしているので、新たに面指定
料金を付加する必要はない。単価さえ設定す
れば掲載料金がすぐに算出できる仕組みだ。
また、多色料金については段数によって料金
が変動するなど特に煩雑なので、例えば多色
料金、単色料金ともに掲載料金の何割増しに
するなど、簡略化するのもいいかもしれな
い。

※J-MONITORの定期調査より筆者作成
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　次にシーズンごとの料金体系の導入も検討
したい。旅行業界のように、繁忙期、通常
期、閑散期をそれぞれＡ～Ｄランクに設定
し、それぞれ料金を増減する。この手法は広
告出稿の需給バランスに基づいている考えで
あり、広告主にも理解を得られるのではない
だろうか。

（4）新たな指標作りへの課題
　以上、新たな試みとして広告接触率を利用
した広告料金の算出方法を研究したが、課題
も多い。
　一つはJ-MONITORへの加入新聞社増加へ
の取り組みだ。11年発足のJ-MONITORの
現在の加入新聞社数は15新聞（13新聞社）
で 新 聞 協 会 会 員104社 の12.5%。 広 告 主 の
J-MONITORへの期待が大きいこともあり、
引き続き加盟社増加に努めたい。
　また、新聞社はJ-MONITORに参加するだ
けではなく、出稿元の広告主に対して可能な
限り調査を実施することが重要だ。反響調査
を行い、その結果を広告主へフィードバック
することでJ-MONITORの認知は深くなり、
蓄積データも大きなものとなるだろう。
　また、今回の試算は５段のみで行ったが、
実際の新聞広告には５段以外にも１段刻みで
様々なスペースが存在する。多種多様なクリ
エーティブが可能な反面、この多様さが料金
体系の複雑さの要因の一つになっていること
も否めない。
　また、テレビスポットの放映時間が基本的
に15秒であることと比較して新聞広告は今回
モデルとした５段以外に15段、変形広告など
さまざまな掲出方法があるので、他の広告ス
ペースにこの料金算出方法をどう適用するか
を検討する必要がある。
　今回は広告接触率をもとに広告料金を試算
したが、ここで使用したGCI（延べ接触率）
に各エリアの住民基本台帳をかけ合わせるこ
とで、推定広告接触人数を割り出すことも可
能である。この推定広告接触人数を使った指

標作りもできるかもしれない。まだまだ研究
の余地はありそうだ。

６．新聞が読まれるための工夫

　これまで広告効果、広告料金についての考
察を行ってきたが、広告効果を上げるために
は、各新聞社の「新聞が読まれるための努
力」が不可欠である。
　東日本大震災以降、新聞の発行部数は減少
傾向にあり、現在も回復できていない。若者
の新聞離れも指摘されている。こうした逆境
を跳ね返すためにも、編集、販売、広告など
各部局が一致団結する必要がある。
　例えば、記事の横にある写真を携帯端末で
読み取れば、端末に動画が流れる仕組みを作
るとか、あるいは、ページ構成が各社似てい
るのが新聞の特徴ではあるが、思い切って斬
新なレイアウトを導入するのも面白いかもし
れない。
　いずれにしても、紙面向上には現読、非読
に関わらず、消費者が新聞に何を求めてお
り、どこに不満を持っているかを綿密にリサ
ーチした上で業界が一丸となって取り組む必
要があるのではないだろうか。新聞紙面が今
以上に読まれるようになれば、面別接触率も
上昇し、広告主にとっても新聞広告の価値が
上がることになるのはいうまでもない。
　日本新聞協会の調査によると（注６）、「新
聞に関する意識・態度」に関して、「子ども
には新聞を読ませるべきだと思う」への回
答者が76.2%と全体の７割を超えている。
また、「社会人になったら、新聞は欠かせな
い」と答えた割合も67%と高いスコアを記録
した。また、広告メディアへの評価では、新
聞広告は情報の信頼性、正確さ、地域に密
着した媒体特性などが他メディア（テレビ
CM、インターネット広告など）と比較して
評価されている。
　このあたりにも今後の新聞が読まれるため
のヒントがあるのではないだろうか。
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７．おわりに

　今回この提言をするきっかけは新聞広告へ
の強い危機感である。インターネットをはじ
めとする新しい広告媒体の出現で、以前のよ
うに新聞広告の出稿を必須とする広告主はか
なり減っているのではないだろうか。一方で
広告費が高いといわれながらもテレビスポッ
トは好調を維持し続けている。理由は多々あ
ると思うが、宣伝担当者であれば誰でも知っ
ているGRPという統一指標があることも要因
の一つなのではないだろうか。宣伝担当者は
社内で広告効果を求められた際にテレビスポ
ットで1,000GRPをキー局に投下していると
説明すれば、ある程度理解される環境がある
のではないだろうか。それは、1,000GRPと
いう広告指標がどれ程の広告露出があり、ど
の位の効果があるか見えやすいからだと考え
られる。しかし新聞ではなかなかこのように
はいかないのが実状である。
　新聞広告がつらいのは、こういった統一指
標が存在しなかったことである。しかし、こ
こ数年はJ-MONITORの普及で、広告反響の
フィードバックが可能になり、広告主から
一定の評価をいただいている。また、この
J-MONITORの蓄積データはビッグデータと
して今後様々な活用法が生み出されていくだ
ろう。
　広告主からの疑問、解決すべき課題は多
い。しかし、新聞業界がその問題と真

しん

摯
し

に向
き合い、ソリューションを提供することによ
り、新聞広告が広告主にとって使いやすいも
のになり、ひいては新聞広告業界の活性化に
つながるのではないだろうか。

【注釈】
（注１）日経広告研究所「広告動態調査2013
年版」

（注２）日経広告研究所「広告白書2013」

（注３）日本新聞協会『新聞研究』No.742号、
2013年５月

（注４）J-MONITOR連絡協議会「J-MONITOR
広告主アンケート」2013年10月

（注５）J-MONITOR広告接触率数量化Ⅰ類
集計（首都圏・近畿圏・中京圏・北海道11ビ
ークル合算、集計対象期間：2011年４月〜
2014年３月）

（注６）日本新聞協会「2013年全国メディア
接触・評価調査」

【参考文献】
◇碓井広義著『テレビの教科書』（PHP新
書、2009年）
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Pro f i l e

　「新聞non-native世代」にさせないために　

「デジタルネイティブ世代」への
幼児期からの新聞購読“超早期対策”

1983年東京都生まれ。2006年読売新聞東京本社に
入社。広告局広告審査部、広告第四部、メディア推進
部、広告第一部を経て、13年から現職

入 選 島田　和春（しまだ・かずはる）

読売新聞東京本社　広告局管理部総務課

はじめに

　３歳になる私の娘は、スマートフォンを渡
せば直感的に操り、YouTubeでお気に入り
の動画を見たり、子ども向けアプリをいじっ
たりして独りで楽しんでいる。そのようなデ
ジタル機器に接する習慣を持った子どもたち
が大人になった時、はたして「紙で出来た新
聞」を購読するだろうか。先を見据えると相
当の危機感を覚える。
　東京大学大学院総合文化研究科の木村忠正
教授は『デジタルネイティブの時代』（平凡
社新書、2012年）において、「デジタルネイ
ティブ」とは、「デジタル技術に学生時代か
ら本格的に接した世代のことで、およそ1980
年前後生まれ以降を指す」と定義している。
高齢化が進む日本社会において、この「デジ
タルネイティブ世代」が総人口に占める割合
は2000年段階では２割だったが、2010年では
およそ３割にまで達した。つまり、現在は

「デジタルネイティブ世代」が存在感をます
ます強め、社会の中核となっていく過程にあ
るといえる。
　この世代は、深刻な活字離れが問題になっ
てきた時代と重なっており、新聞の無読層が
多い世代とされているが、やがて家庭を築い

て親となった場合、その子どもたちは生まれ
た時から新聞のない生活が当たり前の「新聞
non-native世代」となってしまう。このサイ
クルが進むにつれ、「紙の新聞」の存在感は
ますます薄らいでいくことになるだろう。
　そこで本稿ではこの問題に向き合い、長期
的な視点から、子どもたちを将来の新聞購読
者とするべく幼児期からの“超早期対策”が
必要であると提言する。また、短期・中期的
な視点から、その親世代に対しても新聞に興
味を抱き購読してもらえるような対策を提言
したい。

１．子どもへのアプローチ

　子どもへのアプローチとして既に新聞界
では、教育界と協力しNIE（Newspaper in 
Education＝教育に新聞を）という形で、新
聞を教材として活用し国語・社会・道徳など
の授業に取り入れ、活字離れが懸念される中
で新聞の閲読習慣を芽生えさせるという形で
成果を挙げている。また、各新聞社は将来の
新聞本紙購読へとつなげることを狙い、子ど
も向け新聞を発行している。
　これらは、いずれも小学生以上を対象に、
早期から活字に親しんでもらうよう「活字コ
ンテンツ」を生かしたアプローチとなってい
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るが、その前の段階である「活字が読めない
世代」＝「幼児」へのアプローチはない。ま
た、子育て中の親世代に向けた記事や事業な
どはよく見られるようになったが、「幼児」
自身への直接的なアプローチはまだほとんど
見られていない。
　そこで、「活字が読めない世代」＝「幼
児」にも、早々に新聞に慣れてもらい新聞に
全く触れない空白の時代を埋める必要がある
と考える。まず新聞紙の「紙遊び」から始
め、次に「知育ツール」として活用してもら
い、段階を踏みながら新聞への興味が高まる
ような幼児期からの“超早期対策”を講じて
いきたい。
ａ．「紙遊び」から始める新聞慣れ
　幼児教育専門家の熊丸みつ子氏は、これま
で親子教室、育児学級、サークルや保育園な
どでたくさんの子どもたち、親たちに向け
て、気軽に手軽にどこでも楽しく遊べる新聞
紙を使った遊びを実践している。同氏は「新
聞紙は、自由自在に折りたため、ボールに丸
めてもよく飛び、当たっても痛くなく安心。
破るとビリビリと心地よい音がして、子ども
だけでなく親もストレス解消になる。また、
新聞紙でおもちゃを作る過程での子どもたち
の様子が何とも楽しい」として新聞紙の「紙
遊び」を推奨している。
　具体的にどのような遊びなのか、いくつか
事例を紹介したい。

①「破って遊ぶ」…とにかく新聞紙を細かく
破って、ビリビリの紙をシャワーに見立
て、持てるだけの紙を握って「シャワーシ
ャワーおりといで♪」と歌いながら、「５、
４、３、２、１、それー！」の掛け声に合
わせ、新聞紙を頭上に高く放り投げる。簡
単にできて子どもたちに一番人気の遊び
だ。

②「ねじって遊ぶ」…新聞を折ってねじり棒
を作るだけで色々な遊びができる。頭の上

でぐるぐる大きく回すことでヘリコプター
遊びができ、ねじり棒をたくさんつないで
テープで留めれば波を打つ縄跳びのような
遊びができる。輪にすれば輪投げができる
し、地面に置いて並べればケンケンパ遊び
もできる。

③「作って遊ぶ」…紙を丸めテープで留めれ
ばボールになり、親子でキャッチボールが
できたり、股の下でコロコロ転がしてトン
ネルくぐりもできたりする。紙を細長くた
くさん破り一つに束ねればほうきになり、
掃除ごっこができるし、それを投げればパ
タパタ飛んでいくロケットにもなる。

　このように、新聞紙を使えば簡単に色々な
遊びができ、遊びを通じて親子のコミュニケ
ーションも図れる。先日、私の娘が通う幼稚
園で親子参観日があり、ちょうど親子で新聞
紙を使った遊びがあった。新聞をどんどん折
りたたんでいって狭くなったスペースに親子
がどこまで乗れるかという遊びや、新聞紙で
かぶと作りをした。単純な遊びだったが親子
で楽しめ、新聞紙かぶとには懐かしさを感じ
つつ、娘の力作を大切に保存しておこうと思
った。「紙遊び」は、子どもにとっては新聞
に慣れ親しむ良い経験になり、親にとっては
新聞の存在を再認識する良いきっかけになる
はずだ。
　例えば、現在、小学生以上を対象にしてい
るNIEの裾野を広げて、幼児教育の現場でも
親子で遊べる新聞紙遊びを実践していくよう
に講師を派遣したり、幼稚園の先生に向けた
講習をしたりするのはどうだろうか。現段階
で「紙遊び」を実践できる講師は少ないだ
ろうし、NIEとしてもノウハウは乏しいだろ
う。しかし、ここで紹介した幼児教育専門家
などから知見を集め、幼児教育でも実践でき
るNIEを体系的に作り上げていけば、「紙遊
び」を始めとした新聞慣れの基盤を築けるは
ずだ。
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ｂ．�親子で取り組む「知育ツール」としての
活用

　NIEを幼児教育の現場で浸透させていくた
めに、簡単にできる「紙遊び」だけではまだ
物足りなさがある。幼児もやがて飽きてしま
うだろう。そこで、継続的に新聞に向き合っ
てもらうために、幼児向けに新たに新聞コン
テンツを開発する必要があると考える。特に

「知育ツール」として活用できる方法を探せ
ば、子どもの成長にもつながるため、親も含
めて継続的に新聞に興味を抱いてもらえるよ
うになるだろう。
　幼児教育に長年携わっている「こぐま会」
代表の久野泰可氏は「子どもの知育は小学校
からではなく、幼児期から基礎教育を始める
ことが重要。幼児期に積み重ねた知育が、小
学校に入ってから理解力の差を生み出すこと
になる」と述べている。また、「幼児教育に
は現実にある『もの』を使うことが欠かせな
い。そして、親からさまざまな働きかけをす
ることで子どもはより刺激を受け、勉強につ
ながることを発見していく」とも説いてい
る。
　では、具体的にどのようなものを知育とし
て学べば良いのか、「知育ツール」開発の参
考として同氏が提唱する「５領域」を紹介す
る。

①「未測量」…「大きさ・多さ・長さ・重
さ」などの「量」を土台にして数概念を学
ぶ。生活の中で身近な「量」を使って比べ
たり大きい順に並べたりして数概念の基礎
を作る。

②「位置表象」…「上下・前後・左右」とい
った位置関係をとらえ、表現できるように
する。同時に、自分とは異なる場所・方向
からのものの見え方を学習する。

③「数」…「ものを正しく数える」ことから
始め、数を比べたり等分をしたりなど、生
活の中で行っていることを通して四則演算

の基礎を身につける。
④「図形」…身近なものを通して基本的な図

形の特徴を捉え、形の見比べ、正確に描く
練習、構成・分割を通して図形感覚を養
う。

⑤「言語」…人の話や絵本、紙芝居を正確に
聞き取る力を養い、「読む・書く」の前提
として「聞く・話す」力をつけ、言葉遊び
を通して将来の言語学習の基礎を作る。

　次に、ここで挙げたものから新聞紙面上で
どのようなコンテンツが「知育ツール」とし
て活用できるか考えていきたい。
　例えば、④「図形」に関してはさまざまな
取り組みが実施可能だと考える。新聞紙なら
好きに折ったり、描いたり、切り抜いたりで
きるので、図形を視覚的に理解することがで
きる。ペンやはさみを使って指先を動かし細
かい作業をすることで脳が刺激され、知能の
発達にもつながる。また、二つ１組の違った
形や絵などを並べ「絵合わせゲーム」として
遊ぶことで、記憶力や観察力の双方を養うこ
とができる。
　また、⑤「言語」に関しては、新聞の特性
を最も生かせる分野だと思う。例えば、絵本
コンテンツを掲載し、親からの読み聞かせを
通じてさまざまな「お話」に触れることで、
子どもの情緒だけでなく、想像力を育むとて
も大切な経験になる。また、「お話」を聞く
ことで、文章を読んで理解する読解力の基礎
も養える。
　この他、「５領域」の観点にこだわらず、

「言葉図鑑」「ぬりえ」「迷路」「点つなぎ・
線つなぎ」「文字・数字・アルファベット練
習」「すごろく遊び」「工作遊び」等々、アイ
デア次第では新聞紙面上で多種多様な「知育
ツール」を提供できるだろう。
　これらのコンテンツを一つのページに集約
してレギュラー化し、『知育面』として編集
紙面上、あるいは協賛社を付けた広告特集と
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して設け、親子で一緒にゆっくり見てもらえ
るような週末発行の別刷りなどで掲載するの
はどうだろうか。きっと「デジタルネイティ
ブ世代」である親子からも「知育ツール」を
足掛かりとして新聞コンテンツに興味を抱い
てもらえるようになるだろう。また、『知育
面』の紙面が蓄積されたら、その面をまとめ
て別冊版にして幼稚園などへ配布し、幼児期
におけるNIEの教材として活用してもらうこ
とで普及活動の一助にしていきたい。
　ところで「知育ツール」といえば、最近で
はスマホやタブレット向けの「知育アプリ」
がたくさん出てきており、さまざまな先端技
術を駆使し子どもが夢中になるような面白い
仕掛けやコンテンツを提供している。しかし
ながら、スマホやタブレットなどの小さな画
面に向かう場合、どうしても子どもが独りで
操作するようになってしまい、親子で学習に
取り組むようにはなりにくい。また、それら
はバーチャルな学習体験であって実体験を通
して得られるほどの学習効果は望みにくいだ
ろう。学習結果を実物として残すことができ
ないため、親から褒められる機会も少なくな
り達成感を得にくいかもしれない。「知育ア
プリ」には無限の可能性を感じるが、やは
り、新聞をリアルな「知育ツール」として活
用した「親子で取り組む学習」がバーチャル
体験に劣ることはないはずだ。
Ｃ．子どもが興味を持つための施策
　新聞が「知育ツール」としてコンテンツ力
を高めるだけでなく、子どもたちにやる気や
興味を持ってもらうための魅力を高める施策
も必要だ。例えば、新聞広告で株式会社ポケ
モンが企画した「ピカチュウかぶと」は一つ
のヒントになる。この広告は、600種類以上
のポケモンがデザインされ、説明に従っては
さみで切って、折り紙をすれば人気キャラク
ターであるピカチュウのかぶとになるという
ものだ。多くの子どもたちが大喜びして実際
に工作したものをかぶって楽しんだだけでな

く、ツイッターやブログなどで親たちも反応
し一気に全国に反響が広まった。
　可愛らしい人気キャラクターの魅力は強大
だ。そこで、新聞社が「知育ツール」として
の新聞活用をアピールしていくためのシンボ
ルや親善大使となるような新たなキャラクタ
ーを創設するのはどうだろうか。「ゆるキャ
ラ」では、既に存在するたくさんのキャラ
クターたちの間で埋もれてしまうだろうか
ら、「アンパンマン」「ポケモン」「妖怪ウォ
ッチ」などの人気キャラクターとのコラボレ
ーションで生み出していきたい。そして、新
聞の『知育面』だけの登場ではなく、そこか
ら飛び出して実際のアンパンマンのストーリ
ーやポケモン、妖怪ウォッチのゲームなどに
も登場できたら、子どもたちの認知度向上に
かなりの期待が持てる。
　最近では、森ビルと藤子プロが複合タワー

「虎ノ門ヒルズ」の公認キャラクターとして
「トラのもん」を共同制作した事例がある。
「トラのもん」は22世紀からタイムマシンに
乗ってきたネコ型のビジネスロボットという
設定で、人気アニメ「ドラえもん」の世界観
を踏襲している。新聞社としても、このよう
に人気キャラクターと世界観やストーリーま
でも含めた深いコラボレーションができる方
法を模索していきたい。
　この他に、幼児向けのテレビ番組とのタイ
アップも非常に有効だろう。子どもは幼児向
け番組は食い入るように見るし、そこで放送
された歌や踊りをマネしながら幼稚園などで
友達と一緒に遊んだりするため、波及効果も
期待できる。子どもに強い影響力を持つ幼児
向けテレビ番組の一つのコーナーで、新聞を
使った知育遊びなどを紹介できたら大きな反
響を得られるだろう。
　あるいは、新聞社の提供で独自のミニ番組
を制作することも考えられる。NHK教育テ
レビの「ノッポさん」や「ワクワクさん」が
登場した工作番組をヒントに、新聞活用に特
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化した知育番組にしていきたい。このテレビ
番組の放送日は週末が良いと思う。先に述べ
た『知育面』の掲載日と共に週末に合わせる
ことで、新聞を教材にしながらテレビ番組で
レクチャーを受けたり工作をしたりする連動
企画も可能になる。
　いずれにせよ、新聞の「知育ツール」とし
ての活用を「デジタルネイティブ世代」に
浸透させるには、幼児期におけるNIEの導入
や、知育コンテンツの開発などの自助努力の
他に、人気キャラクターの魅力やテレビ番組
の影響力などとコラボレーションしながら、
多面的にアプローチしていくことが不可欠に
なる。

２．親世代へのアプローチ

　無読層の親世代に対し、直接的なアプロー
チで新聞に興味を持ってもらうのは至難の業
だ。そこで、子どもを介した間接的なアプロ
ーチが望ましいと考える。例えば、西武鉄道
は、夏休み期間中に「妖怪ウォッチ」スタン
プラリーを実施して家族での鉄道利用を図り
大きな反響を得た。これに限らず多くの企業
が、子どもの興味・関心をフックに「親子で
の消費・利用」を促している。
　本節では、子どもの「知育・教育」を軸に
して無読層の親世代に接していくことを提言
する。まず、前述したような子どもへのアプ

ローチを図った上で、それをきっかけに親世
代へ「子どもの知育・教育には新聞が必要
だ」という「気づき」を与え、短期・中期的
に新聞購読へとつなげていきたい。
　戦略PRプランナーの本田哲也氏は、消費
者を動かすために「カジュアル世論」の形成
が必要だと説いている。「カジュアル世論」
とは「商品が売れるためにつくり出したい空
気」と定義し、その「空気」は一度つくれば
消え去ることなく継続的な効果を得られると
している。「子どもの知育・教育には新聞が
有効」という「気づき」を一過性のものにせ
ず新聞購読者として継続的に囲い込んでいく
ためには、この「カジュアル世論」の形成は
とても有益である。また、同氏はその形成に

「公共性＝マスコミの活用」「偶然性＝クチコ
ミの活用」「信頼性＝インフルエンサーの活
用」の３要素が不可欠だと述べている。それ
では、どのような施策で３要素を満たせばい
いか考えてみたい。

①「公共性＝マスコミの活用」は、新聞報道
という自らのコンテンツ力、情報発信力を
生かすことで賄えるだろう。ただし、記事
としてとり上げるためには、報道するに値
するような「知育に新聞が活用できる」と
いう利点が揃っていなければならない。そ
れには、前述の幼児教育での「紙遊び」や

被災地支援として東北の子どもたち向けに実施した「ピカチュウかぶと」広告
Ⓒ2015 Pokémon. Ⓒ1995-2015 Nintendo/Creatures Inc./GAME FREAK inc.

ポケットモンスター・ポケモン・Pokémonは任天堂・クリーチャーズ・ゲームフリークの登録商標です
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「知育ツール」としてのコンテンツ開発な
ど、子どもへのアプローチをしっかりと実
践しておく必要がある。

②「偶然性＝クチコミの活用」は、ママ友同
士の広がりを狙っていきたい。例えば、親
子連れが多い週末のショッピングセンター
などで、前述の新聞社とコラボレーション
した人気キャラクターを登場させて、新聞
を知育ツールとして活用するワークショッ
プを展開するのはどうだろうか。人気キャ
ラクターに会えて知育としても役立つ体験
を、随所で継続的に提供していけばママ友
同士のクチコミが広がるだろう。また、マ
マたちに向けたイベントに協賛してブース
出展するのも効果的だ。「たまひよファミ
リーパーク」や「mama fes」などのイベ
ントは、子育て世代のママが楽しめるよう
なトークショーやワークショップを実施し
２万人以上の来場者を集めており、業種を
問わず様々な企業が協賛している。そこに
新聞社が「知育」を軸に協賛や後援をすれ
ば意外性をもって受け止められクチコミが
広がるかもしれない。

③「信頼性＝インフルエンサーの活用」は、
小学校受験界の権威者を味方に付けるのは
どうだろうか。例えば、有名学習塾の塾長

トを与え「新聞業
界 が 子 ど も の 知
育・教育に本気で
取り組んでいる」
というメッセージ
を強く打ち出すこ
とができる。これ
によりママ友同士
のクチコミをさら
に拡大させること
も可能になる。そ
して、この取り組
みを毎年「こども
の日」に継続的に

などに、小学校入試に役立つ新聞活用法を
シンポジウムなどで語ってもらう。もしく
は、子どもの小学校受験が成功した人気マ
マタレントに知育での新聞活用法をブログ
などで語ってもらうのも効果的だろう。い
ずれにせよ、小学校受験界のインフルエン
サーを活用して「子どもの教育費にはお金
を惜しみたくない」という親心をつかんで
いきたい。

　ただし、これら３要素を満たしたとして
も、一つの新聞社の取り組みだけでは、「子
どもの知育・教育に新聞が必要だ」という

「カジュアル世論」の形成までには至らない
と感じる。やはり、地方紙・ブロック紙・中
央紙が総力を挙げて取り組み、新聞業界全体
としての規模のメリットを生かすことにこそ
大きな可能性が見いだせると思う。
　例えば、規模のメリットの生かし方とし
て、５月５日の「こどもの日」に、①の「紙
遊び」や「知育ツール」のアイデアを全国の
新聞社が編集紙面で一斉に発表し合ったり、
②のショッピングセンターでのワークショッ
プや、③の学習塾の塾長やママタレントなど
によるシンポジウムを全国各地で一斉に展開
したりすることで、親世代に大きなインパク

【提言の全体イメージ】
「デジタルネイティブ世代」の幼児期から親世代までの「知育・教育」を軸にした複層的な対策

※筆者作成
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新聞広告に出てくるアンパンマン、ポケモン
などのキャラクターに興味を示し、新聞紙上
でクレヨンを握ってお絵描きを始めた。それ
らは、私の家庭に新聞が常に存在しており、
娘が生まれながらに新聞に親しんでいたこと
によるものだといえる。
　日本新聞協会が実施した「2013年全国メデ
ィア接触・評価調査」（全国、15歳以上79歳
以下の男女個人、回答数3,801）の結果によ
ると、「新聞を読み始めたきっかけ」は「家
にあったから」が新聞閲読者全体で37.6％と
最も割合が高くなっている（表）。娘も親世
代になったら、新聞を通して得た知識や経験
などの重要性を実感し、間違いなく新聞を購
読するだろう。幼児期から新聞に慣れ親しま
せることが、将来の新聞購読者につながると
確信している。
　「デジタルネイティブ世代」を「新聞non-
native世代」にさせないためには、親を巻き
込んだ幼児期からの“超早期対策”を複層的
かつ各紙が総力を挙げて取り組んでいかなく
てはならない。また、先を見据えて、その取
り組みを今すぐに始めるべきだと提言する。

実施していけば、やが
て「カジュアル世論」
は形成されていくはず
だ。

おわりに

　冒頭で挙げた私の娘
は、スマホを使いこな
せる一方で、０歳から
新聞に接し、１歳にな
り「ママ」「パパ」な
ど簡単な言葉を発し始
め、 そ の 後「 シ ン ブ
ン」という言葉も発し
出した。また、２歳ぐ
らいからは新聞記事や

新聞閲読者全体
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％

15-19歳（ｎ=132）

20代（ｎ=211）

30代（ｎ=434）

40代（ｎ=570）

50代（ｎ=549）

60代（ｎ=720）

70代（ｎ=561）

37.6

32.1

42.7

38.6

38.9

38.2

35.3

43.2

37.4

33.7

29.7

34.2

25.4

－

19.4

23.3

27.2

30.8

37.9

36.2

13.7

17.9

9.7

－

8.1

12.7

13.7

13.8

15.3

17.5

9.3

7.7

10.9

32.6

15.6

7.4

9.8

7.5

6.3

8.4

8.6

4.8

12.1

－

1.4

6.5

6.1

10.9

12.4

10.3

5.8

6.0

5.7

15.2

7.1

6.2

6.7

5.6

4.0

4.5

5.4

3.4

7.3

－

0.9

0.7

1.2

2.9

8.9

14.3

5.1

6.2

4.1

2.3

5.7

8.5

5.8

4.9

4.2

3.4

4.6

5.4

3.8

0.8

12.8

4.4

4.6

4.0

2.6

5.5

表：新聞を読み始めたきっかけ（複数回答）

出典：日本新聞協会「2013年全国メディア接触・評価調査報告書」
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Pro f i l e

ニュースペーパー・バトルによって
新聞の魅力を伝える

入 選
1988年千葉県生まれ。2012年産経新聞社に入社。
営業局開発一部を経て、14年から現職

根岸　宏樹（ねぎし・ひろき）

産経新聞東京本社　営業局営業第一部

１．はじめに

　毎朝の通勤時間に地下鉄の車中を見回す
と、新聞紙を広げている人はほとんどいな
い。10年前、筆者が学校に向かう電車の中で
見ていた風景は、もはや存在しない。新聞の
代わりに通勤途中のビジネスマンの手の中に
あるのは、スマートフォンだ。2008年に日本
でiPhoneが販売されて以後、着々と世の中
に浸透し、14年の今では国民の生活の一部に
融け込んでいるスマートフォン。ニールセン
の調査によると、13年４月〜14年４月の１年
間でスマートフォンからのインターネット利
用者数（アプリの利用、ウェブサイトの訪
問の両方を含む）は前年度から約1,100万人

（38%）増加の3,978万人となっている。
　さて、14年３月、とあるCMの放送が開始
された。プレゼンを控えるビジネスマン二人
の前にウルトラマンが現れ、「たかが３分。
されど３分。」という文字が表示される。「３
分で旬のニュースをまとめ読み！」という
宣伝文句が印象深い「グノシー」のCMであ
る。このグノシーの広告宣伝により、「ニュ
ースキュレーションアプリ」の存在がスマホ
利用者の間で一気に有名になったのではない
だろうか。ニュースキュレーションアプリと
は、複数のニュースメディアが配信している
記事をまとめて読むことが出来るサービスで

ある。
　スマホの普及とニュースキュレーションア
プリの登場が、日本人の新聞離れをますます
加速させる可能性は高い。実際に筆者もニュ
ースキュレーションアプリを複数活用してお
り、その魅力を体感している。
　魅力の一つとして、その手軽さが挙げられ
るだろう。グノシーの宣伝文句が象徴的であ
るが、短い時間で多くの情報を得ることに向
いているので、ちょっとした時間で世の中の
出来事を一気に確認できる。また、ニュース
キュレーションアプリの中にも棲

す

み分けがあ
り、用途に応じて使い分けも可能だ。例え
ば、「ニューズピックス」は新聞の中でいう
経済新聞のようにビジネス情報に特化したア
プリである。
　何より無料で利用できるので、若いビジネ
スマンや学生が新聞の代わりに利用するのは
自然だろう。彼らの多くはお金に余裕がない
だろうし、比較的小さい頃からインターネッ
トに親しんでいるため、情報に対して金銭を
支払う感覚が希薄であるともいえる。
　今後、新聞が購読数を保つためには、こう
したキュレーションアプリを新聞の代わりに
活用している人達に「新聞の価値」を理解し
てもらう必要がある。それでは、お金を払っ
てまで得られる新聞の情報価値とは何だろう
か。



61

２．課　題

　自明のことであるが、インターネット上に
あまた存在するニュース情報や、ニュースキ
ュレーションアプリの記事のほとんどが二次
情報である。自ら取材し、一次情報を記事化
しているサイトやアプリはごく僅かで、新聞
社が発信する記事の二次利用が圧倒的に多
い。
　全国に支局を構え、日本中の事象を取材で
きる環境を持つのは新聞社の強みである。一
次情報を獲得する取材力、内容を分かりやす
く伝える文章力、有益な情報を的確に選択す
る質の高い編集力、その全てが新聞の商品価
値を作っている。新聞購読料は情報の精度、
質に対する支払いといえるだろう。この価値

（ニュースサイトやアプリとは異なる価値）
を認識させることが、新聞の読者を増やすた
めの至上命題ではないだろうか。
　この目標をクリアするためには、全国の新
聞社が一丸となって「新聞の価値」をプロモ
ーションしなければならない。もはや、自社
の新聞の商品価値だけを上げるのは難しい状
況にあるからだ。もちろん、新聞業界全体で
新聞の価値を認知させる取り組みはこれまで
にもあった。その一つに、NIE（Newspaper 
in Education）が挙げられる。新聞を教材と
して使用することで、小・中・高生や大学生
はプログラムを通して自ずと新聞の価値や魅
力を理解する。彼らにとっては国語力向上に
役立ち、新聞社にとっては将来の顧客を獲得
できる、双方に有益な取り組みである。新聞
の価値や魅力は言葉で伝えるのが難しい。

「取材力」「文章力」「編集力」はいずれも無
形の価値だからである。そのため、NIEのよ
うに実際の新聞記事に触れる過程でそれに気
付いてもらう仕組みが必要である。
　その仕組みのヒントを「ビブリオバトル」
というイベントの中に見いだすことが出来
る。書評合戦とも呼ばれるこの知的遊戯のル

ールは以下の通り。複数人で集まり、自分の
お気に入りの本を各人が紹介する。その後、
ディスカッションを行った上で「（自分の紹
介した書籍以外で）どの本が一番読みたい
か」を投票、勝者を決めるというゲームであ
る。個人的なエピソードを交えつつ書籍を紹
介したり、周囲を惹

ひ

き付ける言葉選びや話し
方を工夫したりと、落語や演劇に通じるもの
があり、見るイベントとしても面白い。ビブ
リオバトルは一般的に堅苦しいイメージのあ
る「書評会」にゲーム性を与えることで、親
しみやすいイメージへと変えた成功例であ
る。
　筆者はこのビブリオバトルを応用した「ニ
ュースペーパー・バトル」というイベントを
提案し、新聞の価値や魅力を世の中に認知さ
せたい。

３．提　言

（A）「ニュースペーパー・バトル」の概要
　ルールは以下の通りである。各新聞（日本
新聞協会会員社）の代表者（職種、役職問わ
ず）一名、その新聞の読者（個人でも複数人
でも可）がタッグとなり、一つのチームとす
る。４〜５チームを一つのグループとし、各
チームが自社の新聞の記事（広告も可）を一
つ選ぶ。記事にまつわる個人的なエピソード
や感想、意見等を発表しながら、聞き手をそ
の新聞の「ファン」にさせるための発表を行
う。各チームの発表の後、ディスカッション
を行い、自らのチーム以外への投票により勝
者を決める。勝者勝ち残りのトーナメント形
式にし、優勝を決めるというイベントであ
る。
　各新聞はプレゼンテーションにあたり、相
応の準備が求められる。まず、新聞代表とタ
ッグを組む読者を決めなければならない。編
集面にて「他人に勧めたい記事とその理由」
を課題として、読者応募を行う。応募数が多
ければオーディションや面接をし、代表を決
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める。発表者と紹介する記事の選択が終わっ
たら、新聞代表と読者代表が協力体制を取
り、記事が執筆された背景を調べたり、必要
であれば執筆者への取材も行ったりと、プレ
ゼンの材料収集をする。無論、新聞の代表者
が記者で、自身の書いた記事を選択・発表す
ることも可能である。材料が集まったら、プ
レゼンの役割分担を決める。プレゼンの目標
は「記事の紹介を通して、聞き手をその新聞
のファンにする」ことなので、オーディエン
スの心に一番響く説明方法を考えなければな
らない。プレゼンの役割分担が勝利の鍵を握
るだろう。
　実施時期は10月の「新聞週間」を想定。大
会の会場には観客を招き（見るイベントなの
で、大型の会場が好ましい）、テレビ中継な
いしインターネットの動画配信を行う。新聞
を読まない人に新聞の魅力を伝えるのが趣旨
であるから、出来るだけ多くの目に触れる必
要がある。一方、新聞読者にも本イベントを
通して、より深く新聞のファンになってもら
うべきである。イベント翌日（ないし近い日
程）に、参加した全ての新聞でイベントの採
録紙面（全10段）を掲載する。勝ち負けに関
わらず、紙面にて告知・採録を行うことを参
加の条件とする。
　「ニュースペーパー・バトル」の大まかな
概要は以上である。次に、なぜこのイベント
が新聞の価値、魅力を伝えるのに最適なの
か、説明したい。
　新聞を好きになるには、二つの誤ったイメ
ージを解消することが条件だと考える。一つ
目は「新聞に差異はない」という誤解、二つ
目は「新聞記者の多くは匿名の存在」という
誤解である。「ニュースペーパー・バトル」
を観戦すれば、これらの間違いに気付き、自
然と新聞の価値、すなわち取材力・文章力・
編集力の神髄を知ることが出来る。
　第一のイメージに関して。新聞を読まない
多くの人は、一般紙、経済紙、スポーツ紙等

のジャンルの違いを認識することが出来て
も、同ジャンルの新聞の中で、個々に大きな
違いがあることを知らないのではないだろう
か。なぜなら、大凡の人は新聞の読み比べを
する機会がないからだ。
　「ニュースペーパー・バトル」は各新聞の
差を実感するのに適している。同グループの
Ａ紙とＢ紙が全国高等学校野球選手権大会の
決勝戦を題材にすると仮定しよう。どちらも
翌日のスポーツ面の記事を取り上げている
が、Ａ紙は「選手の感動エピソード」を、Ｂ
紙は「監督の戦略」を深く掘り下げている。
すると、オーディエンスは「エピソードに強
いＡ紙」「戦略に強いＢ紙」というイメージ
を抱く。各紙がその新聞の魅力的な記事を発
表するという前提があるので、プレゼンの中
には少なからず各々の特色が反映されるだろ
う。そして、バトルを観戦するうちに、Ｃ紙
の社会面が面白い、Ｄ紙の文化面は格調が高
い、Ｅ紙の生活面が役立つ等、それぞれの
新聞の長所が分かってくる。「取材力」「文
章力」「編集力」の高さ、そして新聞ごとの
微妙な差を実感するのである。これに気付く
と、次第に自分の好みの新聞が分かってく
る。新聞はキュレーションメディアなので、
新聞を好きになるということは要するに、自
分好みの新聞を見つけ出すということでもあ
るのだ。
　二つ目の誤ったイメージもこのイベントを
通して解消されるだろう。魅力的な記事は記
者の取材力の賜物であり、記事の裏にいつも
ドラマが隠されている。ある日の社会面に載
った10数行の事件記事の中にも、被害者の悲
しみや苦悩、あるいは真相に辿

たど

り着くまでの
記者の努力が存在している。しかし、残念な
がら読者が記事を読んでリアリティーを得る
のは難しいし、そういうことは映像メディア
の得意とするところである。「ニュースペー
パー・バトル」では、執筆者への取材や読者
代表の個人的なエピソードの紹介を通して、
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記事にストーリー性を持たせ、現実性を得や
すくする。また、読者代表と一緒に新聞の代
表者がプレゼンをすることもポイントであ
る。普段は顔の見えない新聞社の社員が登壇
すれば、新聞の有する「匿名」感がなくな
り、新聞記者あるいは新聞そのものに対する
親近感が湧くに違いない。この親近感は、新
聞記者が一次情報を得る難しさへの理解、ひ
いては一次情報の価値への理解へとつながる
だろう。

（B）参加各紙のメリット
　「ニュースペーパー・バトル」は新聞自体
のプロモーションなので、出来るだけ多くの
新聞が参加するのが好ましい。ここで参加社
側のメリットを整理する。
　自社媒体の宣伝と収益の獲得が大きなメリ
ットである。
　前者については、バトルにおけるプレゼン
自体が自社の新聞のファン作りを目標として
いるので、優勝すれば、その日一番ファンを
獲得した新聞という栄誉を得る。採録紙面で
は、大会に参加した全ての新聞で自社媒体の
名前が露出するので、宣伝効果は計り知れな
い。
　後者については、協賛社を募集し、収益化
を図る。イベント会場ではサンプリングやバ
ナー掲出、大型ビジョンでのCM露出などの
メリットを設定し、特別協賛社には採録記事
下の５段広告をメリットにする。参加する全
紙に広告が掲載されるので、インパクトは極
めて大きい。また、紹介された記事およびプ
レゼンをまとめ、書籍として販売する。な
お、「ニュースペーパー・バトル」関連で獲
得した収益はイベントの運営資金と各紙の採
録紙面代（広告費）に充当する。紙面代は部
数等に関係なく、一律の分配とする。

（C）読者のメリット
　この提言の核は「新聞を読まない層を読者
にすること」であるが、普段から新聞を読ん
でいる読者のメリットについても言及してお

きたい。
　新聞は一方向に情報を発信するメディアで
ある。読者投稿の欄もあるが、基本的には相
互のやり取りはなく、それ故に記者の顔が見
えないという側面がある。「ニュースペーパ
ー・バトル」の代表に選ばれた読者は、記事
を自らの視点で再構築して発表する。発表に
至るまでには、新聞の代表者とも議論を重ね
てプレゼン内容を作りこんでいくので、自然
と「新聞－読者」の相互性が生まれる。新聞
にとってこれは新しいあり方であり、読者に
とっても新聞に自らが介入できる数少ない機
会である。
　こうした機会は新聞の熱心な読者にとって
非常に有益だと考えられる。それぞれの新聞
社で読者を対象にした「ニュースペーパー・
バトル」講座を個別に開き、自社の記事のみ
を使用して、記者と読者が交流する場を作る
などの試みをしてもよいのではないだろう
か。

（D）ニュースペーパー・バトルの広がり
　本企画は多くの広がり、応用が考えられ
る。
　読者代表にカテゴリーを設けることで、新
聞を訴求したいターゲットに焦点を当てるこ
とが出来る。「大学生」「高校生」枠を作って
新しい顧客の獲得を狙ってもよいし、NIEと
の連携を図ることも可能である。
　あるいは、編集面でカテゴライズするのも
面白い。「政治」「経済」「運動」「文化」「生
活」「社会」「広告」の枠を設定する。それぞ
れの分野の専門知識や思想を戦わせるので、
見る側の知的好奇心をくすぐるバトルになる
可能性が高い。例えば「広告」枠を実施する
場合、それぞれの新聞単独の企画広告で競
う。広告主や広告会社への取材を通して企画
実施に至るプロセスや背景をオーディエンス
に伝えることで、広告の持つ意味をより深く
知ってもらうことが出来る。新聞広告への興
味を喚起すると同時に、新聞社にとっても企
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画広告のレベルアップにつながる好機になる
のではないだろうか。
　また、新聞側に特別カテゴリーを設けるこ
とで、より親しみやすいイベントにし、盛り
上げることが出来る。一例を挙げると、「ニ
ュースペーパー・バトル」の中に、「学生新
聞・バトル」を設置する。全国の大学・高校
の新聞部で発行している新聞記事を題材に、
部員と学内のファンがプレゼンを行うのであ
る。全国の新聞部員にとって、甲子園のよう
なイベントになる可能性もある。
　最後に、筆者の考える「ニュースペーパ
ー・バトル」の最大の広がりは、ニュースサ
イトやキュレーションアプリとの融合であ
る。冒頭で述べたように、14年はスマートフ
ォン時代の新しいニュースメディア、キュレ
ーションアプリ元年である。今、各ニュース
キュレーションアプリは、生き残りをかけて
様々な取り組みを行っている。その中で最も
インパクトがあったのは、「東洋経済オンラ
イン」佐々木紀彦編集長のニューズピックス
への移籍である。佐々木氏の移籍はニューズ
ピックスが独自のコンテンツをユーザーに提
供する準備を整えていることを示し、独自の
カラーを印象付けるのに成功した。乱立する
キュレーションアプリの中で差別化を図るに
は、その独自性によってファンを獲得する必
要があるが、「名物編集者」というコンテン
ツは最も有効といえるだろう。
　「ニュースペーパー・バトル」との融合と
はすなわち、ニュースサイトやキュレーショ
ンアプリの編集者が、自らのサイト・アプリ
に掲載した新聞社配信の記事を選び、ユーザ
ーとタッグを組んでバトルに参戦することで
ある。これによって「有料の新聞」と「無料
のサイト・アプリ」との間に存在する壁を取
り除くことが出来る。新聞とキュレーション
アプリの相互的な関わり合いを感覚的に理解
してもらえる仕組みが出来上がった時、新聞
を読まない層が初めて（あるいは改めて）新

聞の方を振り向いてくれるだろう。

４．おわりに

　本論のアイデアの素となっているビブリオ
バトルの映像を実際に見てみると、本来は形
のない書籍たちがあたかも生き物のように発
表者と聞き手との間を動き回っているのが分
かる。文章が人の作り出したものである以
上、人が介在するとそれは本来のリアリティ
ーを取り戻し、より心に訴えるものへと変わ
る。
　筆者が新聞社の一員になり感じたのは、そ
れまで匿名性を感じていた新聞記事が、小説
や戯曲のような生き生きとしたイメージに変
化したということである。もちろん社内の記
者の名前、顔をすべて把握しているわけでは
ないので、記事を読んで誰が書いたのか分か
らないこともある。だが、記者の仕事の現場
を知っているので、記事の奥に潜む執筆者の
顔をぼんやりと想像することは出来る。その
感覚を一般に広めることが新聞のファンを作
ることにつながるのではないかと思い、「ニ
ュースペーパー・バトル」を提案した。
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Pro f i l e

　被災地発の体験価値企画から考える課題解決起点の広告の
　あり方　

新聞とウェブをつなぐ戦略的社会性

1972年大阪府生まれ。96年河北新報社に入社。営業
局企画事業部を経て、2014年から現職

松本　純一（まつもと・じゅんいち）

河北新報社　営業局営業部主任

入 選

１．はじめに　インターネット広告は
　　新聞広告の敵なのか

　周知のように、インターネット広告の伸長
に影響される新聞広告を取り巻く環境は視界
不良にある。電通の「日本の広告費」の統計
で2009年にインターネット広告が新聞広告の
売り上げを抜いて以降その差は開きつつあ
り、13年は新聞広告6,170億円に対してネッ
トは9,381億円だった（注１）。
　売り上げといった指標以外でもネットの優

位性が指摘される。日本新聞協会の「2013年
全国メディア接触・評価調査報告書」の中で
清水聰慶応大学教授は、認知媒体としての新
聞広告のプレゼンス低下を指摘し、「新しい
商品・サービスを知ることができる」指標で
はテレビCMとインターネット広告の後

こう

塵
じん

を
拝している（グラフ１）。
　とはいえ、新聞広告には底堅い強さがあ
る。とくに地方紙に備わる「地域や地元の情
報が多い」の評価はトップで、エリアセグメ
ントに秀でる折り込み広告と共に高い値を獲

グラフ１：新しい商品・サービスを知ることができる広告
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出典：日本新聞協会「2013年全国メディア接触・評価調査報告書」
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グラフ２：地域や地元の情報が多い広告
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得した（グラフ２）。インターネットは新聞
広告と敵対するのか？　同報告を監修した清
水教授は、消費者の購買プロセスの入口は広
告をはじめとした売り手発の情報だけを起点
にしないことを指摘し、第三者の購買後情
報、いわゆる「口コミ」をSNSで獲得した消
費者がどこからでも購買行動に入る「情報循
環時代」に入ったと分析している。
　その特徴に消費者がSNSで知った情報をマ
スメディアで確認する行動を挙げ、情報の裏
をとる「ブログやSNSで知ったニュースを確
認するメディア」の調査では35.0%が新聞記
事を挙げた。これはトップの検索サイトのニ
ュースに次ぐものである。検索サイトの記事
は新聞社や通信社が汗を流して出来上がるコ
ンテンツだが、多く読まれているのは検索サ
イトという状況に複雑な気持ちを持つ新聞人
は多い。とはいえ、パイを争う広告市場での
競合とは異なり消費者は新聞とネットを“行
ったり来たり”して柔軟に使い分けている。
新聞広告に携わる我々もネットとの有機的な
連携でビジネス上のメリットを享受するアプ
ローチを模索するべきだろう。いかに連携す
るか？　　メディアミックスの観点で多くの
知見の積み重ねがあるが、その答えは一様で

はなく、常に新聞社の戦略課題だ。本稿では
地方新聞社がもつ「戦略的社会性」と「体験
価値」をその実現に有用な視座として提示
し、新聞広告とネットを結ぶ道を探る。

２．震災の風化防止に求められる
　　被災地での体験

　筆者は東日本大震災の甚大な被害を被った
東北、宮城県に発行本社を置く新聞社の営業
職域の一員として、地方新聞社がビジネスを
通していかに復興に貢献できるのかという問
題意識を抱いている。３年半が経過した今、
被災地では震災の風化への不安が醸成されて
いる。東京大学総合防災情報研究センターの
14年１月の調査「東日本大震災を『最近、話
題にした』人の比率」によれば、震災が話題
にのぼる機会は時間の経過とともに減り、そ
の頻度は明確な「東高西低」の傾向にある

（注３）。同センターは３年の月日を考えると
仕方がない面もあり、いたずらに風化を叫ぶ
のではなく、被災地での体験を共有する仕組
みづくりの必要性を指摘する（注４）。震災
の風化に対して、現地での体験の共有が有効
という指摘には頷

うなず

くところが多い。そこで地
方新聞社が出来ることがあるからだ。本稿で

出典：日本新聞協会「2013年全国メディア接触・評価調査報告書」

（％）
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は河北新報社とヤフーが13年11月３日に宮城
県石巻市、女川町、南三陸町で共催したリア
ルイベント「ツール・ド・東北 2013 in 宮
城・三陸」をケースに新聞とネットの連携、
そして地域社会への貢献とビジネスをめぐる
提言を試みる。

３．地方紙とネット企業の出会いと
　　戦略的社会性

　ヤフーは石巻市の河北新報社石巻ビルに12
年７月「ヤフー石巻復興ベース」を開設し
た。ネットの力で復興を応援するという志の
もと５人の社員が駐在し、被災地の情報発信
や地場産品のＥコマース事業を展開してい
る。東北を訪れたヤフーの宮坂学社長は「東
北の沿岸部の広範囲な被害を目にするために
マラソンでは回りきれない。車だと肌で感じ
づらい。自転車ならどうだろう」との着想を
河北新報社の一力雅彦社長に伝え、地方新聞
社とIT企業の雄が協働する被災地支援がス
タートした。石巻市を起点に南三陸町まで、
160、100、60キロの３コースを設定し、被災
地の真っただ中を走る企画である。
　地域が困難なときだからこそ、地方新聞社
の力が問われている。地方新聞社は地域企業
として地域社会と濃密な共存共栄の関係にあ

り、地域資源の発展が自らの成長に大きく影
響する。そのうえで、地域企業が地域の社会
的問題の解決を図り、発展に貢献するために
はそのニーズを感知して企業戦略の中に取り
組むことが重要であり、メセナやフィランソ
ロピーに留まらずに本業を通じて向き合う

「戦略的社会性」がその戦略に求められると
経営学の領域で考察されている（注５）。長
期にわたる震災復興に企業が持続的に関与し
続けるためには不可欠な視点で、地方紙にと
っても然

しか

りである。
　「ツール・ド・東北」は10年の継続を目標
に掲げた。長い時間軸で復興を見守る場にす
るためだ。その実現は収支均衡なしでは困難
であり、まさに新聞社としての戦略的社会性
が求められる。そこで新聞広告の現場が培っ
てきた経験と手法が生きるのである。

４．企業の社会貢献と本業の関係

　企業の社会貢献に対する消費者の関心は高
い。日経MJが11年に国内の3,939人を対象に
行った調査で93.5%が「企業は社会貢献活動
に取り組むべきだ」と回答した。さらに、企
業が社会貢献をどのように位置づけるべき
か、に対しては「社会貢献と収益を両立した
ビジネスモデル」「社会貢献を通じて企業価

値の向上を」と56.7%がビジネ
スを通じたものであるべきだと
考えている（グラフ３）。
　McKinsey & Companyの 調
査（07年、注６）で、経営者が
重視する大企業の社会貢献に
は、①雇用の創出、②発見やイ
ノベーション・科学技術の革
新、③人々が必要とする商品や
サービスを生産すること、④
納税等を通して地域経済を支え
る、⑤従業員の教育や訓練　　
となり、２位と３位に本業を通
した方法が挙げられた。これら※日経MJ（流通新聞）2012年１月１日付より筆者作成

グラフ３：企業の社会貢献の望ましい位置付け
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コトラーらが提示する段階 宮城・三陸の課題

①社会文化的課題の特定
②ターゲット構成集団の選択
③変化を生み出す解決策の提供

震災の風化と被災地への流入数の減
宮城・東北以外の居住者
自転車イベントで被災地に人を呼び込む

表１：企業の社会問題への取り組みの策定プロセス　コトラーらの分類

の調査からはフィランソロピー的な企業の社
会貢献よりも本業を通じた方法への期待が消
費者と経営者双方の意識に高まっている傾向
が伺える。
　経営戦略論ではイノベーション創出への企
業の優越性を前提に、社会問題の解決に対す
る企業の本業を通じたアプローチが社会的価
値と企業の経済的価値双方を創出すると強調
するハーバード大のマイケル・ポーター教授
らが提唱する概念「Creating Shared Value

（CSV）＝共通価値の創造」がある。寄付等
のCSRとは性格を異にする企業が経済的に成
功を目指す方法と戦略とされる（注７）。
　実務と理論の両方で企業と社会的課題の関
係が深まる中、フィリップ・コトラーらは近
著『マーケティング3.0』で「慈善活動が社
会の変化を促すのではなく、社会の変化が慈
善活動を推進する」とし、慈善活動単体は短
期的なインパクトしかもたらさないと指摘す
る（注８）。CSVと同様に自社のビジネスモ
デルの根幹で社会的課題に取り組むことが自
社価値の強化につながるとして、三つの実行
段階を提示する。「ツール・ド・東北」の企
画策定過程に援用したい（表１）。
　①宮城・三陸における社会文化的課題の特
定は、訪問者の減少と震災の風化が進むこと
と捉えた。②ターゲット構成集団の選択の第
一は被災地以外の居住者、消費者である。

“来て、見てもらいたい”人々だ。③変化を
生み出す解決策の提供は、自転車イベントを
通じ人々を呼び込み、被災地の今を「体験」
してもらう場を作ることだった。地方新聞社

がこの試みをビジネスとして取り組むことも
また挑戦に値することであった。

５．地域ブランド醸成に向けた
　　「体験価値」の活用

　とはいえ、地域に人を呼び込むことは平時
でも容易ではない。いかに地域の魅力と価値
を訴求するか？　　それを包括する概念が

「地域ブランド」だ。「地域が独自に持つ歴史
や文化、自然、産業、生活、人のコミュニテ
ィーといった地域資産を、体験の 『場』を通
じて精神的な価値へと結びつけることで、買
いたい、訪れたい、交流したい、住みたい、
を誘発するまち」が定義で（注９）、買う→
訪れる→住む、と地域との関与の段階が高く
なるにつれて「体験価値」が重要になるとさ
れる。関係性マーケティングでも経験の場は
強力なコンタクトポイントになり、消費者も
サービスに費やすコストを吟味し、価値ある
経験にお金と時間を費やしたいという傾向に
ある（注10）。
　「被災地に行きたいけどきっかけがない」
という潜在的なニーズをもつ消費者・生活者
が被災地支援という「社会事」を「自分事」

（注11）にしてもらう機会として「ツール・
ド・東北」を機能させるのだ。単なるスポー
ツイベントではない。復興には長期間の支援
が必要であることを知ってもらい、地域資源
として元来保有している三陸の海の幸や風景
といった魅力＝価値を楽しんでもらう。被災
地の地域ブランドを「体験価値」をキーに創
造するのだ。

※筆者作成
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６．地方新聞社に何ができるのか
　　インターネットとの連携で増幅した
　　発信力

　ここで地方新聞社の出番である。地域ブラ
ンド作りの成否はコミュニケーション戦略に
かかっている。ブランドの全国発信には地元
メディアにネットが加わることで“地域重視
と同時に全国区を狙う”ことが可能になる

（注12）。「ツール・ド・東北」は被災地の新
聞である河北新報とヤフーがタッグを組み、

「地方紙×ネット」で地域ブランド発信のコ
ミュニケーション戦略が奏功した新しい事例
である。
　全国への発信はトップページの月平均PV

が58.3億というヤフー（注13）の媒体力がい
かんなく発揮された。新商品の周知には新聞
よりもネットに優位性があることを反応から
も実感できた。13年６月24日に特設サイトを
オープンし、600人の先行抽選枠には3,908人
の申し込み。７月20日からの先着順の一般エ
ントリーは受付開始から14分で募集定員の
900人に達した。６月24日から11月10日まで
のサイト開設期間にPC版が160万7,563PV、
ス マ ー ト フ ォ ン 版 で55万872PVの 計215万
8,435のPVに至った。河北新報では６月26日
から５段1/2の参加者募集広告を掲載。開催
市町の住民に理解をいただくための事前周知
や東北を重視した「東北地域参加枠」の設定
などで、地域に訴求し続けた。河北新報社と

河北新報2013年６月26日付朝刊
参加者募集広告（５段1/2） ヤフー　大会公式サイト

「ツール・ド・東北」大会特集８ページ別刷り　記事下協賛者名連合広告（全５段×２）
河北新報　2013年11月２日付朝刊
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ヤフーがメディア展開を分担し、被災地域と
全国の両方に情報を発信した。
　メディア展開は縦方向と横方向の指向で進
められた。縦方向は上述の河北新報とヤフー
の媒体によるプッシュ型訴求である。横方
向はFacebookとTwitterの公式アカウントが
情報の拡散の役割を担った。Facebookでは
大会が近づく10月31日から投稿が増え、大
会日には参加した体験が投稿された。11月
６日までユニークユーザー数が29万3,152、
インプレッション数は125万7,634に達した。
Twitterは754人のフォロワーを獲得。大会
前日の投稿数が109、大会日には234に上っ
た。
　参加者の居住地に目を向けると、宮城県外
からの参加者は73%、うち首都圏が44.7%を
占め、「被災地に来て、見て、現在を知って
もらう」という目標に合致する結果となっ

た。宿泊や飲食で被災地での消費が促進され
たことも副次的な効果として注目できよう。
　Twitterで大会に言及した人の居住地の
38.8％（リアルタイム検索使用）、Facebook
公式ページの「いいね」ボタンを押したユー
ザー中約40％が東京都在住だった。SNSの動
向からも首都圏からの参加者の多くが被災地
での体験を拡散させたことが伺え、これも被
災地の現状を知ってもらうという目的に資す
るものだった。

７．協賛社の思いを表現する場と媒体

　地元の理解を得てスキームを構築すること
に並んで重要なのは資金である。参加者と同
じく「被災地を応援したい」という思いをも
つ多くの企業の協賛をいただき、“大会パー
トナー”には28社の参画を得た。河北新報で
は事前募集の記事下広告と開催前日の８ペー

大会日の模様　被災地を走り、地元の方たちの応援をもらう参加者

女川町では須田善明町長が全国からの参加者を
迎え続けた

南三陸町の休憩ポイントでの交流の様子
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ジ別刷り特集で大会パートナーの各社名を全
５段×２の見開き10段に連合で掲載。ヤフー
は大会公式サイトでバナー広告を掲載した。
新聞、公式サイトともオーソドックスな形の
協賛社露出だったが、初開催企画にとって国
内の名だたる企業のスポンサードは資金面に
留まらず、大会のブランド向上に大きく寄与
した。

８．開催結果

　大会には1,316人の参加者を迎えた。沿道
では仮設住宅から出て手や旗を振る人々が出
走者を応援する様がみられた。「被災地を応
援したい人を被災地の人が応援する」交流
が生まれた。有効回答数561人の参加者アン
ケートの回答者中97.7%が「来年も参加した
い」と答えた。ボランティアを派遣した協賛
社からも、被災地の方々と一緒に運営に携わ
ることがCSR活動として有意義だったとの評
価もあった。これも「体験価値」だ。第２回
大会は2014年９月14日に開催される。
　冒頭で提示した「インターネットは新聞広
告の敵なのか？」の問いに筆者はNOと答え
る。被災地支援を目的にした本企画では、地
方新聞社の地域への愚直なこだわりとインタ
ーネットの力が有機的に結びついて発信する
ことが理想的な形で結実した。被災地の住
民、参加者、協賛社の各ステークホルダーか
ら評価をいただくことができた。リアルイベ
ントとソーシャルメディアでの「絆」も生ま
れた。
　このケースを振り返り、地方紙のビジネス
へのインプリケーション（含意）を抽出し、
提言を試みたい。

９−１．提言　アクションプラン　
　　プラットフォーム「47 for Social 
　　Solution」の立ち上げ

　地域に深く根ざすのが地方新聞社の真骨頂
だが、単体で対応できない課題も多い。本稿

の事例では被災地に全国から人を呼び込むと
いう目標の達成はヤフーというパートナーな
しでは不可能であった。
　そこで、地方紙が連携し地域の課題を訴求
するサイトの運用を提案する。「47NEWS」
の 仕 組 み を 援 用 す る 形 で「47 for Social 
Solution」を稼働させるのである。地方紙の
全国への情報発信という47NEWSの本来目的
にも合致し、地域の課題を共有する意義とビ
ジネスとしての機会がある。
　さらに、このプラットフォームの発信強化
のためにIT企業による既存のポータルサイ
トとの提携を図りたい。日本最大級のメディ
アパワーをもつネット企業との協働を経験し
て、その力と新聞社とは異なる属性、とりわ
け若年層への強いリーチに補完性を実感した
からだ。普段、新聞を手に取らない層との接
触機会にもなる。
　IT大手はすでにこの分野に入っている。
グーグルが運営する東北のビジネスとコミュ
ニティーの復興を支援する「イノベーション
東北」は、被災地で新しい挑戦をする事業主
が求めるスキルをもつ人とマッチングさせて
課題解決をサポートする。ヤフーが自社広告
システムを用いて課題解決に取り組む人を
知らしめ、解決に協力したい人をつなげる

「Links for Good」もある。このような動き
に地方紙が横の連携で束となってアライアン
スを組むことで地域に根ざした展開に深みを
もたらすことができるはずだ。
　地方新聞社は編集を中心に地域の課題に取
り組む人・団体を常にウオッチしている。そ
の情報をもとに広告の現場が「47 for Social 
Solution」を通して全国、世界に発信し、紙
面でも広告企画を展開する。
　スキームへのサポーターの第一には企業を
想定する。課題解決に資する経営資源をもつ
企業に参画と広告企画への協賛を依頼し、企
業の本業の強みを用いた取り組み＝CSVを展
開してもらうのだ。すでに企業が取り組んで
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いる事例は多々ある。被災地の新しい街づく
りに高効率なスマートグリッドを構築する、
大都市圏に多くの取引先をもつ金融機関が被
災地の産品や事業主をマッチングさせる等、
まさに企業の力による課題解決とビジネスが
行われている。そのような企業の挑戦に地方
紙が連携してエリアソリューションへの取り
組みを紙面とインターネットで発信し共有で
きるはずだ。

９−２．提言　新聞広告の訴求力と
　　公共性を生かす

　広告の作り手としてソーシャルプロジェク
トを手がける電通の並河進氏は「ポスターで
はダメ。新聞で知らせることによってその活
動が『公共性の高いもの』になる。パブリッ
クな見え方がする」（注14）と新聞の強みを
述べている。広告主にこのような評価と期待
役割を最大限に訴求したい。企業のCSV（共
通価値の創造）を新聞広告で伝えるのだ。
　現地の人々の参加や協力が必要であれば事
前に告知広告を、そして活動を採録、報告広
告として掲載する。新聞広告を通じて地域の
人々に地域課題への取り組みを知ってもらう
のだ。そして、ネットの力も必要だ。参画す
る企業（＝広告主）にとっても地方紙に加え
て、ネットでの露出でその取り組みが伝わる
ことで価値が高まるからだ。既存のネットポ
ータルとの連携でそれが大きく向上する。企
業が支援している被災地の店、施設のクー
ポンやインビテーションをプラットフォー
ムに載せて来訪を促進するO2O（Online to 
Offline）も展開できよう。
　地方紙ネットワークで問題を共有して、ロ
ーカルな課題を全国で共有する、そんなこと
ができればいい。共通テーマ・課題をもつ地
域・地方紙でエリアフォーラムを開くのも一
考に値するだろう。環境、食、人口減といっ
たテーマや地域性に応じて、支援をいただけ
る企業への協賛提案を募り、ひいては共通の

テーマをもつ地方紙が連携する広告企画や相
互訪問型交流企画、共同シンポジウムも検討
できる。学生や研修を迎える見学やツアーと
いった体験価値企画も想定できる。

10．おわりに

　企業の本業による社会問題の解決が期待さ
れる中、報道機関である地方新聞社はそのア
プローチと親和性を有している。プッシュ型
の媒体訴求力が相対的に漸減する中、社会的
なコンテキストに体験価値を組み合わせて新
聞広告を活性化するアプローチは新聞社の既
存資源を活用した戦略である。経験として民
間放送局との違いはここにある。テレビはバ
ラエティーから報道まで番組単位でCMがセ
グメントされるが、新聞は掲載面の違いはあ
れども総体として社会的な色を持っていて、
そのような「お堅い」硬派さが差別化要因な
のだ。
　新聞社が社会課題とビジネスを結ぶ手法
は米国でも見られる。Washington Postが
シンポジウムやイベントを実施する事業

「Washington Post Live」（ 以 下WPL） だ。
同紙は読者の関心があるトピックを扱うイベ
ントはジャーナリズムの延長でも価値を有
し、収入増とブランド拡張に寄与するとして
いる。WPLの多くは同紙記者や政府高官、
ビジネス界のリーダーらを交えて実施され、
紙面やネットで公開される。名門紙の記者の
能力と情報収集力、ネットワークといった保
有資源と政治都市ワシントンDCの立地を活
用した紙面＋ネット＋体験価値による展開と
して参考になる（注15）。
　広告の領域ではコーズリレーテッドマーケ
ティングを用いたキャンペーンなど様々な手
法や知見の蓄積がある。新聞広告に従事する
者は今こそ地域の課題解決とビジネスをリン
クさせることに意識的になるべきであろう。

「社会問題を出発点にした広告のありかた」
（注16）、すなわちクリエーティブの力でイノ
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ベーティブな事業の創造や社会的課題の解
決、そして新聞広告の活性化を図るのだ。そ
の実現には地方紙が地域を深く、広く歩くこ
ともまた必要だ。震災復興の只

ただ

中にある地方
紙の一員として、その実践で新聞と新聞広告
の再評価を期したい。

【注釈・参考文献】
（注１）電通「2013年（平成26年）日本の広
告費」

（注２）日本新聞協会「2013年全国メディア
接触・評価調査報告書」

（注３）東京大学大学院情報学環総合防災情
報研究センター「CIDER Newsletter 第23号」
2014年

（注４）河北新報2014年３月13日付朝刊「３
年東日本大震災　触れる　継ぐ　防ぐ力に」

（注５）大滝精一・金井一頼・山田英夫・岩
田智著『新版　経営戦略』（有斐閣、2006年）

（注６）The McKinsey Quarterly, Assessing 
the Impact of Social Issues: A McKinsey 
Global Survey 2007, McKinsey & Company

（注７）Porter , M.E and Kramer, M.R 
“Crea t i ng  Sha red  Va l ue” Harva rd 
Business Review January-February, 2011

（『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビ
ュー』第36巻第６号の「共通価値の戦略」
2011年）

（注８）P.コトラー・H.カルタジャヤ・I.セテ
ィアワン著、恩藏直人監訳、藤井清美訳『コ
トラーのマーケティング3.0 ソーシャル・メ
ディア時代の新法則』（朝日新聞出版、2010
年）

（注９）電通abic project編、和田充夫・菅野
佐織・徳山美津恵・長尾雅信・若林宏保著

『地域ブランドマネジメント』（有斐閣、2009
年）

（注10）B.J.パイン・J.H.ギルモア著、岡本慶
一・小高尚子訳『【新訳】経験経済　脱コモ

ディティ化のマーケティング戦略』（ダイヤ
モンド社、2005年）

（注11）横山隆治著『トリプルメディアマー
ケティング ソーシャルメディア、自社メデ
ィア、広告の連携戦略』（インプレスジャパ
ン、2010年）

（注12）電通abic project編、和田充夫・菅野
佐織・徳山美津恵・長尾雅信・若林宏保著

『地域ブランドマネジメント』（有斐閣、2009
年）

（注13）Yahoo! JAPAN媒体資料2014年６月
改訂版より
http://i.yimg.jp/images/advertising/info/
ad/pdf/Media_sheet_Open.pdf

（注14）読売新聞広告局発行マーケティング
情報誌『ojo』2011年８・９月号のインタビ
ュー記事「『モノを売る』から『社会を良く
する』コミュニケーションへ」

（注15）「Washington Post live」ウェブサイ
トより
http://www.washingtonpost.com/blogs/
post-live/wp/2014/02/10/about-washington-
post-live/

（注16）並河進著『Communication Shift「モ
ノを売る」から「社会とよくする」コミュニ
ケーションへ』（羽鳥書店、2014年）
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Pro f i l e

新聞社と地域と主婦が「共創」する
「街づくりクラウドソーシング」

1983年京都府生まれ。2006年朝日新聞社に入社。
広告局広告編成センター、広告第１クラスター学校・
教育担当を経て、間に二度の産休・育休を挟み11年
から現職

虫明　麻衣（むしあけ・まい）

朝日新聞東京本社　広告局営業推進担当

入 選

１．はじめに

　昨年、第一子の出産を通じて知り合った
「ママ友」が、夫婦で小さな食堂を開くこと
になった。それに際し、「ママ友」たちが
Twitter上で意見を寄せ合った。
　元建築事務所勤務の友人が間取りのアイデ
アを出し、元ウェブデザイナーの友人は食堂
のロゴのデザインを考え、趣味で器を集める
友人は食堂で用いる器のアイデアを出した。
さらには、母親としての経験から、「子連れ
でも入りやすい食堂」に必要な要素や、地域
のほかの食堂との差別化に関しての工夫な
ど、次々と意見が出、議論が盛り上がった。
そこで私は、「母親」とはいえ、多くの人が
働いたキャリアを持ち、「母親」であるから
こそのスキルを持っていることに改めて気づ
かされたのである。
　しかし一方で、それらの意見を出し合った
母親の多くが、今は職を持たず、専業主婦と
して子育てをしていることにも気づかされ
た。
　この才能を埋もれさせてしまうのはもった
いない。新聞社が、この母親たちの才能と社
会を結べるのではないか。また、才能を発揮
できる場とはどのようなところなのか。その
具体的な仕組みを提案したい。

２．�女性活用の重要性と女性の価値観
の変化

２−１　女性活用の重要性
　内閣府がまとめた、2060年に向けた長期の
労働力人口予測によると、出生率が大幅に回
復し、女性や高齢者の労働参加が進んでも、
約50年で1,170万人、労働力人口が減るとの
結果になった。女性活用などが進まない場
合、減少幅は2,782万人に拡大し、潜在成長
率を年間0.9％押し下げる（注１）。社会全体
の問題として、女性の労働参加を促すことが
重要となっているのは自明の事実である。
２−２　若い女性の専業主婦志向
　一方、将来の労働力を担う女性の価値観が
大きく変わり始めている。
　国立社会保障・人口問題研究所によると、
若い女性の専業主婦志向が高くなっている。
配偶者のいる女性のなかで、「結婚後は、夫
は外で働き、　妻は主婦業に専念すべきだ」
という考えに賛成したのは44.9％とほぼ半数
にのぼり、60歳以上を除けば、若い世代ほど
その数が多くなっている（注２）。
２−３　才能を家庭に注ぐ母親たち　　日本

版ハウスワイフ2.0の台頭
　実はこのような流れはアメリカでも起こっ
ている。ただしこの「専業主婦」とは、いわ
ゆる伝統的な専業主婦とは少し異なる。エミ
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リー・マッチャー氏は彼女たちを「ハウスワ
イフ2.0」と名付け、次のように定義づける。

「男性主導の伝統的な企業社会に組み込まれ
て、忙しく仕事に追われる生き方ではなく、
家庭での家族との時間、自らの手で何かを作
る時間を大切にしながら、サステイナブルな
時間の使い方をする人だ。インターネットを
使い、ブログで発信することも大きな特徴
だ」（注３）。
　つまりこの「専業主婦」とは、インターネ
ットやSNSを駆使して社会とのつながりを強
く持つ人たちである。彼女たちの多くは大学
を卒業し、キャリアを積んできた女性たち
だ。
　アメリカとは違い産休・育休制度こそ整っ
ている日本ではあるが、やはり子育てと仕事
の両立には多くの課題が根強く存在する。待
機児童問題、職場の理解、「マタハラ」など
という言葉も新聞でよく取り上げられる。
　このような日本においても、女性たちが企
業で自分のスキルを発揮することをいわば諦
め、その才能を家庭に注ぎ込む価値観が生ま
れ始め、それが若い女性の「専業主婦」志向
へつながっていると考えられる。
　実際に、医師としてキャリアを積み、第一
線で活躍してきた「ママ友」は、産後仕事を
大きくセーブし、手作りの子供服や小物を作
り販売し始めた。二児の母である私の実感と
しても、周囲で「企業社会でバリバリ働くよ
りも、家庭を重視したい」という価値観の広
がりを直に感じる。彼女たちはそれらをSNS
で発信することで、社会とのつながりを感じ
ているのである。
　衣川理花氏は、日本でもアメリカ同様、経
済的に後退している社会を背景に、企業でバ
リバリ働くよりも身近な生活を大切にしよ
うという流れは確かにあり、「ハウスワイフ
2.0」の素地はできてきていると話す（注４）。
　本稿では、このような価値観を持つ主婦を
日本版の「ハウスワイフ2.0」と位置づけ論

じていきたい。
２−４　ハウスワイフ2.0と新聞とのマッチ

ング
　ハウスワイフ2.0は、妊娠・出産を期にそ
の道を選ぶことが多いが、昨年の「私の提
言」にもあった通り、子育て中の母親と新聞
との親和性は非常に高い（注５）。さらに、
元々向上心が強く、SNSでの発信を続けてい
るハウスワイフ2.0にとって、自分自身が社
会性の高い新聞の紙面で取り上げられること
は、自身の自尊心を高めることにつながる。
　新聞社にとっても、この層のロイヤルティ
ーを獲得していくことは、その子供といった
未来の読者の獲得にもつながる非常に重要な
ことである。

３．�クラウドソーシングと新聞のコラ
ボレーション

　一方、このハウスワイフ2.0の台頭は、今
後の日本にとって貴重な女性の才能を、家庭
の中のみに限定させてしまうということにも
つながる。では、彼女たちの貴重な才能、ス
キルを社会に生かす仕組みを新聞社が作るこ
とはできないだろうか。ここで注目したいの
が、「クラウドソーシング」と呼ばれる仕組
みである。
３−１　クラウドソーシングとは
　クラウドソーシングとは、「群衆」を意味
する「crowd」と、「業務委託」を意味する

「sourcing」が組み合わされてできた言葉で
ある。具体的には、インターネット上のサイ
トを介して、不特定多数の人々を募り、「コ
ンペ形式」（注６）や「タスク形式」（注７）
により、仕事を発注するサービスのことを指
している。その市場規模は拡大を続けており

（注８）、利用は中小企業から大企業におよ
ぶ。日清食品は、カップ麺の公式キャラクタ
ーをクラウドソーシング大手のランサーズで
募集するコンテストを実施し、採用キャラを
あしらった商品を発売する予定である。パナ
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ソニックも13年、着脱可能なデジタルカメラ
のケースの絵柄をランサーズで募集した（注
９）。
３−２　ハウスワイフ2.0の価値観とクラウ

ドソーシングという働き方
　基本的にクラウドソーシングは在宅での仕
事が可能となるため、ハウスワイフ2.0の価
値観に合わせ、家庭を優先させた働き方が可
能である。実際、子育て中の主婦が働くケー
スも見受けられる（注９）。
３−３　クラウドソーシングの課題
　しかし、中には「ママ向けクラウドソーシ
ング」のようなサービスも存在するが（注
10）、仕事の内容は口コミサイトなどへの投
稿などが多く、報酬も限られたものが多いた
め、ハウスワイフ2.0の本来の才能を生かせ
るとは言い難い。逆にいうと、ここには新し
いビジネスのチャンスがあると考えられる。
　さらに現時点ではクラウドソーシングだけ
で生計を立てられる人は少ない。ランサーズ
の場合、36万人超の会員のうち報酬を得るの
は１か月あたり１万人ほどである。発注側と
個人のニーズをうまくマッチングし、仕事の
成約率を高めるしくみづくりにはまだ改善の
余地がある。
　また、顔が見えない取り引きのため、信頼
性が担保されず、発注側と受注側のトラブル
も起こりやすい。企業側の要求があいまいだ
ったり、個人のスキルが不足していたりし
て、成果物に発注元が満足しないケースもあ
る（注９）。
３−４　クラウドソーシングと新聞のマッチ

ング
　このような課題を、新聞社が間に介在する
ことで解消していくことができる。
　まず、「発注側」と「個人」を新聞社の得
意とするところに限定することで、発注側と
個人のマッチングを高め、成約率と成果物の
精度を上げていく。発注側に関しては後ほど
述べるが、「個人」とはすなわちハウスワイ

フ2.0を初めから想定しておくことで、個人
の持つスキルや才能を生かしやすくなり、成
果物の精度を上げることができる。
　信頼性の担保という意味においても、新聞
社はもともと備え持つ信頼性・社会性という
長所を生かすことができる。先ほども述べた
通り、「クラウド」とは「群衆」である。ク
ラウドソーシング成功の鍵は、いかに「優秀
な群衆」のコミュニティーを見つけ出すかと
いうところにある。マスメディアである新聞
は、まさにこの「群衆」を読者として抱えて
いる。しかも多くが購読契約という形を通し
た「顔の見える群衆」である。
　また、新聞各社はインターネットでの情報
発信を続けており、自社サイトを持ってい
る。ニュースサイトという特性上、既に一定
のユニークユーザー数を誇る良質なサイトで
ある。クラウドソーシングサービスを始める
にあたり、すでに一定のユニークユーザーを
担保するサイトがあるということは追い風に
なる。
３−５　新聞社にとってのメリット
　クラウドソーシングを手がけることのメリ
ットはどういったものだろうか。
　クラウドソーシングの主な収益源は成約手
数料である。案件が成約した場合、事業者
は、依頼金額の５〜20％程度を手数料として
受け取る。新聞社の広告費や販売費が減少す
る中、新しいビジネスモデルによる収益の確
保は必要不可欠である。
　また、クラウドソーシングは各企業や団体
から仕事を受注するが、それらは各企業との
新たな接点となる。新たなサービスで企業や
団体との関係を構築していくことは、今後の
新聞社ビジネスにおいて重要になると考えら
れる。

４．�クラウドソーシング×新聞×地域
で女性に職と活躍の場を提供する

４−１　新聞と地域
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　では、新聞社がクラウドソーシングサービ
スを始めるにあたり、受注者であるハウスワ
イフ2.0のスキルが存分に発揮され、さらに
新聞社の強みを生かすことのできる場はどこ
だろうか。ここで注目したいのが、「地域」
という場である。
　まず新聞の特徴として、地域に密着してい
ることが挙げられる。地方紙はもちろんのこ
と、全国紙各紙も各都道府県に支局を設け、
地域ごとの情報を発信している。また、きめ
細かい販売店網による新聞宅配ほか、様々な
サービスを提供することで読者との接点を持
っている。
　クラウドソーシングは大企業での成功事例
も多くあるが、場所を選ばず比較的安価に仕
事を発注できるということもあり、各地方の
企業や自治体にこそ、今後活用の可能性が広
がるのではないかと考えられる。
４−２　ハウスワイフ2.0と地域
　ハウスワイフ2.0たちは、家庭に重きをお
くため、必然的にその住んでいる地域に対し
ても物理的、精神的両面で関わりが深くな
る。日頃から問題意識を抱いている事柄も多
くあるだろう。地域の課題とは、家庭の課題
にも近い場所に存在する。そのような課題に
向き合い、自らの力を発揮し、なおかつそれ
が報酬につながるということは、彼女たちの
価値観ともマッチする。人々の「くらし」
を支えている地域にとっても、同じく家庭
の「くらし」を支えている彼女たちの知識や
才能は、非常に重要である。このように女性
の労働力を生かす場としての地域という視点
は、今後日本全体にとっても重要な視点とな
る。
４−３　ソーシャルデザインと地域
　さらに「地域」に目を向けた時、「ソーシ
ャルデザイン」という取り組みにも注目した
い。
　ソーシャルデザインとは、コマーシャルで
はなくソーシャル、商売のためではなく社会

のための、社会が抱える課題解決のデザイ
ンという意味で一般的に使われている（注
11）。ただしこの社会が抱える課題とは、紐

ひも

解くとあまりにも複雑で、個人の力で解決す
るには限界がある。そこで、社会の課題と常
日頃向き合う新聞社がその活動に関わり、ハ
ウスワイフ2.0をはじめとする地域の人々の
力をクラウドソーシングという形で集約し、
ソーシャルデザインによる解決策を見いだし
ていくという仕組みが力を発揮すると考えら
れる。

５．�提言　新聞社が提供する「街づく
りクラウドソーシング」で地域を
共創する

　まず新聞社は自社のウェブサイトで「街づ
くりクラウドソーシング」を開設し、地域の
自治体や地元企業から案件を募る。また、受
注者の募集に関しては、新聞社のウェブサイ
ト、地域面などの新聞紙面と併せて、新聞社
のツイッターやフェイスブックなどのSNSア
カウントも活用する。そうすることでよりハ
ウスワイフ2.0の目にとまりやすい仕組みを
作る。
５−１　提言１　地域の課題をクラウドソー

シングでソーシャルデザインする
　対象となる地域に関して日頃問題になって
いると感じていることを募集し、ハウスワイ
フ2.0の手による「タスク形式」でリストに
まとめていく。この時、問題の発見には新聞
記事を活用してもらう。
　例えば、朝日新聞の記事に掲載された、公
園内に「よいこは、しずかにあそべます　お
おごえでさけばないでね！！」と張られたポ
スター（注12）に関して、「子供がのびのび
育つことができない」といった問題提起がリ
ストに多く挙がったとする。
　これに対し、ソーシャルデザインの方法に
則り、住民の意見交換の場を設けるなどして

「なぜ子供の声を煩わしいと感じるようにな



78

ったのか」といった本質的な論点まで追求す
る。この作業は、新聞社の取材力と洞察力が
生かされるため、新聞社が自治体と共に取り
組んでいく。
　結果、「地域住民の関係が希薄で、子供を

『他人』としてしか認識できなくなってしま
った高齢者が多く存在しており、『他人』で
ある子供の声を煩わしいとしか感じられなく
なっている」というところに問題の本質があ
ると突き止めたとする。
　そこで地域住民が世代を超えた交流ができ
る「デザイン」を、「コンペ形式」で募集す
る。ここでも、地域と関わりの深いハウスワ
イフ2.0のアイデアや才能が発揮されるチャ
ンスが大いにある。
　コンペにより、例えば地域の子育て支援施
設で週に１回、シニアによる読み聞かせの時
間を作るといった「デザイン」を採用する。
採用された「デザイン」に対しては、自治体
から報酬を支払う。その一部は手数料として
新聞社が受け取る。
　具体的な事業計画や運営計画の詳細もま
た、ハウスワイフ2.0たちが「タスク形式」
でまとめていき、実際の企画運営書に落とし
込んでいく。
　地域社会には数限りない課題が存在する。
自治体職員だけでは手が回らなかった課題
も、地域に眠るハウスワイフ2.0をはじめと
する地域住民の才能やアイデアにより、一つ
ひとつ紐解き、解決していくことができる。
　なお、これらの事例は新聞の広告特集で取
り上げ、取り組みに賛同する自治体や団体、
地元企業からの広告も掲載する。社会性の高
い自治体の取り組みに関しては、編集記事で
も特集を組む。そうすることで新聞社の新し
いサービスとしてのクラウドソーシングの取
り組みをさらに広く伝えることができ、新た
な収益にも結びつけることができる。
５−２　提言２　地元企業にハウスワイフ

2.0の力を生かす

　またこの仕組みを自治体だけではなく、地
域に密着した地元企業の活性化にも応用す
る。
　例えば地元メーカーが、新しい洗濯用洗剤
の開発に着手したとしよう。
　メーカーは、主婦に手に取ってもらいやす
いパッケージを「コンペ形式」で募集する。
このコンペに関わってもらうことで、企業は
商品や企業ブランドに対してのロイヤルティ
ーを高めることができる。参加者は、自分の
スキルを実際の企業活動に生かす場を見いだ
すことができ、コンペに勝ち抜くとそれに応
じた報酬を得ることができる。
　また、その取り組みを、開発段階より逐一
紹介するという広告特集を企画し、賛同する
企業を募集する。企業は自社製品を開発段階
から読者と共有することで、コンペに参加し
た人だけでなく、より多くの消費者の「自分
ごと感」を作り出すことができる。参加する
人は、新聞という社会性の高いメディアで紹
介されることで、社会のつながりを見いだ
し、自己肯定へとつなげることができる。新
聞社は広告収入に加え、参加した人たちのロ
イヤルティーを高めていくことができる。
　この全体の取り組みにより、社会的には、
家庭運営の中のみに埋もれてしまっていたス
キルや才能を再発掘することにつながる。
５−３　提言３　社会的弱者を支援する　　

母子家庭の母親にも積極的に職を提供す
る

　もう一つこの仕組みで提案したいのは、ハ
ウスワイフ2.0だけではなく、母子家庭の母
親を支援することである。
　母子世帯数は11年度の調査で123.8万世帯
であり、この数は増え続けている。また、母
子家庭の貧困率は５割を越えている（注13）。
　新聞社が提供するクラウドソーシングで
は、このような貧困の原因となりうる母子家
庭の母親に対しても、積極的に地域の仕事を
提供していく。
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　地域に密着した仕事を母子家庭の母親に提
供することは、母子家庭世帯と地域のつなが
りを生み出すことにもなり、貧困に陥りやす
い家庭を地域全体で支えていく土壌作りにつ
ながる。
　今後新聞社が始める新事業に関しては、こ
のような社会的支援の側面を常に担っていく
ことが、CSR上必要不可欠であると考える。
５−４　地域を「共創」する
　街づくりクラウドソーシングを通し、地方
自治体や地元企業は、「内輪」だけでなく、
ハウスワイフ2.0をはじめとする地域住民の
意見を反映しながら課題解決の糸口を探すこ
とができる。
　ハウスワイフ2.0は地域の中で自分のスキ
ルを発揮する仕事を見つけることができ、地
域社会に貢献していくことができる。
　新聞社は、地元に根差した新聞というロイ
ヤルティーを獲得し、地域に愛される新聞と
いうポジションを確立することにつながる。
　今までは比較的クローズされていた自治体
や地元企業の企画運営段階の取り組みを、ハ
ウスワイフ2.0をはじめとする地域住民が「自
分ごと」として関わることは、地域に対して
の関心を高めることにつながる。これは地域
活動への参加を促し、地域のつながりを生
み、より暮らしやすい地域作りへの架け橋と
なるだろう。
　このように街づくりクラウドソーシングを
通し、ハウスワイフ2.0をはじめとする住民
と自治体と新聞社は、地域を共に活性化させ
るという「共創」の意識を高めることができ
る。これは企業にとっても、本稿で取り上げ
た主婦や地域にとっても、そして新聞社にと
っても、今後重要な視点となっていくだろ
う。

６．おわりに

　「女性が働きやすい社会」とはよくいわれ
ることであるが、近年の女性の意識変化をみ

ていると、「女性が働きたいと思える社会」
をまずは作り出す必要があるように思う。
　専業主婦という生き方の選択を女性がする
こと自体は問題ない。それは男性でも同じ
で、専業主夫という生き方があってもそれは
尊重されるべきである。ただ、その選択した
ときの意識の中に、「本当はキャリアを積み
たいけれど、今の社会では働きづらい、働
けない」という諦めが隠されているとすれ
ば、それは大きな問題である。「ハウスワイ
フ2.0」という流れは一方で、このような女
性の隠された思いを封印してしまう力も持っ
ているようにも感じられた。
　ここで述べた提言は、女性たちのそういっ
た思いや、本来持っている才能を封じ込める
ことなく、新聞社が汲

く

み取り、地域社会に活
用していくモデルである。しかしこれはあく
までも女性の選択肢の一つであり、同時に
ハウスワイフ2.0たちが所属していた企業で
も、女性の才能を生かす仕組みを整えていく
必要があるだろう。
　女性が働きやすい社会というにはまだほど
遠い。しかし時代は変わってきているのだ
と、私自身が子育てをしながら仕事をする中
で確実に感じている。この流れを後退させる
ことなく、新聞社が舵

かじ

をとり、前進させてい
ければと思う。そして、仕事やキャリアのバ
ランスなどへの不安で母親になることを躊

ちゅうちょ

躇
している女性たちに、母親になるということ
は、自分のキャリアや世界の可能性を狭める
のではなく、広げていくことができることな
のだと勇気を持ってもらいたい。また、新聞
社で働く身として、そういう社会を作ってい
きたいと思う。

【注釈】
（注１）内閣府「労働力人口予測」2014年３
月

（注２）国立社会保障・人口問題研究所「第
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５回全国家庭動向調査」2013年：「結婚後は、
夫は外で働き、妻は主婦業に専念すべきだ」
という考えに賛成したのは、前回初めて増加
に転じた2008年調査の47.7％よりやや減少し
ているものの、前々回の調査時の44.1％より
はやはり増加している。60歳以上を除けば、
20代が最も賛成が多く41.6％で、続いて30
代、40代と続く

（注３）日本経済新聞2014年３月14日付「新
しい主婦『ハウスワイフ2.0』という生き方」

（注４）日本マーケティング協会『マーケテ
ィングホライズン』2014年７号「専業主婦
2.0」

（注５）日本新聞協会主催「第４回私の提言
　明日の新聞広告・新聞ビジネス」（2013年
度）最優秀賞「新聞社がハブとなれ！育児支
援プラットフォームの設立」

（注６）企業がロゴマークや商品パッケージ、
サービスのネーミングといった「作品」をサ
イト上で募り、この仕事に参画したい登録者
は、それぞれが自分のオリジナルの作品を制
作し、サイトにアップする。数多く集まった
作品の中から、企業はどれを採用するかを決
め、採用した作品の制作者だけに報酬を支払
う（注６、７とも吉田浩一郎著『世界の働き
方を変えよう』より）

（注７）１案件に対し、１人の個人ワーカー
ではなく、複数の個人ワーカーが参画すると
いうものである。「日本国内の美容室のリス
トを作ってほしい」という仕事の案件に対
し、企業はそのリストの納品項目（美容室名
やURL、連絡先など）をサイト上に指定し
ておく。最初にＡさんがこの案件に着手し、
50件をリストアップすると、次にＢさんが、
先のＡさんのリストとは重複しない別の80件
を加えるという流れで仕事を進める。このよ
うに、複数人によって最終的に仕事を完成さ
せることができる

（注８）矢野経済研究所「クラウドソーシン
グ市場に関する調査結果」2013年：2013年の

クラウドソーシングによる仕事依頼金額は
2012年比3.3倍の246億円と見込まれ、2017年
度には1,474億円まで拡大する見通しである

（注９）日本経済新聞2014年８月13日付「特
技を仕事に　労働力のネット仲介市場が拡
大？大手がアイデア求め活用」

（注10）サイバーエージェントが運営する
「ママ＆クラウド」
http://mamacrowd.jp/

（注11）ソーシャルデザインプロジェクト
issue＋designの筧裕介氏は、次のように述
べている。「ソーシャルデザインとは、『森の
中に、道をつくる』活動。高齢化、地域産
業、育児、コミュニティー、災害……。社会
課題は、鬱

うっ

蒼
そう

とした森のようなもの。足を踏
み入れると出口が見えず、とらえどころがな
く、道に迷うことも多い。ソーシャルデザイ
ンとは、そんな森に一本の道をつくる活動で
す。森を歩き、声を聞き、仲間をつくる。森
の地図を描き、一番必要とされる場所に、必
要な道を、橋を、小屋をみんなでつくる。そ
れがソーシャルデザインです」

（注12）朝日新聞2014年８月８日付「（人口減
にっぽん・上２）少子高齢、ひずむ国」

（注13）厚生労働相「国民生活基礎調査」
2007年ならびに内閣府「全国母子世帯等調
査」2011年：母子家庭の収入は平均181万円
と、他の世帯に比べて400万円低い

【参考文献】
◇エミリー・マッチャー著『ハウスワイフ
2.0』（文藝春秋、2014年）
◇筧裕介著『ソーシャルデザイン実践ガイ
ド』（英知出版、2013年）
◇佐藤博樹・武石恵美子著『職場のワーク・
ライフ・バランス』（日本経済新聞出版社、
2010年）
◇竹信三恵子著『家事労働ハラスメント　生
きづらさの根にあるもの』（岩波新書、2013
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年）
◇西村純子著『子育てと仕事の社会学　女性
の働き方は変わったか』（弘文堂、2014年）
◇日本マーケティング協会『マーケティング
ホライズン』2014年７号「専業主婦2.0」
◇バリー・リバート、ジョン・スペクター
ほか著『クラウドソーシング』（英知出版、
2008年）
◇吉田浩一郎著『クラウドソーシングでビジ
ネスはこう変わる』（ダイヤモンド社、2014
年）
◇吉田浩一郎著『世界の働き方を変えよう』

（総合法令出版、2013年）
◇Ｃ・Ｋ・プラハラード、ベンカト・ラマス
ワミ著『コ・イノベーション経営　価値共創
の未来に向けて』（東洋経済新報社、2013年）
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選 評

新しい道を自ら切り開くための一歩に

北原　利行（きたはら・としゆき）

株式会社電通
電通総研メディアイノベーション研究部　研究主幹

　少子化・高齢化、そして総人口の減少にと
もなう日本の市場の変化は、新聞業界に限ら
ず全ての業種に大きな影響を与え、構造変化
を促している。電通の「日本の広告費」によ
ると2005年に１兆377億円だった新聞広告費
は13年には6,170億円まで減少した。時代背
景から考えても、今後の新聞広告や、新聞広
告に関連した新たなビジネスモデルの構築、
新聞のあるべき姿などに関して提言し、新聞
産業の活性化を図ることを目的とする「私の
提言　明日の新聞広告・新聞ビジネス」の重
要性は、疑うべくもないだろう。
　第１回の優秀賞「ニュースカフェの創設
～新たな拠点メディアとして～」は、13年
度新聞協会賞を受賞した「下野新聞NEWS 
CAFEの開設とその取り組み」をはじめとし
て、全国各地の新聞社においてさまざまな形
で既に実現されている。提言の実現は義務と
して課されてはいないが、新聞産業の発展の
ためには、提言の中身を具体的な形で実現す
ることが必要であり、さらに、従来の新聞・
新聞社の機能を見直すところから何ができる
のか、ということが重要であるので、それら
の視点を持って今回の審査に臨んだ。
　本年の最優秀賞を受賞した「Redesign＝
新聞の最適化」は、広告にとどまらず、新聞
という媒体そのものを考え直すことを提言し
ている。「若者の新聞離れ」に焦点を当て、

「紙を配る」ことから「情報を配信する」と
いうスタンスで紙とネットの融合を提案して
いる。この考え方自体、決して新しいもので

はないが、一歩進んで読者とのインターフェ
ースである紙面デザインや画面デザインに切
り込んでいる。世界の新聞界で注目されてい
るジャチェック・ウツコ氏による紙面のリデ
ザインは大きな成果をあげているが、この事
例は、編集をはじめとした新聞社全体の意識
改革が重要だということを表している。
　さらに、「デザイン」というのは紙面や画
面上だけの問題ではなく、ビジネスモデルの
上でも重要であるということを主張してい
る。デザイン・シンキング、デザイン思考と
も呼ばれるが、形や色彩といった表現のみに
デザインを限定させるのではなく、現状の課
題を解決するために、デザイナーの発想やデ
ザイン的な思考方法を活用する、という最近
注目されている手法である。この論文の筆者
は実際にこの手法をいくつもの企画立案に取
り入れ実現している。詳細はぜひ論文を一読
してほしいが、重要なことは、こうした、新
聞業界以外で使われ成功している手法を積極
的に導入する姿勢、である。課題解決のヒン
トは、外に探さなければならないのである。
筆者は新聞社自体をリデザインすべきだ、と
結んでいるが、慣例に囚

とら

われず新たな発想が
必要なことは確かなのだ。
　優秀賞を受賞した「若者よ、世界へトビタ
テ！～若年層の海外進出促進に向けて新聞に
できること～」は、やはり新聞にとっての重
要ターゲットである若年層に目を向けてい
る。近頃は若者が国外に目を向けず、海外に
出て行く留学生が減ってきていると報道さ
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れ、グローバル時代に逆行しているように見
受けられる。そのような世相の中で、若者の
海外進出に、新聞社としてできることはない
だろうかという視点で、ビジネスとしての可
能性を論じている。
　具体的には、新聞社としての情報発信力、
信頼性、公共的な側面という観点から、正確
で広範な情報を一元化して提供、さらにはコ
ミュニティーの構築や企業とのマッチングな
ど新聞社の総合力を発揮して、若者の留学を
トータルでサポートする仕組みについて提案
している。
　新聞社の社会性、公共性を考えれば、グロ
ーバル化のための留学支援は大切なテーマで
もある。また、新聞社の総合力は、行政、教
育機関、企業との接点を持っていることでも
あり、広範なリソースを組み合わせて活用で
きるのは、実は新聞社の最大の強みでもあ
る。さらに、新聞から遠いと思われている若
年層から、自分たちを応援してくれていると
いう共感を得られることこそが、新聞社にと
っての最大の財産になるはずだ。今は共感が
なければ、誰も振り向いてくれない時代なの
だ。新聞社はこれからどうあるべきかという
ことを考えさせてくれる論文である。
　それ以外の入選に関しては、最優秀賞、優
秀賞に比べると、積極的に新聞・新聞社とい
うものを捉え直す、といった視点があまり強
くは感じられなかった。内容に関しては実現
可能なものも多く、手堅くまとまっている論
文も多かった。その意味では、論文として提
言するというよりも、自社の新規ビジネスと
してすぐにでも展開すべきではないか、と考
えられるが、実現できない仕組みこそが問題
なのではないだろうか。
　入選作の中で個人的に印象に残ったのは、
一つは「新聞とウェブをつなぐ戦略的社会性
　被災地発の体験価値企画から考える課題解
決起点の広告のあり方　」、もう一つは「テ
レビに負けない！新しい新聞広告指標の設

定」であった。
　前者は既に実践されたことの延長線上とし
て、新聞とインターネットの連携による、地
域課題解決のためのソーシャルプラットフォ
ームの構築を提言している。これも今後の新
聞社の可能性、存在意義といったことに視線
を向けている。
　後者は、審査の場でも議論となったが、新
聞にとって永遠の課題でもある広告効果指標
に正面から取り組んだものであり、その問題
意識を高く評価したい。
　「私の提言」は広告委員会が審査している
が、中身に関しては、広告にとどまらず、新
聞・新聞社がこれからどうなるべきかという
視点の論文が多く含まれていると感じてい
る。広告の現場では日々新しいアイデアや手
法をもとにして広告売り上げを拡大する努力
をしている。しかしながら、広告主にとって
は、彼らの商品・サービスのターゲットとな
るべき読者がいなければ、広告メディアとし
ては成立しないのである。読者が増えなけれ
ば広告を増やすことには限界がある。新聞広
告費の減少は発行部数の減少とともに、新聞
社全体で捉えるべきなのである。そのために
は、紙面改革やデジタル化といったことにと
どまらず、社員一人ひとりの意識そのものを
変えていかなければならない。
　「私の提言」は、広告に携わる者だけでは
なく、新聞社に所属する全社員が、新聞社の
今後について「自らが解決すべき課題」とし
て捉え、より多くの、そして斬新な提案を集
める場、なのではなかろうか。今年度の新聞
協会賞を受賞した「福井新聞社『みらい・つ
なぐ・ふくい』プロジェクト　新聞が動く、
地域が変わる　コウノトリ支局の挑戦　」も
イノベーターとして行動したからこその結果
である。新しい道は自分たちで切り開いてい
かなければならない。前例に囚われることな
く、新しい一歩を踏み出すきっかけとなる提
言をこれからも期待している。
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選 評 株式会社博報堂DYホールディングス
イノベーション創発センター長

川名　周（かわな・あまね）

イノベーション視点で、未来を再規定しよう

　本年より晩秋に行われるようになった第２
次選考委員会に、今年も参加させていただい
た。締め切りが伸びたことで、執筆する側は
夏休みが使えることとなった。小学生の頃
の「夏休みの宿題」ではないが、８月末に汗
を掻

か

き掻き書き上げた応募者が多かったので
は、と推測される。それら熱い応募作を通し
て、毎年１回様々なビジネスアイデア提言を
読む機会を得られることは、私自身にとって
非常に有益であり、勉強になっている。この
場を与えてくれている皆さま、そして応募し
てくれた皆さまに、感謝したい。
　私ごとであるが、４月より博報堂DYグル
ープ横断の社内公募型ビジネスアイデア募
集・育成プログラム〈ad+venture〉を担当
することとなり、今まで以上に真剣に、そし
て真

しん

摯
し

に、審査させていただいた（もちろ
ん、昨年まで、手を抜いていたということで
は、決してないのですが……）。ビジネスア
イデアの選定が、例年にも増して、「自分ご
と」となったからだ。
　さて、16編の候補作であるが、昨年並みの
高レベル感が維持されていたこともあり、背
景から提言まで一気に読了させてもらった。
　その中で私自身は、①「イノベーション視
点」があるか？　②実現への「熱量」があ
るか？　　の２点を評価軸として選んでいっ
た。まず、なぜこの２点なのかを説明したい。
　①イノベーション視点：その市場や当該カ
テゴリーにイノベーションがなければ、市場
やカテゴリーは、陳腐化・コモディティー化

していく。つまり、価格低下が起きたり、よ
り低付加価値な産業となってしまうわけであ
る。新聞産業がそのようにならないために、
絶えずイノベーション施策を導入し、新聞の
価値を上昇、維持させていかねばならない。
そして、そのイノベーションを考えるには、
従来の延長線だけでは良しとしない思想が必
要である。つまり、従来の非延長線思考を第
一の選考要素と考えた。もちろん、破天荒な
だけのアイデアではなく、ビジネスに結び付
く芯の太さや、拡張性といったことも吟味し
ての上であるが。
　②実現への「熱量」視点：イノベーション
志向があっても、それをマネタイズに結実し
なければ、単なる思い付きや、町の発明とな
ってしまう。プランを実現に結実させるため
には、その人や仲間の「熱量」が必要とな
る。従来にないことを行っていくのであるの
で、沢山の障害がつきものであり、それを乗
り越えられるのは、自分のプランを信じ、行
動できる「熱」だからである。
　その「①イノベーション視点」から選考会
でも評価が高かったのが、最優秀賞を受賞し
た「Redesign=新聞の最適化」である。大き
くは次の三つのポイントで高い評価となった。
　１．新聞に（再度）「デザイン/アートディレ

クション」を取り入れるというアイデア。
　　　→まさに、従来の延長線ではない思考

であること。
　２．一度完成したものをもう一度「リ（再

び）」デザイン、つまり最適なものに
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していく概念、根本思想。→まさに今
新聞ビジネスが置かれている立場、そ
してこれから踏み出すべき一歩をうま
く言いあてており、かつ、行動目標ワ
ードとなりうること。

　３．紙面変革に留まらず、ワークフロー変
革にまでつながる本質性。→部門間連
係、働き方、働く上での意識等、本質
的変革へつながる可能性があること。

　選考会では、「概念先行」という意見もあ
ったが、地元ストリートイベント等への適用
例、先行テストケースがあることから、革新
的であるが、実現可能性も十分あると判断さ
れた。そして、何よりも、未来に向けての提
言性により、最優秀賞となった。
　一方、優秀賞を受賞した「若者よ、世界へ
トビタテ！～若年層の海外進出促進に向けて
新聞にできること～」は、まさに「②実現へ
の熱量」の高さが評価された作品である。選
考会においても、「気持ちが伝わってくる」

「社会ムーブメントを作っていく気概を感じ
る」といった企画およびその実現への熱量に
対するポジティブなコメントが多かった。新
聞社が過去行ってきた例もあるようだが、「日
本の若年層自体の課題×新聞の若年層離れ」
という課題の掛け算からも、2014年に改めて
提言する意義は高く、優秀賞に選考された。
　入賞作についてもいくつか触れておきた
い。論文としての文章力、構成力が極めて高
かったのが「新聞社のリサーチビジネスへの
参入」である。広告局、販売局をそれぞれ「ク
ライアント担当局」「カスタマー担当局」へ言
い変えるべしといった高い提言性も見られた。
　また、「テレビに負けない！新しい新聞広
告指標の設定」も変革への高い姿勢を、現場
視点で綴

つづ

った力作であった。テレビのGRP
（延べ視聴率）とJ-MONITOR指標は設計思
想が違うため直接比較は出来ないものの、ぜ
ひ、今後この提言を発端に、わかりやすい

「効果指標研究」を続けていってほしいもの

である。
　その他、メディカルツーリズム／主婦ネッ
トワークによるクラウドソーシングといっ
た、まさに時代性のある提言、そして、ニュ
ースペーパーバトル／超早期幼児対策といっ
た新聞の持つ資産を活用する提言、優秀賞同
様、学生の課題と新聞の課題を結びつけた朝
食学食ビジネス、また、新聞の持つ社会性を
最大限活用する課題解決起点広告への提言
と、どれもビジネス公募アイデアとして一定
の水準を越えた秀でたものであった。そして
私自身、とても参考になった。
　イノベーションなければ、陳腐化あるの
み。そして、その後は消え去るのみ。
　しかし、新聞ビジネスにはまだまだチャン
スがあります。なぜなら、そもそも新聞ビジ
ネスはイノベーションの連続で発展してきた
からであります。例えば、
　・江戸時代の瓦版を新聞という形式にして

毎日発刊したこと
　・日清、日露戦争で、記者と絵師を軍隊に

同行させたリアルドキュメント報道
　・（当社の礎ともなった）新聞第１面の出

版広告
　・伝書鳩

ばと

による通信
　・文化事業イベントと紙面の連動による価

値づくり
　・家庭まで届ける販売システム
　・販売店が挟みこむチラシビジネス
　・パソコンによる編集システム
　・電子版
等、枚挙にいとまがない。どれも、従来には
なかったことへのチャレンジによるイノベー
ションなのである。
　さて、最後に、あえて苦言を一つ。
　「私の提言　明日の新聞広告・新聞ビジネ
ス」も第５回ともなると、少し、提言自体が
小ぶりで、大人しくなってきています。空振
りしてもいいので、もっともっと大振りの提
言をお待ちしております。
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第５回応募者

新聞広告によって地域再生、企業再生、社会貢献を！
朝日新聞大阪本社　鮎沢　尚

新聞≠若者への施策
　～就活は若者と新聞をつなぐ最初で最後のチャンス～

朝日新聞大阪本社　大嶋　悠人

「対立」から「共存」へ。
　ウェブサービスと高齢者をつなぐプラットフォームを握れ！

朝日新聞大阪本社　坂上　正人

ビッグデータ時代における新聞広告
　～新聞広告復権の鍵は業界の結束にある～

朝日新聞大阪本社　芝崎　哲平

さとり世代に届けたい新聞の魅力
　―感情と消費を動かす新たなターゲット・メディアの創出へ―

朝日新聞大阪本社　矢田　萌

地域振興に新聞のチカラを
　―�街に「若者」を呼び「バカ者」を生む「よそ者」としての

新聞社のあり方―
朝日新聞西部本社　島壽　利依

若年層の新聞離れを食い止める
　―親世代向け「就活情報」の発信で若年層を取り込もう―

朝日新聞西部本社　宮地　広樹

新聞社が地域活性を担う救世主に
　～�観光立国ニッポンを目指す「インバウンド情報サイト」の

開設
朝日新聞北海道支社　木内　大明

新聞社がハブとなる「新聞購読＝コミュニティー参加」モデル
朝日新聞名古屋本社　木川　尚彦

新シニア世代へのデジタルサービスの可能性
朝日新聞名古屋本社　佐藤　光樹

次世代読者の育成を目指して
毎日新聞東京本社　糸井　蓉子

新聞にデザインを
　－デジタル化社会に新聞のデザインについて考える－

毎日新聞東京本社　上野　かざな

「新聞のハイブリッド戦略」　ネットとの融合を考える
毎日新聞東京本社　長田　隆行

おらが町のアスリートを作る。
　～企業スポーツと新聞の新しい関係～

毎日新聞東京本社　川端　政貴

2020年を契機に！新聞社と地方が共に創る、観光立国日本
� 朝日新聞東京本社　相磯　有輝

協業が拓く地域と新聞の可能性－アプリ千里を走る－
� 朝日新聞東京本社　乾　智也

この街発見プロジェクト～学ぶ・創る・住むで地域に未来を～
� 朝日新聞東京本社　植野　佐和子

サンプリングの進化による販売店網の活性化
� 朝日新聞東京本社　大林　芳郎

新聞社と外部企業の異業種提携が導く
　『新聞購読者とのコ・クリエーション（共創）』
� 朝日新聞東京本社　川上　英一

「広告の『社会コンテンツ化』で読者を開発する」
　―激変する情報社会に対応する新聞広告の可能性―
� 朝日新聞東京本社　木村　亮

販売店・地元行政との連携で一人暮らし高齢者と遠隔地家族の
生活を支える―地域密着型の情報提供をビジネスにつなぐ
� 朝日新聞東京本社　眞田　香菜子

新聞社と大学との共同プロジェクト「大学マッチングステーシ
ョン」が生み出す新ビジネス展開
　～ 18歳人口減が始まる2018年問題に向けて～

朝日新聞東京本社　瀬霜　翔

新聞社によるソーシャルビジネス支援事業
　～プラットフォーム機能としての役割～
� 朝日新聞東京本社　高杉　正明

通販、旅行広告主との連携を探れ！
　～新聞社共同PB商品開発と新聞社リソース活用
� 朝日新聞東京本社　多留　岳人

新聞に求められる情報とは？
　～メディア・イン・メディアの可能性～

朝日新聞東京本社　飛松　風里

人口減少時代の新聞社と新聞広告
　～個人のニーズや思いを味方につけ輪を広げる

朝日新聞東京本社　長嶋　亮

「本当に必要とされる新聞広告」
　～コンテンツセールスに見る新聞社の新たなセールス領域～

朝日新聞東京本社　原田　淳史

将来の重要潜在顧客である大学生を新聞社のファンにするために
　～�地域の情報発信メディアの立場から大学生を巻き込むため

の戦略～
朝日新聞東京本社　南　昌克
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第５回応募者

新聞社による「カルチャースクール型婚活事業」参入について
の試案

読売新聞東京本社　金子　高史

「W STYLE」
　�女性の社会進出を後押しするワーキングウーマン向け新聞の

創刊
読売新聞東京本社　金子　奈穂

映画業界における新聞の媒体価値を高めるために何が出来るか
読売新聞東京本社　工藤　隆太

もし、ビッグデータを活用できたなら必ず新聞社ビジネスは蘇る
読売新聞東京本社　駒形　悠

アクセシブルな社会環境の構築を目指して
　～新聞というツールで福祉からビジネスへの転換を図れ

読売新聞東京本社　齋藤　仁

共有される情報源になるために
読売新聞東京本社　高嵜　英莉

新聞の力で明るい医療を。
　～�新聞社員OB・OGの再雇用　患者目線の高齢者医療相談

員～
読売新聞東京本社　髙橋　晟

プレゼンテーションコンテストの開催による新聞事業・広告の
活性化について

読売新聞東京本社　田口　祥之

新しい観光資源を掘り起こす
　新聞社がワンストップで提供する旅行商品とは？

読売新聞東京本社　増田　悠介

新聞の「紙面」をもっと街中へ
　新聞社最強のコンテンツに立ち返る

読売新聞東京本社　山田　晃弘

新聞社のリソースをフル活用した“和食PR”
読売新聞大阪本社　赤川　裕紀

“多言語記事掲載プラットフォーム”の構築
　～日本の観光情報発信のために～

読売新聞大阪本社　一原　潤平

スマホ未開拓市場“シニア”に参入するチャンスをとらえよ
読売新聞大阪本社　加治屋　咲季

「シニア向けスマホ」連携の高齢者生活応援プロジェクト
　―�「信頼性」をカギとして、超高齢社会・多メディア社会を

生き抜く
読売新聞大阪本社　都留　直久

新聞を読んでもらうために逆転の発想を
毎日新聞東京本社　坂井　麻代

サブスクリプションコマース～夕刊での活用法～
毎日新聞東京本社　田中　宏明

もし若者ウケしない新聞が流行に敏感な女子大生とコラボしたら
毎日新聞東京本社　田邊　真以子

読者と読者をつなぐ「R to R」ビジネス
毎日新聞東京本社　中島　潤

新聞販売店よ　地域コミュニティーのコアとなれ！
毎日新聞東京本社　深澤　利彰

通販再考
　―新聞社のプラットフォームを生かした多角経営モデルの確立

毎日新聞東京本社　宮原　愛

見えないドットコードを応用した新しい新聞作り
毎日新聞大阪本社　石井　裕子

大学マッチングサービスの構築
毎日新聞大阪本社　岡本　博志

訪日外国人を囲い込め！
　～新聞社の商機としての海外施策について～

毎日新聞大阪本社　金光　隆

新聞社にしかできない安心型、教養型の保育所を設置
　～�読者層の「育成」と「開拓」、子育ての絆から広げるビジ

ネスチャンス～
毎日新聞大阪本社　目片　好太郎

2018年問題を前に ｢中学生が行く！！オープンキャンパス
　～社会で生きる力を育むために新聞社が出来ること～｣

毎日新聞西部本社　大庭　大輔

“説明”する新聞広告
　―�ARを活用した“なぜ関心を持たねばならないのか”を説

明する仕掛け―
毎日新聞西部本社　美和　孝

児童書を子育てバイブルに
　～こども新聞を活用した“親子読書”のススメ

毎日新聞中部本社　大島　有美子

ポイントプログラム導入による読者囲い込みのための提言
読売新聞東京本社　秋山　裕介

海外市場に活路を見い出せ！
　―ドメスティック産業脱却への挑戦―

読売新聞東京本社　岩瀬　浩太郎
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第５回応募者

経営者限定発信メディアの創設
産経新聞大阪本社　牟田　亮嗣

“地域コンサルタント”としての地方新聞社像
　―参加型・ストーリー型マーケティング展開について―

北海道新聞社　朝賀　美帆

新聞の習慣の復活～ライフステージに寄り添う新聞へ～
北海道新聞社　石栗　美帆子

新聞社機能を活用した『地域の“味
みりょく

力”発掘プロジェクト』
北海道新聞社　大野　知里

若者のニーズに応える新聞～トレンドニュースの発信～
北海道新聞社　千田　隆宏

読者・広告主のニーズにこたえる新しい新聞のかたち
北海道新聞社　高橋　雅史

新聞社の配達網を生かす。高齢者向け宅食サービス
下野新聞社　神山　佳織

働く女性をキーワードとした事業展開
　～“はたらき女子ねっと”の提案～

下野新聞社　大門　加奈

若者に届く新聞になるために
下野新聞社　橋本　祐樹

新聞社が張る新たなアンテナ
　～非購読者に接触できる空間をつくる～

下野新聞社　渡邉　直樹

タブロイド判で起こすローカル情報改革
　「人生のエンディング」をテーマにした特集号の発行

静岡新聞社　杉山　渉

地方紙の挑戦～地方から世界へ、そしてさらなる地域密着へ～
信濃毎日新聞社　村松　浩司

ネットを活用し、地方版を補完する新媒体を考える
中日新聞社　井手　翔一朗

可変印刷機を使った新聞と新聞広告の近未来
中日新聞社　太田　貴也

無読者層（例えばアイドルファン）の手に新聞を握らせる取り
組み―新しい技術を新聞に導入する―

中日新聞社　岸中　啓年

戦略広報の導入
　～より地域に貢献する地方新聞社を目指すために～

中日新聞社　小松　亮太

“対戦型NIE”『じじもん・じももん甲子園』開催の提案
　～「ワクワク」は最高のモチベーション～

読売新聞大阪本社　堀井　葉月

新聞社と産官学連携による社会活動コミュニティーの形成とソ
ーシャルプロジェクトの推進
　～新聞社はソーシャルビジネスの主軸へ～

読売新聞西部本社　青柳　雄太

新聞社が喚起する地域美化活動のムーブメント
　～新聞業界のブランド力向上のために～

読売新聞西部本社　崎山　光和

データジャーナリズムの新聞広告マーケティングへの応用
読売新聞西部本社　山本　智大

新聞ビジネス復権の要諦
日本経済新聞社　木下　和彦

広告局唯一のB2C商品、【パーソナル広告】をマーケティング
する
　―クロスセールスを通じた「メッセージ広告市場」開拓の提案―

日本経済新聞社　幸田　沙樹

新聞社が提供するのは情報のみにあらず
　新聞社ゆえに提供できるECビジネスと地方経済活性化

日本経済新聞社　津田　方彦

イクメンが日本を救う～男社会の新聞社から育児を変える～
日本経済新聞大阪本社　向井　裕基

女性による、女性のための紙面づくりを
産経新聞東京本社　河村　美保

NFCを使った新聞広告の新しい可能性について
産経新聞東京本社　三枝　直子

販売網を利用した読者データの取得、分析、活用！
産経新聞東京本社　佐藤　亮

オタク市場を巻き込んだ新しいビジネスモデルを！
　～変わらぬ価値を支える多角的事業戦略～

産経新聞東京本社　森田　祥子

脱！「若者の新聞離れ」を考える
産経新聞大阪本社　甲斐　香奈子

新聞社が運営する学童保育「寺子屋」の開設
　～信頼性と親しみやすさを両立せよ～

産経新聞大阪本社　園浦　加菜子

東京オリンピックに向けた地域でのスポーツビジネスのあり方
産経新聞大阪本社　西出　陽輝
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第５回応募者

農業と広告の連携について
山陽新聞社　尾崎　和人

届くのが待ち遠しい新聞広告シリーズの展開　毎朝届く新聞だか
らできること「一日の始まり　朝からHAPPYを届ける新聞広告」

山陽新聞社　平井　健治

ちゅーピーくらぶ＝読者会員組織と連携した新聞広告企画の提案
中国新聞社　杉崎　憲三

新聞＝『お得感』のあるメディアを目指して～『ニューポ』誕生！
中国新聞社　藤田　泰弘

地方コンテンツを世界へ～地方新聞社のグローバル戦略～
愛媛新聞社　伊狩　亮太

地域インキュベーターとしての新聞社の役割
　～イノベーションの創出を目指して～

西日本新聞社　小田　綾羽

スマートペーパー～若者をとらえる新たな戦略媒体～
西日本新聞社　金　元圭

活字メディアを再興せよ！新聞×出版コンソーシアム発足へ
西日本新聞社　谷　由美子

社会貢献で稼げ～新聞ブランドの再構築とCRM ～
西日本新聞社　久芳　慧

「新聞は真のキュレーションメディアになれ」
　～広告主や読者にとってより価値と効果のある媒体の創造～

西日本新聞社　吉村　元気

「GS世代」と新聞社による市場創出と社会へのインパクト
西日本新聞社　渡邉　誠一郎

※入賞者を除く。所属社名は応募時点のもの

「質」で勝負！新聞広告の方向転換の必要性
中日新聞社　竹内　慎太郎

地方支社とJクラブの融合が作る地域活性化
中日新聞社　森山　侑斗

新聞販売店が広告を売った話
　～これからの販売店との連携の形～

中日新聞社　山本　裕介

まじめさを逆手に取ったアプローチ
中日新聞東京本社　飯田　幹夫

新聞社の新たなる挑戦～いまこそTIP OFF ～
中日新聞東京本社　家田　良二

〝賞〟を作ってベストセラーを生み出す
中日新聞東京本社　緒方　直晃

通信販売業界とともに、新聞社が成長していくために
中日新聞東京本社　黒田　剛史

新聞社が作る教育ビジネス
中日新聞東京本社　佐藤　和也

大学生が新聞を読む仕組み
中日新聞東京本社　内藤　傳十郎

新聞社のハローワーク～新ビジネス「異業種コラボ」の考察～
新潟日報社　植木　公啓

“2025年”を見据えた、新聞社機能を活用したビジネスモデル
　―地域包括と新聞社機能の連動―

新潟日報社　古俣　宏介

女性応援企画で企業イメージアップ
・雇用対策・人手不足解消期待で協賛社獲得へ
・【紙面＋ウェブ＋イベント】の多元的展開アピール
　～『あしたのわたし』の事例から～

新潟日報社　武田　周子

戸別配達網が新聞社の未来を変える
新潟日報社　古川　学

「新聞を読む人＝大切な人を守れる人」災害保険としての新
聞！を根付かせる
　～� NID（Newspaper in Disaster Control=災害対策）キ

ャンペーンの提案～
新潟日報社　渡辺　陽介

若者を振り向かせる
　－若者に向けた文化面展開と、子どもへのアピール活動－

神戸新聞社　髙木　亮輔
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第１〜４回入賞者
（肩書きは受賞時、敬称略）

2011年
第２回

優秀賞

「超マスメディア」の道を探る
　～全国の地方紙連携による電子メディアの挑戦～

中国新聞社　広告局広告営業部　福本　晃士

入　選

クライシス・コミュニケーションにおける新聞広告
朝日新聞大阪本社　広告局広告第１部　井上　雄一郎

３．11後のコーズ・リレーテッド・マーケティング
　～新聞は「価値共創」のプラットホームへ～

朝日新聞大阪本社　広告局広告第２部　齋藤　なつみ

オタクをターゲットとした“萌える新聞広告”の提案
朝日新聞大阪本社　広告局広告管理部　鈴木　祥弘

「みんな」で作る新聞広告
　　シェアされる新聞広告になるために　

朝日新聞名古屋本社　広告部　多田　真理子

新聞で“知る、考える面白さ”を伝える
　～SNS活用術～

読売新聞大阪本社　広告局広告第一部　檜垣　真美子

新聞広告による「win-win-win」の実現
　　　 「トクする新聞広告キャンペーン」
毎日新聞東京本社　広告局企画マーケティング部　藤井　淳一

イクメンファミリーと大学生を狙え！
　～読み聞かせイベントによる長期優良顧客の開拓～

朝日新聞東京本社　広告局広告第１部　堀口　浩昭

新聞広告がクリエーターを味方につけるために
朝日新聞東京本社　広告局業務推進部アートディレクター

　山口　健

共感ビジネスモデルの新聞へ
　～新聞社が取り組む、企業とエシカルな消費者とのマッチン

グ～
西日本新聞社　広告局企画推進部　龍　智子

2010年
第１回

最優秀賞

ニュースカフェの創設
　～新たな拠点メディアとして～

北海道新聞社　広告局営業本部営業第５部　松久　貴紀

優秀賞

新聞広告ビジネスにもマーケティングメソッドを
　「ネクスト・マーケット」に学ぶ商品開発と顧客獲得への道
毎日新聞東京本社　広告局企画マーケティング部　岩﨑　ひかる

入　選

「新聞朗読システム」の導入を
毎日新聞大阪本社　広告局第１広告部　阿部　勝行

新聞ブログを活用した
　新聞復権コミュニケーションの提案

朝日新聞東京本社　広告局広告第３部　石川　拓磨

ショッパーマーケティングに対応する新聞広告へ
　～購買活動につながる新聞広告の役割を検証する～

西日本新聞社　広告局営業開発チーム　井上　誠次

高齢者に「新聞社」を売りこめ！
　　高齢者との深いつながりが新聞社を救う　

下野新聞社　営業局営業部　大塚　章洋
下野新聞社　営業局営業部　小舘　智宏

社会に出る若者が手にとる媒体になるために
朝日新聞大阪本社　広告局広告管理部紙面制作課　武田　惇宏

ソーシャルビジネス市場の旗手たれ
　～新聞社の社会的使命～

西日本新聞社　広告局都市圏営業部　松岡　清佳

進化のための選択
　～ロジスティクス事業参入に向けて～

日本経済新聞社　クロスメディア営業局第６部　村山　亘

M1・F1層に読まれる新商品の提案
西日本新聞社　広告局企画推進部　龍　智子
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第１〜４回入賞者

2013年
第４回

最優秀賞

新聞社がハブとなれ！ 育児支援プラットフォームの設立
　～紙＋デジタルで育児に悩む母親と地域・行政・企業をつなぐ

朝日新聞大阪本社　広告局営業推進担当　馬場　ひろみ

優秀賞

究極の「着地“共創”型旅行」ビジネス
　　多角化戦略としての観光業市場参入モデル　

毎日新聞東京本社　広告局計画管理部マーケティング担当
藤井　淳一

入　選

地方紙は、もう一度ローカルナンバーワン媒体となれ
静岡新聞社　営業局広告センター副部長　大林　寛

テレビ業界に学ぶ
　～マルチスクリーン戦略を新聞業界に「変換」する

中日新聞東京本社　広告局営業推進部　倉内　佳郎

シニアボランティアと企業のCSR
　～シニアビジネスを見据えた新聞資産の有効活用～

読売新聞東京本社　広告局広告第七部第二課　黒井　一来

大学新聞との連携で新聞広告の価値を高める
中日新聞社　広告局広告三部三重アドセンター　小嶋　一輝

買い物弱者を応援する！
　～新聞社が生活インフラとなるために～

西日本新聞社　広告局企画推進部　後藤　孝行

地方新聞社のCSV戦略で企業と生活者を結ぶ
　　防災から考える共有価値の創造　

西日本新聞社　広告局企画推進部　谷　由美子

小学生ビブリオバトルの提案
　　知的書評合戦で次世代新聞読者を増やす　

読売新聞大阪本社　広告局広告第一部　橋本　かおり

組織先行型から意見先行型の意見広告へ
　　新しい「意見広告」のかたち

朝日新聞大阪本社　広告局営業推進担当　林田　旬平

2012年
第３回

優秀賞

新聞が切り拓く教室
　～出張授業による教育CSRで企業と親子世代をつなぐ～

朝日新聞名古屋本社　広告部　荒井　達

販売局・販売店との連携による広告新商品の開発
中日新聞社　広告局営業推進部　鶴田　航

入　選

新ブランドによる若年層ビジネス展開
　～週刊新聞フックに未来読者・ファン創造へ

山陽新聞社　営業局広告本部業務推進部副部長　上原　誠一

紙とデジタルの融合　ARを活用した新聞紙面の展開について
毎日新聞大阪本社　広告局第二広告部　金光　隆

読者と新聞の新しい接点を創り出せ
　　 「来店型新聞販売店」の提案

読売新聞東京本社　広告局管理部管理課　高木　玲子

３WAYコミュニケーションを用いた医療広告における新聞 
ビジネス

朝日新聞大阪本社　広告局広告第二部営業主任　竹中　勇人

クラウドファンディング
　～新ビジネスモデル『新聞ロングテール』の提案～

毎日新聞東京本社　広告局第三広告部　田中　宏明

通勤・通学用タブロイド版、全紙一斉創刊。
　　ライフスタイルの変化に応じた新しい新聞へ、紙という選

択肢をもう一度　
読売新聞東京本社　広告局ビジネス開発部企画課　星　舞子

読者の時間を取り戻す「紙面＋スマートフォン」サービスの提案
読売新聞東京本社　広告局広告第六部第一課　松本　竜

「オーディオ・ニュースペーパー（AN）」の可能性を探る
　～ぬくもりと、個性あふれる新聞づくりへ～

産経新聞東京本社　営業局営業第１部　柳澤　るみ
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